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公共コミュニケーション学会第１回事例交流・研究発表大会予稿集 

 
《大会テーマ》 

2015 年を迎え公共コミュニケーションの現在を探る 

 
 
                       【大会プログラム】  （数字は「予稿集」ページ数； 敬称略） 
 
1 月 25 日（日） 会場：日比谷図書文化館（日比谷公園内）  

地下１階  日比谷コンベンションホール（大ホール） 及び  
４階  スタジオプラス（小ホール） 
 
 
 

10:40～ 受付開始 （B1 階 日比谷コンベンションホール前） 
☆ 10:50 開会 
☆ 10:50~11:00 開会挨拶：河井 孝仁（公共コミュニケーション学会 会長理事） 
 
 
☆ 11:00~12:20 基調パネルディスカッション 

「人が育つ組織内広報に向けて」：  ----------------------------------------  1 
○ パネリスト：    下平 博文 氏（花王（株）） 
          内藤 圭吾 氏（静岡県） 
       原田 博子 氏（（特非）浜松子育てネットワークぴっぴ） 
○モデレーター： 石川 慶子（公共コミュニケーション学会 理事/広報コンサルタント） 

 
 
☆ 12:20~13:10 昼食 
  ※４階スタジオプラス（小ホール）内で、公共コミュニケーション学会に設置された各研究

会によるパネル展示・発表が行われます。       ---------------------------------------  65 
 
 
☆ 事例発表及び研究発表 ： 13：10～14：50 【A１会場】 （＊発表 15 分+質疑 9 分） 

1. 13:10～13:35 「協働から笑働へ 「笑働ＯＳＡＫＡ」の取組みの報告」【事例】 
梶間千晶・清水 梓・中林 萌(大阪府)   ---------------------------  6 

2. 13:35～14:00 「河内長野市の都市ブランドってどうやねん」【事例】 
東 映道（河内長野市）            ----------------------------------------------------------   12 

3. 14:00～14:25 「聖地巡礼に至るまでのモデルの考察について」【研究】 
    川畑 光功（あまてらす創合研究所） ------------------------------------------------   18 
4. 14:25～14:50 「伝統的地名に含まれる情報を活用した地場野菜ブランドの構築―三河島・ 

緑  川・伯仲を例に―」【研究】 
宇田川大介（東洋大学大学院） ------------------------------------------------------   20 
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☆ 事例発表及び研究発表 ： 15：00～16：40 【Ａ２会場】 （＊発表 15 分+質疑 9 分） 

5. 15:00～15:25 「自治体広報分野におけるオープンデータ推進」【事例】 
印出井一美（千代田区）----------------------------------------------------------------  26 

6. 15:25～15:50 「メッセージとしてのオープンデータ」【事例】 
佐藤 忠文（菊池市/九州大学大学院） ------------------------------------------------    28 

7. 15:50～16:15 「自治体広報紙をオープンデータに」【事例】《協賛団体発表》 
    藤井 博之（一社）オープンコーポレイツジャパン） ----------------------------  30 
8. 16:15～16:40 「日本企業のインターナル・コミュニケーション：現状と政策課題」【研究】 

清水 正道（日本広報学会）・山村 公一（（株）メディアゲイン）・   斎藤 智
文（(株)組織と働きがい研究所）・雨宮 和弘 （(株)クロスメディア・コミュ

ニケーションズ）・北見  幸一（ (株 )電通パブリックリレーションズ）                          
------------------------------------------------------------------------------------------------  32 

 
 

☆ 事例発表及び研究発表 ： 13：10～14：50 【Ｂ１会場】 （＊発表 15 分+質疑 9 分） 
9. 13:10～13:35 「自己ブランディングにおける「個」のコミュニケーションの可能性～ 

@uyokyokusetu な人生とともに～」【事例】 
原田 紘子 ----------------------------------------------------------------------------  40 

10. 13:35～14:00 「子ども・若者の自己形成空間の再構築に関する研究－「ナラティヴ・カフェ」 
の実践からー」【研究】 
金子 満（鹿児島大学）・牟田 京子（鹿児島大学大学院）--------------------   42 

11. 14:00～14:25 「気候変動の地元学を通じたコミュニケーションの研究」【研究】 
    白井信雄（法政大学）                      -----------------------------------------------   46 
12. 14:25～14:50 「クラウドサービスを用いたリアルタイムドキュメンテーションおよびグラフィ  

ックファシリテーションの手法の構築」【事例】 
富田 誠（東海大学）                        -----------------------------------    50 

 
 

☆ 事例発表及び研究発表 ： 15：00～16：15 【Ｂ２会場】 （＊発表 15 分+質疑 9 分） 
 
13. 15:00～15:25 「公共コミュニケーション学会（PRAS）事例交流・研究発表大会危機管理広報  

事例研究会「公金不正流用」事例」【事例】 
南條隆彦（公共コミュニケーション学会危機管理広報事例研究会） --------   54 

14. 15:25～15:50 「自治体 PRM-栃木県塩谷町での意思形成の取り組みより」【事例】 
岩田崇（（株）ハンマーバード/慶應義塾大学）-------------------------------    56 

15. 15:50～16:15 「議会広報を素材として考える公共コミュニケーション研究の射程」【研究】 
    本田 正美（東京大学大学院）-------------------------------------------------------  60 
 

 
情報交換会 会場へ移動（約 10 分） 
 
 
☆情報交換会 ：時間 17:00～19:00 

 ：会場 ＨＵＢ日比谷店 
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会場図： 日比谷図書文化館（日比谷公園内） 
千代田区日比谷公園 1 番 4 号（旧・都立日比谷図書館） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 東京メトロ 丸の内線・日比谷線「霞ヶ関駅」 B2 出口より徒歩約 3 分 
 都営地下鉄 三田線「内幸町駅」 A7 出口より徒歩約 3 分 
 東京メトロ 千代田線「霞ヶ関駅」 C4 出口より徒歩約 3 分 
 JR 新橋駅 日比谷口より 徒歩約 10 分  

 
日比谷文化図書館に駐車場はございません。 日比谷公園内の『日比谷駐車場』（30 分 300 円） 
をご利用ください。 
 

 
 

 
 
地下１階： 日比谷コンベンションホール 

   （大ホール） 
 
４階： スタジオプラス（小ホール） 
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《 懇親会会場 》  HUB 日比谷店 
 
千代田区有楽町 1-6-8 松井ビル B1F 
地下鉄日比谷駅 徒歩 1 分 / 日比谷図書文化館から徒歩 7～8 分程度 
       

日比谷図書文化館 
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地下１階 日比谷コンベンションホール（大ホール） 
 

 

基調パネルディスカッション 

「人が育つ組織内広報に向けて」 
 

 

11:00~12:20 
 

 
 
 
 
○ パネリスト：    下平 博文 氏（花王（株）） 

                        内藤 圭吾 氏（静岡県） 

                         原田 博子 氏（（特非）浜松子育てネットワークぴっぴ） 

 

○モデレーター： 石川 慶子（公共コミュニケーション学会 理事/広報コンサルタント） 
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基調パネルディスカッション  テーマ「人が育つ組織内広報に向けて」 

 

＜パネリスト プロフィール＞ 

下平博文  

花王株式会社 花王ウェイ担当  

2004 年に「花王ウェイ」を策定して以来、理念を活用してどのように事業活動に貢献するかという課題に
取り組んでいます。試行錯誤の連続でしたが、社員を理念のユーザー（活用者）と位置づけることにより、
活動に整合性が生まれてきました。理念担当者である私はオーナー（管理責任者）として、理念に関する
ことであれば、小さなことから大きなことまで全てをワンストップで提供するという役割を担っています。  

 

内藤圭吾  

静岡県企画広報部広報課主査  

2001 年静岡県庁入庁。 2002 年 8 月～2004 年 3 月まで広報課。動画ニュースの撮影編集、テレビ CM、県
民だより等を担当しました。（大阪のおばちゃんによるオレオレ詐欺防止 CM 等） その後、清水港管理局、
生活衛生課配属を経て、2010 年に㈱博報堂に 1年間出向しました。 2011 年 4月現在の部署に異動してか
らは、テレビ番組や新聞広告による新東名開通や富士山世界遺産の広報の他、県の Facebook ページの立
ち上げ等の業務を担当してきました。 

 

原田博子  

ＮＰＯ法人 はままつ子育てネットワークぴっぴ理事長  

当法人は 2006 年に法人化して 10 年目を迎えます。2004 年に団体を設立して以来、浜松市と市民協働の下、
子育てしやすいまちづくりを目指して活動してきました。設立当時はハード面でそれまで無かったものを
作ることに注力していましたが、ハード面が出揃った現在は「どうしたら心地よく子育てができるのか」
を当事者自らが考え行動することこそが子育てのしやすさに繋がると信じ、それを促進できるような事業
を行っています。 

 
＜モデレーター＞ 
 
石川慶子 
 
公共コミュニケーション学会理事/広報コンサルタント 
 
参議院事務局勤務後、映画製作を経て、有限会社シンを設立して独立。企業のブランディング、理念策定
やメッセージ開発、危機管理広報等の分野で 20 年以上広報に携わっています。今回の基調パネル討議で、
トップメッセージの伝え方、理念との関連、他部署との連携といった視点で考えを深めたいと思います。 
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【Ａ１会場】 
 

 

13：10～14：50 
 

 

 

司会： 高橋 輝子（千葉県） 

 

 

 

 

 
1. 13:10～13:35 「協働から笑働へ 「笑働ＯＳＡＫＡ」の取組みの報告」【事例】 

梶間千晶・清水 梓・中林 萌(大阪府)   ---------------------------  6 
2. 13:35～14:00 「河内長野市の都市ブランドってどうやねん」【事例】 

東 映道（河内長野市）            ----------------------------------------------------------   12 
3. 14:00～14:25 「聖地巡礼に至るまでのモデルの考察について」【研究】 
    川畑 光功（あまてらす創合研究所） ------------------------------------------------   18 
4. 14:25～14:50 「伝統的地名に含まれる情報を活用した地場野菜ブランドの構築―三河島・ 

緑  川・伯仲を例に―」【研究】 
宇田川大介（東洋大学大学院） ------------------------------------------------------  20 
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協働から笑働へ 「笑働ＯＳＡＫＡ」の取組みの報告 
The movement of cooperation with industry, government, schools, citizen    

Report of the action of the “ Shoudo – Osaka” 
 
 

○梶間 千晶
1
，清水 梓1

，中林 萌1 

Chiaki KAJIMA and Azusa SHIMIZU and Moe NAKABAYASHI 
 

1大阪府都市整備部事業管理室 Public Works Administration Office, Department of Urban and Public Works, Osaka 
Prefectural Government 

 
 

   Abstract   大阪府では、地域の方々に身近な道路、河川などについて「自分の子ども」のように愛着をも

ち、清掃・緑化などの美化活動を行なっていただく「アドプト・プログラム」を平成12年度より実施し

ている。平成22年、アドプト10周年を契機に、幅広い協働の取組みを包含する統一の旗印「笑働ＯＳＡ

ＫＡ」を掲げ、産官学民が連携した新しいムーブメントに取り組んでいる。「笑働ＯＳＡＫＡ」では、

協働に関わった人を讃え、感謝することも協働と定義し、更に多岐に渡る協働の根源は「笑顔になるこ

と・笑顔にすること」と捉え、ひとり一人の行動の変化を促している。本稿では、大阪における地域協

働の経過と共に、多様な広がりを見せる「笑働ＯＳＡＫＡ」の取組みを紹介し、併せて、笑顔あふれる

真に魅力ある大阪の実現に向けた今後の展開の方向性について報告する。 
 
   キーワード まちづくり，協働，都市基盤，アドプト，環境 
 

１．はじめに 
(1)取組みの背景と目的  

 少子高齢化やコミュニティの希薄化、地域環境に

対する住民ニーズの多様化などの時代背景の中、創

る（供給者）から使い手（利用者）の立場に立った

都市インフラの整備・活用が急務となっている。一

方、新たな公共の担い手として、地域・府民・企業

等との連携・協働の取組みが広がってきた。このよ

うな状況を受け、大阪府では、使い手の視点に立っ

た都市インフラの活用の観点から「笑働ＯＳＡＫＡ」

を協働の旗印として掲げ、「インフラ」というフィ

ールドに留まらずあらゆる分野において、新たな公

共の担い手との協働により、地域への愛着醸成、ま

ちの魅力づくりを推進している。 

 

(2) 大阪の協働 

大阪には、1970年の日本万国博覧会の開催に合わ

せ、交通の大動脈として整備された大阪中央環状線

がある。この大阪中央環状線を年に一度、行政が主

導し、府民と一緒に一斉に清掃する「中環をきれい

にする日」という清掃イベントは昭和60年に始まり、

30年近くも続く歴史ある一大清掃である。これまで

最も多い時は4,000人以上もの府民がこの活動に参

加した。同様に、河川の清掃イベントについても、

多くの府民が参加し、行政主導のイベント的協働は

長きにわたり、各地で実施されてきた。 

しかし、もっと昔に遡れば、家の前には舗装され

ていない道があり、子どもがそこで遊んだり、ご近

所さんが井戸端会議などをする場として、自分の庭

のように自分たちできれいにすることが当然のよう

になされていた。経済成長と共に、大阪中央環状線

に代表されるように、拡幅整備され、道が自分たち

のものではなくなり、行政が管理することが当たり

前になってきたことから、前述の「中環をきれいに

する日」も行政主導のイベント的協働として生まれ

ている。 

このような背景の中、もう一度、昔の発想にかえ

って自分達の道などを自分達で守っていくことがで

きれば、まちはもっと豊かになるのではないか、と

いう思いから、大阪府では、平成12年にアドプト・

プログラムをスタートさせた。 

アドプト・プログラムとは、地域の方々に身近な

道路、河川などについて、「自分の子ども」のよう

に愛着を持ち、清掃・緑化などの美化活動を行なっ

ていただくもので、行政はそのサポートとして、活

動を示すサインボードの設置や清掃道具や保険料の

負担、ごみの処分などを行う。制度導入当時は、こ

のプログラムの実施によって道路などの管理施設の

維持管理費用がどれだけ軽減されるのか、といった

視点で事業効果を計られることもあった。しかし、

制度導入から10年以上が経過する中で、アドプト活

動に参加する人は650団体・6万人を超え、更に、こ

のアドプト活動が施設の維持管理の領域を超えて

様々な分野の相乗効果を生むようになった。次に大

阪を代表する2件のアドプト活動の事例を紹介する。 

２．アドプト活動の事例 
(1) アドプト・リバー・内田 
 ～河川敷の草刈りや不法投棄問題の解決に、“羊を

飼育”。雑草を食べる羊を中心に、地域の絆の深まり

が実現～ 
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平成 14 年 8 月、約 1,500 ㎡にも及ぶ広大な河川敷

の雑草の繁茂や不法投棄を危惧した当時の自治会長が

都市整備部の出先事務所である鳳土木事務所の職員と

相談し、アドプト・リバーの仲間として羊を導入した。

人が草刈りを実施する代わりに羊が河川敷の雑草を食

べ、その羊の日々の世話を地域の高齢者が中心になっ

て行っている。人になついた羊は子供たちの人気者で、

内外から多くの人が集まる空間が形成されており、羊

の世話をする高齢者に日々の感謝を伝えるために子供

会が河川敷での夏祭りを企画して高齢者を招待したり、

それに感化されて青年団が河川浄化に取り組み、「蛍

とＪＡＺＺの夕べ」というイベントを企画するなど、

あらゆる世代の活動へと広がっている。この事例は、

元々、河川敷の雑草対策・不法投棄対策で始まったア

ドプト活動が、地域のコミュニティを育み、活動に参

画する人を増やし、そのことが地域の防犯・防災力等

の向上につながっている代表的なものである。更には、

内外からの来訪者の増加によって、地域住民の誇り

（シビックプライド）も醸成されている。なお、この

一連の成果について評価され、平成 19 年度には国土

交通大臣表彰「手づくり郷土賞」が授与されている。 

 

 
写真-１ アドプト・リバー・内田 

 

 
(2) アドプト・ロード・金岡東第五住宅自治会 
 ～超高齢化地域において、コミュニティカフェ等の

「仕掛け」を通した真に強く幸せな住民自治を実現～ 
 
平成 14 年 6 月、築約 40 年の府営団地において、ご

みのポイ捨てや落書き、少年犯罪などが大きな課題と

なっており、その状況に慣れてしまう住民意識の低下

や、高齢者や低所得者など生活弱者と言われる住民層

による地域力の低下を危惧していた自治会長がアドプ

ト活動への参加を決めた。具体的な活動内容は、毎日

のごみひろいと回収したごみを種類別にカウントして

記録することであり、活動を行っていくうちに、「更

に美しく」と、ごみひろいに加え花植えの活動も加え

た。花植えの活動については、土木事務所の造園職の

職員から花苗を種から育てる技術を習得し、団地内に

フラワーファクトリー（花工房）を設置して育苗する

ことで経費を削減するなどの工夫を行っており、地域

の花壇にはもちろん、府内のアドプト活動団体にも花

苗の提供を行なうなど、活動が発展してきている。更

に平成 21 年、住民の平均年齢が 65 歳を超え、更なる

高齢化に向けて、集会所にコミュニティカフェ

「daigo」をオープンさせた。このコミュニティカフ

ェは、エレベーターのない 5 階建ての住居において、

籠りがちになる高齢者のコミュニティが更に希薄にな

ることを阻止するための、「わざわざ外に出る仕掛け」

である。この「仕掛け」が的中し、daigo には、人も

情報も自然に集まってくるようになった。「ここで友

達と話して大きな声で笑うことが一番の楽しみ。」と

いう住民からの声も聞かれ、個人の課題が自治会の課

題として扱われるようになり、平成 23 年にはその必

要性がなくなったため、民生委員の推薦を拒否し、実

質的には民生委員制度を廃止した。又、約 700 世帯の

住民に根気強く「全員による住民自治」を訴え、自治

会加入率 100％を達成した。この事例は、生活弱者と

言われる住民が真に強く幸せな自治を実現させた象徴

的なものである。 

 

 
写真-２ アドプト・ロード・金岡東第五住宅自治会 

 

 

３．「笑働ＯＳＡＫＡ」の立ち上げ 
(1) 目的と行動計画 
アドプトの活動団体が 500 団体を超え、大阪の各地

で広がりをみせると共に、まちの美化・緑化だけに留

まらず、地域の安全・教育・高齢化問題等の解決、自

ら地域の課題を解決する「地域力」の醸成へと繋がり、

「笑顔あふれる真に魅力ある大阪」の実現に向けて重

要な意義を持つと考えた結果、アドプト・プログラム

の制度導入から 10 周年を迎えた平成 22 年、これら協

働の輪を更に広げるべく、統一の旗印「笑働ＯＳＡＫ

Ａ」を掲げ、新たな取り組みをスタートした。この時

に作成したリーフレットの文面を紹介する。 

「それぞれの地域から生まれた地道で絶え間ない活動。

はじめは数えるほどのこうした活動がいつしか無数の

点となり、つながり、結びつきながら線を織りなし、

やがてそれが、大阪のすべての地域へと広がる大きな

面をカタチ作ろうとしています。暮らす人すべてが、

いきいきと笑顔あふれるように。アドプト 10 周年を

迎える今年、協働の輪をさらに大きく広げて、想いを
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ともにする皆様と、大阪の未来を一緒に描きた

い・・・。協働から笑働へ。大阪発のまったく新しい

ムーブメントが、いま、始まります。」 

「笑働ＯＳＡＫＡ」の立ち上げに当たって、活動団

体に課題をヒアリングした結果、①熱中層の疲弊、②

次世代の担い手の育成、③自立スキームの確立が挙げ

られた。このため、解決手法として、①活動する人に

敬意と感謝を表すと共に、その活動を広く伝える（活

動のブランド化）、②デザイン性の高いもの、これま

でにないブランディングで若者を呼び込む（効果的な

情報発信）、③企業活動と協働したビジネスモデルを

構築し、持続可能な活動支援手法を確立する（有機的

な連携促進）、そしてこれらに統一感を持たせること

（デザインすること）が非常に重要であると考えた。 

 

 
 

図-１ 行動計画１ 

 

 

 

 
 

 

図-２ 行動計画２ 

 

 

    

 
  

図-３ ロゴマーク 

 

 

 

①活動のブランド化 

アドプト活動は地域の美化を担うだけでなく、大阪

の魅力を創り出す価値ある活動である。この活動に携

わることに誇りを持つことができるように、「参加す

ることも笑働、伝えることも笑働、感謝を表すことも

笑働」としてあらゆるレベルでの行動が地域の笑顔・

魅力に寄与することを明確にし、「thanks&smile」と

いうキャッチを用いて、活動する人を「美しく魅せる

こと」にこだわった。この「魅せ方」に関しては、在

阪のデザイン会社との「協働」という形になっており、

デザイン会社が持つ、デザイン力という強みを提供い

ただけたことで、「笑働ＯＳＡＫＡ」のパブリシティ

活動が実現した。併せて、行政職員については、まち

づくりの担い手育成を強化した。その結果のひとつと

して、行政職員が私費で購入する「笑働ポロシャツ」

はクールビズの活動と連動させることにより着用する

職員が増え、都市整備部職員（約 2,000 人）を中心に、

現在までに 5,000 枚以上が販売されており、職員の笑

働への参加となっている。日々現場に出て地域の方と

接触することが多い都市整備部の職員がポロシャツを

着用することは、「笑働ＯＳＡＫＡ」の取組みを広く

知っていただき、「協働」の輪が広がるひとつのきっ

かけとなっている。 

 

 



 

9 

 

 
 

図-４ コンセプト 
 
②効果的な情報発信 
 「thanks&smile」をコンセプトに、若年層から高齢

者まで幅広い関心と理解を促すと共に、ごみひろいな

どの活動そのものがおしゃれにかっこよく見えるよう

に、デザイン性の高いパブリシティ活動を進めている。

平成 22 年に開設したＨＰに続き、平成 23 年にはブロ

グ機能の付加、facebook や twitter 等のＳＮＳの活用

も始めた。デザイン性と協働スタイルのこだわりから、

「笑働ＯＳＡＫＡ」のＨＰは大阪府公式ＨＰとはせず、

笑働のブランディングに協力頂いているデザイン会社

が運営している。ブログは行政職員が現場で出会った

地域活動のレポートを、facebook は大阪各地での様々

な活動をスピード感を持って共有することを心掛けて

おり、平成 26 年 12 月現在、ＨＰのアクセス数は約

4,000 件／月、facebook の「いいね！」は約 900 とな

っており、緩やかではあるが、20～30 代を中心に伸び

続けている。 

 
 

 
 

図-５ ホームページ 

 
 
 

 
図-６ グッズ類 

 

 

③有機的な連携促進 

これまでの地域協働の活動を通して、産官学民のネ

ットワークが広がり、行政である大阪府にも様々な活

動に関わる情報が集まるようになってきた。又、いく

つかの連携プロジェクトを進める中で、産官学民のお

互いの出会いの場がない、何らか活動したいとは思っ

ているが、活動できるフィールドが可視化されていな

い、という実態が見えてきた。これに対し、「笑働Ｏ

ＳＡＫＡ」では、情報の蓄積と活動主体の交流を促し、

連携・協働のきっかけが生まれる出会いの場となる

「笑働プラットフォーム」の確立を目指している。こ

れまでに交流・出会いの場として行政が企画したイベ

ントは、多くの参加・協力もあり、イベントとしては

成功している。しかしながら、イベントそのものの成

功に追われるあまり、本来の目的である新たな連携が

生まれることが主眼となっておらず、イベントにかけ

た労力に対して得られる、次なる連携への広がりとい

う効果を可視化できていなかった。今後は、連携・協

働がもたらす効果をわかりやすく伝えながら、持続可

能な仕組みづくりが必要と考えている。次に活動の事

例を紹介する。 

 
(2)活動事例 
①水都大阪 笑働クリーンサポーター 

水都大阪フェスは、水の都、大阪において、市民が

主役となり、大阪の魅力を最大限に引き出す協働型の

フェスティバルである。フェスが繰り広げられるまち

全体を社会実験の場として、市民がプログラムに参加

することで、公共空間の新たな活用を進めている。

「笑働ＯＳＡＫＡ」としても、このフェスの枠組みの

中で活動を行っており、具体的には、普段からごみひ

ろいを楽しむ学生らを中心にした、笑働クリーンサポ

ーターを結成し、企業スポンサーの協賛を得て活動を

盛り上げるためのＴシャツや軍手等のツールを着用し

てフェス会場のごみひろい活動を実施した。平成 24

年にはフェス当日までに 2 回のワークショップを実施

し、参加者のチーミングと活動の目的等の共有を行っ

た。それにより、ごみひろいを通してフェスをいかに

盛り上げられるか、といった視点で学生から様々なア
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イデアが生まれ、イベントの飲食ブース出展者への挨

拶回り、パフォーマンスしながらの会場内の協働美化

への呼びかけ、来場された外国人観光客とのコミュニ

ケーションをとりながらのごみひろいなど、いかにご

みひろいに付加価値を付けられるか、ということを競

い合うように参加の学生がお互いに刺激を受けながら

活動が行われた。その結果、この大阪の魅力を最大限

に引き出す協働型のフェスティバル「水都大阪フェス」

において、笑働クリーンサポーターの学生らが大阪の

魅力づくりに大きな役割を果たしたことが評価された。

この笑働クリーンサポーターは、平成 25 年以降も継

続して活動を続けており、これまでに累計約 650 人が

参加している。 

 

写真-３ 笑働クリーンサポーター（Ｈ２３） 
 

 
写真-４ 笑働クリーンサポーター（Ｈ２５） 

 
 

②笑働の森づくり 
大阪府南西部に位置する和泉市槇尾山エリアは、昭

和 57 年に発生した台風 10 号による災害を契機に、ダ

ム建設構想が立案された。平成 21 年にはダム本体の

工事が着手されたが、平成 23 年に大阪府として、

「ダムに頼らない真に水害に強い河川改修事業を行な

う」という方針決定を行なったことを受け、河川改修

に併せた流域全体の森づくり（森林の治水機能の向上）

を進めている。平成 24 年 4 月より、「笑働の森づく

りの日」として、原則、月一回の活動日を定め、産官

学民が連携して木々の間伐作業や植林等を行っている。

この活動は、平成 26 年 12 月現在で延べ約 5,000 人が

参加し、継続的な活動を展開できる府民コミュニティ

の形成に向け、「森をつくる（荒廃林の再生・保

全）」、「森をつかう（木材を利用したモノづく

り）」、「森を見直す（森の新たな利用方法を提示し

た冊子づくり）」、の 3 本柱の活動に取り組むことで、

森の健全化と森の新しい価値を社会に提示し、地域の

課題解決を図っている。具体的には、学生などが地元

製材業の方の指導を受けての木工作業やその地域の魅

力や文化を深く知るためのワークショップの開催、地

元の祭りの「槇尾っ子まつり」と連動したイベントを

企画・運営するなど、楽しみながら継続的に活動に参

加している。また、この取り組みは、平成 26 年、公

益社団法人土木学会設立 100 周年記念事業の「市民普

請大賞」に入賞している。 

 
写真-５ 笑働の森づくり 

 
 
 

④未来を変えるごみ袋プロジェクト 

「笑働ＯＳＡＫＡ」の立ち上げから 4 年が経過した

現在、様々な活動を一緒に続けてきた学生らが中心と

なって「笑働ＯＳＡＫＡ」におけるシンボリックな取

組みが動き出している。きっかけは、在阪のごみ袋メ

ーカーのオルディ株式会社からの、「ごみを入れて捨

てるためだけのごみ袋が、分別を目的とした自治体別

の指定化とそれに伴う高価化が止まらない。」という

社会課題の提起であった。この状況を学生らが聞き、

一方では自分たちは遊ぶようにごみひろいを楽しんで

いることとを照らし合わせて、ごみ袋を通じて人が繋

がり、価値共有ができる場を創出することで一人ひと

りに気付きを与えることができないかと考えた結果、

ごみ袋メーカーと学生の協働により、社会課題の解決

を目指す「未来を変えるごみ袋プロジェクト」が生ま

れた。この取組みのフィールドは、オルディ株式会社

が御堂筋でごみひろいの活動を続けていることや、大

阪のグランド・デザインの重点区域にも位置付けられ、

学生が社会人と共に、高いモラル・シビックプライド

を持つ「真に上質な人・文化」を創り出すシンボリッ

クな場所となり得ることなどから、御堂筋を拠点とす

ることとした。具体的には、ワークショップを通じて、

学生から出てきた「ＪＯＩＮ！」という言葉を合言葉

とし、平成 26 年 10 月には御堂筋の魅力づくりを目的

として開催されたイベントに併せて、取組みのキック
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オフとなる「はじまりをつくるごみ拾い」を企画、学

生や企業の方など 100 人以上が参加し、ごみひろいや

啓発活動を行った。その後も学生らが継続してごみひ

ろいやワークショップ、企業へのヒアリング活動等を

続けており、活動を共有するサイトの運営等も始めて

いる。 

 

 

 

 

 
写真-６ 未来を変えるごみ袋プロジェクト 

 
 
４． 結びに 
 道路や河川など、府民の共有財産とも言える公共空

間をフィールドの中心として、アドプト・プログラム

がスタートし、多様な地域協働への広がりを経て、

「thanks＆Smile」をコンセプトとする「笑働ＯＳＡ

ＫＡ」へと発展してきた。この過程で、初期のアドプ

ト制度について、参加者の高齢化やモチベーションの

低下をはじめとした種々の課題に直面する一方、笑働

の取組みでは、クリーンサポーターの学生たちが慈善

意識というよりも遊ぶようにごみひろいを楽しみ、地

域を固定化せず多様なフィールドでの活動を望むこと、

また、行政に対しては団体認定やサインボード設置と

いった支援よりも、情報発信や法的事務手続の役割を

期待されているなど、若い世代特有の意識にも触れた。 

 これらを踏まえ、従来のアドプト・プログラムを現

在のニーズに合った新しい制度に変革していく必要性

を強く感じている。又、一連の地域協働の取組みを継

続・発展させていくためには、活動の内容はもちろん、

その意義や効果をわかりやすく伝える、いわゆる「可

視化」を図ることが重要である。地域協働のようなソ

フトの活動は、主観的・定性的評価に偏りがちとなり、

客観的・定量的な評価は難しいが、活動の意義、効果

の「可視化」は必要不可欠と考える。これまでのよう

に漠然と活動への参加人数を計測するのではなく、協

働への行動過程から、例えば、笑働を知る→活動に興

味を持つ→活動する人に感謝を伝える→活動に参加す

る→活動のリーダーになる→リーダーを育てて活動を

広げる、といったまちに関わるステップを設定し、府

民の認知度やＳＮＳの Share 人数を含めた多角的な数

値観測を行うなどの工夫を重ねていきたい。 

 大阪府域の土地利用を俯瞰すると、森林を除く面積

の半数にあたる約 60,000ha が住宅や工業・商業業務

などに供する「宅地」であるが、このほかに宅地面積

のおよそ半数に相当する約 27,000ha が道路や河川な

どの公共空間となっている。これまで大阪府における

地域協働は、アドプト・プログラムを契機に、道路や

河川、公園などを主なフィールドとして拡大してきて

おり、今後、相当な規模を有する公共空間において、

笑働を旗印とした協働の輪を広げていくことが、大阪

を「笑顔あふれる豊かな地域」に変えていく原動力に

なりうると感じている。「参加することも笑働、伝え

ることも笑働、感謝を表すことも笑働」。それぞれの

地域に根付いた協働の輪を広げて、人と地域が更に強

く結びつき、産官学民が連携することにより、真に強

く魅力ある大阪の実現を目指したい。 

 最後に、公共空間という「現場」を持つ都市整備部

の一員として、強い使命感を持ってしっかりと取り組

んでいきたいと思うと共に、様々な「協働」のカタチ

の中で、プレイヤーとして、又、サポーターとして、

“笑顔で働いて”くださる多くの皆様に計り知れない

大きな力を頂いていることに対して、心より厚く御礼

申し上げたい。 

 

 

 
図-７ 未来図 
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河内長野市の都市ブランドってどうやねん 
 

東 映道1 
 

1 河内長野市 都市魅力戦略課 政策戦略係長 
 

   Abstract   河内長野市は，大阪府内にありながら「消滅可能性都市」にも選ばれるなど，少子高齢化の

急速な進行，生産年齢人口の大幅な減少が見込まれている。そのような中で，地域経済の活性化，持

続的な発展を図り，交流人口や定住人口の維持・増加につなげるため，積極的な「シティプロモーシ

ョン」に取り組もうと考えている。そこで，市民・事業者・市職員等との協働により，都市ブランド

化を推進し，シビックプライドを醸成していく方策について検討を行った。 
 
   キーワード シティプロモーション 都市ブランド化 シビックプライド 定住促進 交流促進 

 

１．はじめに 
河内長野市は，恵まれた自然環境，豊富な歴史的・

文化的資源，充実した市民サービス，活発な市民活動

等，市内外に誇れる多くの魅力を持ち，安心して生活

できる良好なベットタウンとして発展している。 

一方で，国全体の人口が減少局面を迎える今，本市

においても，人口減少と少子高齢化が同時かつ急速に

進行し，生産年齢人口の大幅な減少が見込まれている。 

そのような中で，本市は，多くの魅力や強みを統一

的かつ効果的に発信できているとは言い難く，外から

見た本市の認知度やイメージの浸透度は，決して高い

とはいえない状況にある。 

今後，まちの活力の維持や持続的な発展を図るため

には，本市ならではの地域資源を活用し，相乗効果や

新たな価値を生み出しながら，積極的に「シティプロ

モーション」に取り組み，本市の魅力を発信し，住

む・働く・学ぶ・遊ぶ・買う等の様々な場面で「選ば

れる都市」となっていかなければならない。 

そこで，今後，本市がシティプロモーションを推進

していくにあたり，基本となる考え方を検討する。 

 

 

２．概要 
(1)言葉の定義 

①シティプロモーションとは 

従来の広報や観光ＰＲとは性質が異なるもので，都

市の魅力や強みを発掘し，地域内外に向けて積極的・

継続的にアピールし，地域に資金や人材を呼び込むコ

ミュニケーションのこと。 

都市の知名度や好感度を上げることで，観光誘客等

による「交流人口」の増加を促しつつ，市民の転出を

抑制しつつ，新たな転入を促す「定住人口」の維持・

増加を図ることができる。 

 

②都市のブランド化とは 

様々な地域資源の価値を高めながら，他都市との差

別化を図り，統一的なブランドメッセージを発信する

ことで，都市そのものの良質なイメージを高めていく

取り組みのこと。住民の「誇り」や外部からの「憧れ」

を醸成していくもの。 

 

③シビックプライドとは 

自分が住んでいる，働いている都市に対して「誇り」

や「愛着」を感じながら，さらに自分自身も都市を形

成している１人であるという当事者意識を持ってより

積極的に都市に関わろうとすること。 

 

(2)意義・必要性 

①今なぜシティプロモーションなのか 

今，財政や景気の悪化や，都市間競争の激化，少子

高齢化等，地域を取り巻く社会環境が極めて厳しい中

にあり，全国の多くの自治体では，交流・定住人口の

維持拡大を目指し，地域に必要な資金や人材を呼び込

もうと様々なセールス活動に躍起となっている。 

そのため，積極的なシティプロモーションを推進し

ていくことにより，住む・働く・学ぶ・遊ぶ・買う等

の様々な場面で「選ばれる都市」となり，地域経済の

活性化，ひいては都市の持続的な発展に寄与し，住民

の満足感・幸福感の最大化を図る必要がある。 

 

②都市ブランド化の意義 

単に「まち」の名前が有名になっても，肝心の市民

が「まち」に誇りを感じなければ意味がない。 

シティプロモーションを推進していく過程で，地域

資源が磨き上げられ，都市そのものが持つイメージが

高まり，都市イメージのブランド化が進む。 

このような中で，住民が都市に対する誇りと愛着を

持ち，また外部からの関心と憧れが醸成されるといっ

たプラスの循環を生み出すことが期待できる。 

 

③市民協働の視点 

シティプロモーションの対象は，観光客や転入者と

いった直接的なターゲットに限らず，住民・事業者・

内部の職員等のプロセスに関わる全ての人である。 

そこで，より多くの人との協働で，目指すべき都市

イメージや目標を共有し，市民と行政が一体となって

都市ブランド化に取り組むことにより，様々な連携や

相乗効果が生まれ，シビックプライドが醸成されてい

くと考えられる。 
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３．本市をとりまく現状と分析 
(1)本市の状況 

①周辺自治体の状況 

関西圏においては，京都・大阪・神戸等の京阪神地

域に人の流れが集中し，新たなインフラ整備や大規模

な住宅開発も進んでおり，またメディアへの露出や外

国人観光客の誘客等も活発で，比較的「選ばれるまち」

としての要素が高い自治体が多い。 

一方で，本市を含め大阪府南部の自治体は，大阪都

市圏のベットタウンとしてイメージされる地域が多い

中で，固有の地域資源を活かして，統一的な都市イメ

ージを発信している自治体が見受けられる。 

取り組みの一例としては，定住促進サイト，沿線Ｐ

Ｒ広告掲載，プロモーションビデオ等がある。 

 

②人口動態と交流人口の実績 

本市は，大阪府内にありながら，日本創成会議の試

算による消滅可能性都市にも含まれるなど，人口減

少・少子高齢化の急速な進行，生産年齢人口の大幅な

減少が見込まれている都市である。 

人口は，平成１２年２月末の１２万３千人をピーク

に減少し続け，平成２６年３月末で１１万１千人まで

減少している。人口構成については，府内他市と比較

しても１４歳以下の年少人口及び１５～６４歳の生産

年齢人口の割合が低く，６５歳以上の高齢者の割合が

高い状況にある。 

自然動態では，少子化・高齢化の進行により減少傾

向にあり，社会動態では，転入も転出も減少傾向にあ

り，特に平成１１年度から転出が転入を上回る逆転現

象が続いている。 

一方で，本市への観光入込客数は，日帰りであれば

１７施設に年間のべ１００万人前後を，宿泊であれば

４～６施設に年間のべ２万人台を集客している。 

今後は，新たにオープンした施設である「奥河内く

ろまろの郷」による集客数，観光消費の増加が見込ま

れている。 

 

(2)意識調査等の結果と分析 

今回の検討に際し，関連性の高い意識調査や統計調

査等の結果に分析を加え，本市の都市イメージについ

て検討した。 

 

①転入者・転出者ともに「２０歳代」の比率が高い 

人口動態の分析から，転入者・転出者の年齢構成は，

転入・転出いずれも２０歳代がもっとも多い。 

そこで，転入・転出のボリュームゾーンとなってい

る２０歳～３０歳代の若年層をターゲットとして，定

住・転入（特に再転入＝Ｕターン）につながる取り組

みを検討する必要がある。 

 

②転入元・転出先は近隣または利便性の高い市が多い 

人口動態の分析から，堺市・大阪市及び近隣の市町

村への転出が多い。 

また，転入・転出アンケートでも，転入元・転出先

の上位に共通して，大阪市・堺市・富田林市・大阪狭

山市・和泉市が含まれている。 

そこで，本市との間で人口移動が多い近隣市（堺

市・大阪狭山市・富田林市・和泉市）及び大阪市との

差別化を意識したプロモーションを行うことが効果的

であると考えられる。 

 

③転出理由は「利便性」が多い 

転入・転出アンケートでは，転出先を選択した理由

としては，「通勤・通学に便利」が突出して多い。 

また，市民アンケート調査において，「市外に移り

たい」という意向を持つ市民がそう感じる理由は，

「通勤・通学に不便だから」「買い物など日常生活に

不便だから」が突出して多い。 

つまり，住む場所を選択する上で，「利便性」が強

く求められる一方で，本市は，市外在住者・市民のす

べての年代で，「利便性の低さ」がマイナスイメージ

として意識されている。 

 

④本市の強みは「自然」や「住環境」 

市民アンケート調査では，「本市に住みつづけたい

と思うか」という問いに，「住みつづけたい」という

意向がある人の割合が過半数を超えており，定住意向

の市民が多い。 

なお，「住みつづけたい」理由については，「住み

なれたまちだから」「自然環境がよいから」が突出し

て多い。 

市外転出者（２０～４０歳代）の８０％以上が，本

市に「もう一度住みたい」という意向を持っている。 

また，市外への転出者が，本市のことを最も好意的

に感じる分野は，「自然・レジャー」「住環境」が圧

倒的に多い。 

都市ブランドに関するアンケート調査では，市外転

出者にとっての本市の印象は，「住み心地がいい」

「静かな環境」「空気がきれい」に，満足度の高い回

答が集中している。 

 

⑤子育て世代が求めるものは「治安の良さ」 

都市ブランドに関するアンケート調査から，市外在

住者にとっての「住みよいまちのイメージ」は，「交

通の利便性がよい」，「治安が良い」が突出して多い。 

また，本市の「安全・安心」分野のおすすめとして

は，「自然災害の少なさ」「犯罪率の低さ」を多くの

人が挙げている。 

よって，市民だけではなく，市外在住者にも，本市

のイメージとして「安全・安心」「治安が良い」が浸

透しているので，本市が「治安が良さ」をさらに積極

的にＰＲすることで，定住・転入促進につながる可能

性があると考えられる。 

 

⑥本市の強みとなる「教育」や「子育て」 

都市ブランドに関するアンケート調査では，「明る

い」「教育・子育てがしやすい」の２つの分野は，

「大変満足」の割合は少ないものの，「やや満足」・

「普通」の占める割合が高い。 



 

14 

 

しかし，この２つの分野は，具体的な取り組みの認

知度が低い傾向にあり，「具体例を思いつかない」と

いう回答が多い。 

そこで，今後の取り組み次第で満足度を高め，本市

の強みとして発展させることができる可能性が高い。

情報発信の工夫次第で，認知度，満足度を大きく改善

できる可能性がある。 

 

(3)様々な情報発信の取り組み  

現在，本市では，様々な施策において積極的な情報

発信に取り組んでいるが，全体としての統一感が乏し

く，イベントが単発で終わる等，全庁横断的な連携や

相乗効果が不足していると考えられる。 

・マイホーム取得補助制度に関するＰＲ 

・子ども子育て総合センターのパンフレット 

・テラコッタドールに関するパンフレット 

・教育立市宣言に関するパンフレット 

・ブランド産品に関するカラー冊子 

・食育推進計画に関するカラー冊子 

・奥河内に関するカラー冊子・大判ポスター 

・観光情報に関するウォーキングマップ 

・フェイスブックページ等ウェブに関するＰＲ 

・キャラクター（モックル・くろまろくん）の活用 

・映像を活用したＰＲ（ドラマなど） 

・様々なイベント・施設等に関するチラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．都市イメージ～本市の強み～ （以下の図を参照） 
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５．進め方 
(1)方針の必要性 

まずは，市として，シティプロモーションや都市ブ

ランドについての考え方をまとめる必要があることか

ら，市が持つ魅力や強みを整理し，都市イメージを体

系化するとともに，基本的な考え方や方針を示す。 

また，これに併せて，市がシティプロモーションに

取り組むための目的，目指すべき目標を定める。 

これにより，現在，市が取り組んでいる様々なプロ

モーションにも，相乗効果や統一感・一貫性が生まれ

ると考えられる。 

 

(2)都市ブランド化 

市が魅力を発信するだけでなく，市民自らシティプ

ロモーションの主体となり，市の魅力や強みを再発見，

創造し，対外的に伝えることで，都市イメージのブラ

ンド化が進み，市民の誇りや愛着，外部からの憧れが

さらに醸成されていくと考えられる。 

そのため，行政や市民同士がコミュニケーションを

深め，体系化された都市イメージを共有または磨き上

げながら，市民の誇りとなる「本市のありたい姿」を

追求することで，市民との協働による全市的なブラン

ドメッセージを生み出していく。 

 

(3)市の総合計画「まちの将来像」との関係性 

本市では，平成２７年９月に，平成２８年度以降の

本市のまちづくりを総合的・計画的に進める指針とな

る「河内長野市第５次総合計画」が策定される。 

そこで，都市ブランド化に向けたブランドメッセー

ジづくりに際しては，第５次総合計画における「まち

の将来像」を，都市ブランド化の重要な基本軸と位置

付けて進めることが適切である。 

 

(4)目標年次と１ヵ年ごとのＰＤＣＡサイクル 

都市ブランド化の実現には，長期的で継続的な視点

が必要不可欠であるため，１０年後の平成３７年を目

標年次として取り組みを進める。 

一方で，社会経済情勢の変化や施策の展開に柔軟に

対応するため，１ヵ年ごとに実績を確認し，方針を見

直し，プランニングを繰り返すものとする。 
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６．基本的な考え方 
(1)定住促進に関するプロモーション 

①方向性 

本市は，都市性（利便性）と郊外性（自然環境）を

あわせもち，安全・安心，教育，子育て支援，市民

力・企業力等の魅力が強みであり，ベットタウンとし

て暮らしやすいイメージが形成されているといえる。 

そこで，本市が持つ魅力をさらに際立たせ，他市と

の明確な差別化を図りながら，様々な施策と連動させ

た一体的なプロモーションに取り組むことにより，本

市の知名度や好感度を上げ，本市に住みたい，住みつ

づけたい，誇りを持てるまちのイメージを増幅させて

いく。そして，市民の転出を抑制しつつ，生産年齢人

口の維持・増加を促していく。 

 

②ターゲット 

定住人口，とりわけ生産年齢人口の増加を図るとい

う目的をふまえ，定住促進プロモーションのターゲッ

トを１０歳代～４０歳代の若年層及び子育て世代と位

置付ける。 

本市の都市部への距離感と自然とのバランス，治安

や教育・子育て環境の良さは，子育て世代にニーズに

合致した要素といえるため，子どもが健やかに育つと

ともに，そこに暮らす市民が自分らしく生活し，本市

に住んでよかったと思えるよう，本市に住むことのメ

リットや魅力に関するプロモーションを積極的に展開

していく。 

 

③目標 

・定住促進プロモーションの目標 

・転出者の抑制（転入者数の増加） 

・生産年齢人口の増加 

・企業数の増加 

・雇用者数の増加 

 

(2)交流促進に関するプロモーション 

①方向性 

本市の観光集客に資する魅力には，自然・歴史・特

産品等が挙げられる。とりわけ都市部から近い一方で，

豊富な自然環境・歴史遺産に触れることができるとい

う点が観光集客に寄与すると考えられる。 

そこで，本市が持つ自然，歴史，産業・特産品等の

魅力や強みを，「ちかくて，ふかい奥河内」というキ

ーワードに集約しながら，ターゲットを的確に絞り込

み，民間事業者との協働による統一的で効果的なプロ

モーションを展開するものである。 

これにより，本市への来訪意欲を高め，観光客や観

光消費の増加を促しながら，本市に対する憧れを醸成

していく。 

 

②ターゲット 

本市の観光資源は，主に自然環境を活かしたもの，

もしくは歴史・文化に関するものが多く，それらに関

心のある活動的な２０～４０代の女性とその家族をメ

インターゲットに設定します。 

また，本市は，京都や神戸といった著名な観光地と

は違い，宿泊施設の定員も少ないため，宿泊を伴う観

光集客数にはに限界があることから，大阪都市近郊に

位置する立地を活かし，近隣地域から多くの観光客を

呼び寄せることが最も効率的であると考える。 

そこで，メディア露出の増加などで，日常の延長線

上で気軽に訪れることが出来る「ちかくて，ふかい奥

河内」のイメージの浸透を目指すものである。 

 

③目標 

・交流促進プロモーションの目標 

・観光客数の増加 

・観光消費額の増加 

・イベント参加者数の増加 

・マスコミ露出量の増大 

 

 

７．戦略 
(1)情報発信力の強化と情報収集 

できるだけ多くの人に，本市の魅力や強みを知らせ

るため，情報発信の質的かつ量的な充実，情報発信力

の強化を図る。特に，定住促進及び交流促進のいずれ

のターゲットにもなる市外在住者との情報接触機会の

増加を目指す。 

また，情報発信の量的な充実にあたっては，行政サ

ービスの強みだけでなく，住みよさを実感している市

民の生の声や地域のつながり等，本市の多岐にわたる

魅力を隅々まで把握する必要があることから，地域の

魅力を収集し整理するような仕組みを検討する。 

 

(2)統一感とストーリー性の付与 

市が行っている様々な情報発信に，共通コンセプト

やキャッチコピー等，市としての統一感や一貫性を持

たせるような工夫を加え，ターゲットに効率よく効果

的に都市イメージを訴求する。 

また，情景や風情等が想像でき，市民が誇りに思い，

積極的に伝えたくなるようなオリジナルストーリーを

作り出すため，市民自らアイデアを発案し，発掘し，

参画できるような取り組みを進める。 

 

(3)継続的なマーケティング 

望ましい都市イメージ・まちへの愛着・定住志向等

について，外から見た本市のイメージやターゲットの

ニーズの把握，ウェブ情報の経路分析に努める。 

また，分析により得られた情報を，フィードバック

し，時代の変化や他市との比較等をふまえ，本市が勝

負できる分野・ターゲットの絞り込みを継続する。 

 

(4)目標の設定と実績の検証 

市が行う様々な情報発信は，来場者や利用者数以外

に数値目標を設定していないことが多く，ＰＲ効果を

十分に把握できずに，情報発信の質的な向上を見込め

ない状況にある。 

そこで，施策ごとに，ＰＲ効果に関する具体的な目

標を設定し，可能な限り数値による効果測定を検討し
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つつ，費用対効果をふまえた実績の検証を行う。 

具体的には，定住促進と来訪促進の２つの目的に応

じて，誰をターゲットに，何を伝え，まちづくりや市

民にどのような効果が期待されるのか，現在それは達

成されているのか等，ＰＲの手法に問題がないかを検

証したうえで，傾向と対策を検討し，より効果的なプ

ロモーションへとつなげる。 

 

(5)パブリシティや様々な媒体の活用 

あらゆる媒体や機会を有効活用し，複数の媒体を組

み合わせることで，プロモーションの相乗効果の創出

を図る。特に，積極的なパブリシティ活動を通じ，報

道機関との良好な関係を構築し，マスメディアへの露

出を増加していく。 

また，ＳＮＳ等の口コミによる情報伝播に期待し，

市への愛着に基づく市民をはじめ，全国や世界で活躍

する本市ゆかりの著名人等の多様な担い手による情報

発信を推奨する。 

 

(6)推進体制の構築・コーディネート 

シティプロモーションの推進には，庁内の横断的な

取り組みが必要不可欠である。 

そこで，担当課の枠組みを超えた全庁横断的な推進

体制を構築し，情報や目標を共有し，分野や施策間の

連携，統一感や一貫性の創出，相乗効果を促進する。 

各課が取り組んでいる様々な施策のプロモーション

に係るコーディネートに取り組み，ターゲットと接触

できる場や媒体を有効に活用し，それぞれのターゲッ

トのニーズに合わせた魅力や強みを集約し，積極的に

プロモーションの機会を拡大していく。 

 

(7)企業等との連携・外部人材の活用 

シティプロモーションの実効力を高めるため，庁内

の推進体制だけではなく，報道機関や鉄道会社をはじ

め，民間企業やＮＰＯ，学校法人や医療機関との連携

や共同プロモーションに努める。 

また，戦略指針に基づく取り組みを積極的かつ円滑

に推進するため，民間での実務経験者等，外部人材の

持つノウハウ等の活用が図れるよう検討する。 

 

(8)都市ブランド化に関する取り組み 

市民の誇りや愛着，外部からの憧れを醸成していく

ため，市民自らシティプロモーションの主体となり本

市の魅力を再発見，創造し，対外的に伝えていけるよ

う，都市イメージのブランド化を進める。 

そこで，庁内だけでなく市民等を巻き込んだ「オー

ル河内長野市」体制を構築し，この関係性を原動力と

した積極的なプロモーション活動，ブランドメッセー

ジづくりに取り組む。 

多くの市民とコミュニケーションを深め，戦略指針

において体系化された都市イメージを共有しながら，

市民の誇りとなる「本市のありたい姿」を追求し，市

民との協働による全市的なブランドメッセージを生み

出していく。 

 

参考文献 
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3) 松山市都市ブランド戦略ビジョン（2012）松山市 
4) シティプロモーション地域の魅力を創るしごと（2009）河
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聖地巡礼に至るまでのモデルの考察について 
About the consideration of the model before leading to a pilgrimage 

to the Holy Land 
 

川畑 光功
1 

Mitsuyoshi Kawabata 
 

1 あまてらす創合研究所 主席研究員 Amaterasu Creative Reserch Institute 
 

   Abstract   This article considers a model before leading to a pilgrimage to the Holy Land carried out in each 
place. The model consideration about pilgrimage to the Holy Land in itself was accomplished, but the model 
consideration seems to be short up to there. This study is love live broadcasting! I consider a model as を 
example and examine necessary requirements for the pilgrimage to the Holy Land outbreak. 

 
   キーワード 聖地巡礼、ファンコミュニティ、シェアリング、物語空間、情報爆発 

 
１．はじめに 

近年、アニメーションを始めとした作品の舞台を訪

れ、物語空間と現実空間の接点を体験しながら、同好

の士との交流を楽しむ聖地巡礼と呼ばれる行為がみら

れる。各種の研究機関、大学等によってその行為につ

いての研究が進められているが、その多くは聖地巡礼

が地元に与える経済効果や、観光面の取り組み、巡礼

者の地域への関わりについてとらえたものが多く、そ

のきっかけがなんであったか、どのようにして聖地巡

礼が発生していったかというモデルに対しての研究は

あまりなされていない。 

本研究は一般のファンがどのようにしてその場所を

聖地として認知し、訪問するかの仮説モデルを提唱す

る。その仮説の題材として2014年放送のアニメーショ

ン「ラブライブ！」をとりあげる。当アニメーション

の11話「私たちが決めたこと」において登場する駅の

舞台となった根府川、国府津周辺はこの放映が行われ

るまでは普通の場所であり、地域住民等が利用する普

通の場所であった。その空間がこの放映の特定の時期

を経て聖地へと変貌する期間は非常に短く、モデル化

においては非常に興味深いといえる。故に、本モデル

化の題材として「ラブライブ！」を採用するものであ

る。 

 
２．聖地の誕生 
(1) ラブライブ！とは 
 ラブライブ！とはプロジェクトラブライブ！が中心

となって展開しているメディアミックス作品のことで

ある。ストーリーは廃校に追い込まれた母校を自らが

中心となってアイドル活動を行うことで志願者を増や

し、廃校を阻止するのが本筋である。多彩なキャラク

ターと見飽きないストーリー構成から、2015 年には劇

場版新作の公開が決まっている。今回取り上げる 2 期

11 話は作品中においてキャラクターたちがある重要な

決断をするという話であり、注目されていた回であっ

た。 

(2) 国府津、根府川の変貌 
 国府津、根府川がどのようにして聖地に変貌して 
いったのか？ラブライブ！11 話放送中の Twitter ログ

を分析する。 
同放送は 2014 年 6 月 15 日の 22 時から放映された。同

放映時にはファン同士が自分の思いを Twitter を使っ

てつぶやくことが盛んであった。よって、本分析には

Twitter を SNS のシェアリングの指標として用いる。

本分析においては Twitter 社公式の検索機能を用いた。

まず国府津、聖地というキーワードで 2014 年 6 月 8
日から 6 月 14 日までの期間につぶやかれたツイート

数は 0 であった。同条件で根府川、聖地というキーワ

ードでも同じく 0 であった。では、放映日の 2014 年 6
月 15 日から 6 月 16 日にかけて同じキーワードでつぶ

やかれたツイート数は国府津、聖地で 31 ツイート、

根府川、聖地で 328 ツイートであり、情報爆発が確認

できた。このことからラブライブ！の放映が当地を聖

地として認知させたといえる。 
同地が認知に至るまでの時間は放送で現場が登場して

からほぼ間のない 22：51 であった。同時刻のツイー

トが当時初めて同キーワードで聖地が根府川と特定し

たものであった。国府津の場合は 22：56 である。こ

の認知後、関連ツイートが急激に増え始めており、同

地の聖地化には Twitter をはじめとする SNS、インタ

ーネットが大きな力を持っていると考えられる。 
 
(3) 作品中における聖地の意義 
 では、ラブライブ！において同地はどのような意義

を持つのであろうか？11 話において展開された話は、

キャラクターたちがある転機に際し、今後の方向性を

皆で決めるという重要なものであった。時に、今回取

り上げた国府津、根府川はキャラクターたちがその決

断を言葉にして意思表明するシーン、その決断に対し

て各々が感情を発露するという視聴者にとって感情移

入しやすく、かつ物語空間への没入が容易といえる条

件が揃っていた。故に、聖地の意義としては同地を訪

問することでその時の感情を追憶し、追体験すること
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で現実空間と物語空間をリンクし、国府津駅や根府川

駅ではなく、あの日、あの時の劇中の空間に現地を蘇

らせる行為こそがモデルとなった聖地の意義といえよ

う。 
 
３．聖地巡礼に至るまでのモデル仮説 
 ここまで作品面の持つ聖地の意味、ファンコミュニ

ティにおいての聖地への変貌の流れを追いかけてみた。 
その流れをモデル化すると以下のようになる。 
 
・ 作品中において自分（巡礼者）が追体験したいこ

とが起こる 
・ その現場のモデル探しが世界規模で始まる 
・ モデルとなった場所が特定される 
・ 特定された場所がファンコミュニティにおいて共

有される 
・ 共有された情報を元に、巡礼行動が行われる 
 
上記のモデルが本事例によって明らかになったモデル

となる。上記のモデルから見ると、聖地巡礼行動の鍵

は「巡礼者が追体験したいこと（トリガー）」「ファ

ンコミュニティにおいての聖地の特定と共有」という

ことになる。逆に言えば双方の何方が欠けても、聖地

巡礼は行動に結びつかない。といえる。 
 
４．まとめ 
 今回はラブライブ！を事例として聖地巡礼に至るま

でのモデルの考察を行った。その結果、聖地巡礼行動

の鍵となるトリガーの推定、聖地情報の拡散、共有が

大きな意味を持っていることが明らかになった。本研

究は今後他の作品、事例においても同様のモデルの構

築、比較を行い、より精度の高いモデル構築を行いた

い。また今回、対象としたデータは Twitter のみであ

ったが他の SNS についても分析に取り組んでいきたい

と考える。今回、分析対象から外した物語空間への没

入トリガー要素については、先行研究として京都大学

の小山内が多く取り組んでいる。モデルの拡充と合わ

せ引き続き取り組みたい。 
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伝統的地名に含まれる情報を活用した地場野菜ブランドの構築 
―三河島・緑川・伯仲を例に― 

Using the information included in the place names for construction of local vegetable brands 
Case of Mikawashima, Midorikawa and Hakuchu 

 
宇田川 大介

1 

Daisuke UDAGAWA 
 

1 東洋大学大学院 国際地域学研究科 国際観光学専攻 Toyo University 
 

   Abstract   Japanese traditional place name was materialized from the geographical feature and the geology of the 
land. That is, Japanese traditional place name is “Individuality of the land”. It shows the information on the 
longtime land at the present. Japanese traditional vegetables are also the same elements because their cultivated 
by environment.This note is using the information included in the place name at Mikawashima,  Midorikawa and 
Hakuchu. 

 
   キーワード 地名情報, 地場野菜, 東京都荒川区, 栃木県栃木市, 地域ブランド 

 
１．はじめに 
日本の伝統的な地名はその土地古来の地形・

地質・ 

歴史などの情報を反映して成立している。す

なわち伝統的地名は「その土地の個性」である

という言い方ができる。 

そして、現在のように耕地整理や農地改良が

容易に行えなかった時代には、土地の地形・地

質を見極めたうえで栽培するものを決めていた

ことは想像に難くない。すなわち、古くからそ

の土地で栽培されていた地場野菜は、地名と同

様に「その土地の特質を表現しているもの」で

あり、「地名に含まれている情報を顕現するフ

ァクター」としての一面があると推測できる。 

本研究では、各地の地名と地場野菜を例に、

地名情報を地場野菜ブランドの構築に活用する

ための方策を東京都荒川区の三河島、栃木県栃

木市の緑川・伯仲を例に検討する。 

 
２．各地の事例 
 ここでは、各地の地名と地場野菜の事例を紹

介する。なお下記三か所を選択した理由として、

農村の文脈を持ちつつも既に完全に都市化した

地区と、現在も農村コミュニティを保ち続けて

いる地区とで対比が行えると判断したためであ

る。 

なお、三地区のうち栃木市にあたる緑川と伯

仲は隣接する地域である。 

 

（1）三河島 
  三河島は東京都荒川区の中心に位置する地区

であり、現在の住所では荒川区荒川とその周辺

にあたる。令制下においては武蔵国豊島郡三河

島村にあたり、その地名の由来として下記のよ

うな説1がある。 

① 徳川家康が江戸入りした際、三河（現：

愛知県東部）から連れてきた家臣に当地を知行

したことから 

 ② 長禄年間（1457年-1460年）に木戸三河守

という人物の屋敷があったことから 

 ③古利根川・中川・荒川の三つの河川によっ

て形成された島であることから 

 この三説のうち、①は徳川家康の江戸入り以

前である天文10年（1593年）に成立した『北条

氏所領役帳』に当地が「三河ヶ島」の形で登場

するため疑問視されている。さらに、②の説も

当時の史料がないことから疑問視されており、

現在は③の説が最も有力視されている。 
また、①と③を融合させた「古利根川・中

川・荒川の三つの河川によって形成された島で

あることから「三川島」と名付けられ、後に徳

川家康が三河から連れてきた家臣のうち、ここ

に入ったものがそれを記念し「三河」をかぶせ

て「三河島」と表記するようになった」という

説も存在する2。 

 この③の説に関連するものとして、三河島を

はじめ荒川区の近辺を指す「峡田(はけた)」とい

う地名がある。これは「王子・西ヶ原（東京都

北区）からみてハケ（低地）にあたる地区」こ

とに由来するとされており3、③の説のような地

形を指す地名として関連がみられる。 
また、荒川区内では区立第一～第九峡田小学

校の名前にも使われており、その校章には三河

島菜がデザインされている。 
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しかし、その三河島は 1968（昭和 43）年に住

居表示の実施により現在の「荒川」や「西日暮

里」の一部になった。 
改名の理由として「荒川区の中心地であるこ

とから区名に準拠した」とも「国鉄常磐線三河

島事故や住宅密集地などでイメージが悪化した

ため」とも言われているが、本来的な理由は明

らかになっていない。  
 そして、三河島には三河島菜という地場野菜

が存在していた。これはアブラナ科の野菜で、

江戸期から漬け菜として有名であった。 

しかし、その後の三河島および荒川区内の急

速な宅地化によって耕地がなくなり、また大ぶ

りな三河島菜は小ぶりな白菜に比べ流通に不利

であったこともその衰退に拍車をかけ、昭和の

はじめころまでに栽培されなくなってしまった。 

 こうして完全に幻の野菜となってしまったか

と思われた三河島菜であったが、近年宮城県仙

台市内で栽培されていた「仙台芭蕉菜」が三河

島菜と同一品種であることが解り、その種を荒

川区内の小学校での総合学習に活用することな

どの取り組みがみられる。 

 「三河島」という地名そのものの成立と、そ

して三河島菜の栽培適地としての歴史は小字名

からも読み取ることができる（表14）。蓮田・大

豆田は植生や古くからの土地利用を思わせ、二

ノ坪・釜ヶ坪といった古代の条里制の名残と思

われる地名もあり、また条里制由来の地名に

「えぐれてくいこんだ地形」を指す言葉が残っ

ていることから古くから荒川をはじめとする河

川作用を受けていた土地であることが伺える。 
表 1  三 河 島 の 小 字 名  

（ 明 治 4 4 年 当 時 ・ 一 部 抜 粋 ） 

字 名 よ み 地 名 語 義 の 類 推

蓮 田 はすだ 

「ハス」は「斜」で「傾斜

地」、あるいはそのまま「ハ

ス田」の意か。 

木ノ本 きのもと 

「キ」は「割れ目」または

「鋭く尖った」で「割れ目ま

たは尖った地形の付近」の意

か。 

花ノ木 はなのき 

「ハナ」は「突き出た丘」、

「キ」は「場所」を指し「端

が崖になっている所」の意。 

村ノ内 むらのうち 
集落（この場合三河島）の中

心地を指す。 

大豆田 だいずだ 大豆の植生によるものか。 

釜ヶ坪 かまがつぼ 

「カマ」は「えぐれて食いこ

んだ（地形）」、「坪」は古

代の条里制の区画を表す

「坪」に由来か。 

荒木田 あらきだ 
「アラキ」は「新しく開墾し

たところ」の意で「（沼地

を）新しく開墾した農地」

か。 

二ノ坪 にのつぼ 

釜ヶ坪と同様に古代の条里制

の区画を表す「坪」に由来

か。条里区画をナンバリング

した地名の一つが残ったもの

と思われる。 

織 戸 おりと 

「オリ」は「下り」の意で

「ト」は場所、「下りた所」

で「低地」の意。 

菅 沼 すがぬま 
「スガ」は「砂地」で「砂地

の沼」の意。 

また、この中でも小字名でいう荒木田界隈は粘

土質で重く、通気・排水性に劣るが有機質を多

量に含み保水・保肥性を含む土が採れ、地名を

とって「荒木田土」と呼ばれた。現在では荒木

田以外で採っても同等の土質を持つものならば

「荒木田（土）」と呼ばれ、園芸などの世界で

は固有名詞となる程の知名度を有している。 

 
（2）緑川 
 緑川は栃木県栃木市の旧藤岡町のうち部屋地

区にあたり、地区東部を巴波川（うずまがわ）

が流れる。ここは古くからタマネギの栽培に適

している土壌とされてきた（図 1）。 
また、緑川という地名そのものは「ミドリ」

が泥質をあらわす「ミドロ」の転訛で、巴波川

によって泥炭質の土壌が運ばれてくる様子を指

したものと思われる。実際に同地の対岸で部屋

地区の中心にあたる部屋のボーリング調査では

腐植質を含むシルトの層が何層にもわたって存

在することが解っている。 

図 1 緑川の湿田 
 
（3）伯仲 
伯仲は栃木県栃木市のうち、旧大平町にあた

り、そのうち南地区（旧水代村5）にあたる。古

くは戸恒（とづね：地区中部）と兵庫新田6（ひ
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ょうごしんでん：地区西部）の二つに分かれて

いた。 
現在の伯仲という地名は明治期に入ってから

のもので、上記に村が合併することになった際

に新村名で揉めたため「勢力伯仲」から新たに

とられた。戸恒の由来は不詳であるが、近隣を

流れる永野川から少し離れたところにあたるた

め「外つ根」で「川の外側にある丘」つまり

「川の本流から離れたところにある自然堤防」

のような意味ではないかと推測される。兵庫新

田は渡辺兵庫真明という人物によって開墾され

たことから字の兵庫をもって村名となった。い

わゆる新田集落である。 
兵庫地区の真北にあるいすゞ自動車栃木工場

の敷地はかつて鬱蒼とした雑木林があり、「伯

仲山」と通称されていたという。 
伯仲を含む旧水代村にあたる地域はウリ科の

作物に適する土壌であると伝えられてきた。 

 

３．地場野菜および地名情報の活用 

これらの地名から読み取れる情報を、地域ブ

ランドの構築に活用するためにはどのような手

法が考えられるだろうか。都市化している三河

島と現在も農村コミュニティを保ち続けている

緑川・伯仲の例から活用策を講じてみたいと思

う。 

 

（1）三河島 

 現在三河島地区は住宅地と化し、往年の地名

が指していた地形・地質は不明瞭な状態になり、

三河島菜を栽培していた農地やその名残は見当

たらない。しかし、現状はこれらのファクター

は現地には存在していないものの、地名や土地

条件図などといった地名やそれに付随する資料

は数多く残されている。 

この状態はすなわち地域の魅力が消失したの

ではなく、現地において地名やそれに付随する

情報を復元することで埋没してしまった地域の

魅力を再び現地に顕現させることができると思

われる。 

具体的な例としては、（表1）にもみられる条

里制の区画に由来すると思しき地名や、荒木田

土発祥の地であること、植生に関する地名と地

形やその高低を指す地名の情報、およびそれら

の地名を擁する三河島で栽培されてきた三河島

菜を活用した「農村のファクター」を三河島の

街づくりに活用することで地域ブランドの構築

に寄与できる可能性がある。 

活用策としては、三河島には既に農地がない

以上、ここで地場野菜の栽培等を通じて地域の

魅力を発露させることは難しいが、地域の個性

としてのそれらの情報を用いたまち歩きや、地

名に含まれる情報を用いた都市計画への活用な

どが活用策として見出される。 
 

（2）緑川・伯仲 
 緑川および伯仲においては地場野菜に関係の

あるような地質等をあらわす小字名は見られな

かった。 
しかし、同地には現在耕作放棄地が存在して

いることから、二地区のうち伯仲の耕作放棄地

を借り、ウリ科の植物であるキュウリの栽培試

験を行った（図 2）。 
図 2 栽培試験の様子 

 
栽培実験は 2014 年 3 月から 9 月の間、伯仲の

うち殿林（とのばやし）7で行った。その結果、

特に追肥等を行わずともキュウリを大量に収穫

することができ、地域に伝わっている「旧水代

村域はウリ科植物の栽培に向いている」という

情報は事実であることが確かめられた。 
また、同じく永野川沿いで隣接する緑川とは

至近であるにもかかわらず、このように栽培適

地となっている作物が異なることから緑川・伯

仲をはじめこの近隣地区は現在、農業面では特

に名産品としての固有品種などは存在していな

いものの、それぞれの大字で異なった地域の魅

力を持っているのではないかとみられる。 
伯仲における栽培試験で耕作放棄地について

触れたが、2014 年現在緑川や伯仲では耕作放棄

地が見られるようになってきている。そのため、

活用策についてはこれらをかつて栽培されてき

た地場野菜や地名情報の見える場所として活用

することによって耕作放棄地問題の解決モデル

の構築や地域の魅力を発露する場所として活用

することが挙げられる。 
 
４．まとめ 
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ここまでで伝統的な地場野菜である三河島

菜と、その産地であった三河島およびウリ科

作物の栽培適地である伯仲、ユリ科のうちタ

マネギ等のネギ系統の作物の栽培に適してい

る緑川の三地区の地場野菜と地名に関して事

例研究を行った。 
その結果、現在都市化してしまった地区も

農村コミュニティを保ち続けている地区も地

名情報を活用した地域ブランドの構築を図る

ことによって農村としての土地利用をより深

く把握できることが判明し、そこから地場野

菜ブランドを構築することは有効であること

がわかった。 
今後の課題として、これらを実際に活用す

るにあたって密接な関係のある分野との提携

を通じて地域ブランド構築の実践を挙げたい。 
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自治体広報分野におけるオープンデータ推進 
 
 

印出井一美
1 

Kazumi INDEI 
 

1 千代田区政策経営部広報広聴課 Chiyoda City Policy Management Dept. Public Relations Division 
 

要旨   欧米から始まったオープンデータの.動きは，我が国においても政府，自治体と普及し始めて

いる．本稿では，オープンデータというムーズメントの意義を再確認するとともに，自治体におけ

る推進の動向を概観し，千代田区の広報分野におけるオープンデータの取り組みを事例として紹介

する． 
 
   キーワード 自治体広報,オープンデータ 

 
１．はじめに 
オープンデータのムーブメントは，欧米で提唱され，

2012年には政府IT総合戦略本部が「電子行政オープン

データ戦略」を策定するなど，近年，我が国において

普及し始めている．政令指定都市や先進的都市など一

部地方自治体でも推進の動きが広がっている．一方で，

多くの地方自治体では，オープンデータ「推進の意義」

や「推進手法」について十分理解が深まっていないと

いう状況も見受けられる．特に東京都内の自治体に目

立った動きみられない．千代田区及び東京23区連携に

おける推進に向けた取り組み，特に広報分野における

事例を紹介し，今後の自治体におけるオープンデータ

推進の意義や今後の普及について考える． 

 
２．オープンデータの意義 
オープンデータとは，営利目的も含め，二次利用が

可能な利用ルールで公開された機械判読に適したデー

タ形式のデータ(1)をいう．なお，オープンデータの

射程は，公共部門が保有するデータに限らない．ただ

し，①多くの公共データが税金で作成されていること

②公共データの「公開」は，国民の知る権利の定着や

情報公開制度で進んできたが，「二次利用」や「機械

判読可能性」という視点では，十分な対応がとられて

いないことなどから．公共部門のデータを主な射程と

していると理解されている． 
オープンデータを推進する意義は，目的を問わずに

利用・再利用を可能とすることによって，「新たな価

値を創出していこう」というものである．新たな価値

とは，「経済の活性化、新事業の創出」「官民協働に

よる公共サービスの実現」「行政の透明性・信頼性の

向上 」等である． 
特に，自治体においては，「ヒト・モノ・カネ」が

限られる中で，経営資源としての「情報」の価値が増

大している．こうした「情報」のポテンシャルを活用

し，多様化し変容する住民ニーズに対応するために，

オープンデータ活用への期待が高まっている． 
 
３．地方自治体のオープンデータ推進動向 

地方自治体においては，横浜市や千葉市などの政令

指定都市や鯖江市，会津若松市などが，「都市のポテ

ンシャル」，「首長のリーダーシップ」，「行政内外

のキーパースンの求心力」などにより．先進自治体と

して，データの整備・公開，利活用に向けた取り組み

が進んでいる． 
また，本年，総務省が定めた「電子自治体を加速す

るための 10 の指針」の中で，オープンデータが一つ

の柱として位置付けられ，今後，多くの自治体が取り

組みを具体化させるものと考えられる． 
しかし，自治体のオープンデータの意義や推進の手

法について理解が深まらなかったり，成果が見えにか

ったりすることから，本来トップランナーであるべき

東京 23 区などの動きが鈍いという状況もある．意

義・目的や推進手法について理解されないまま，成り

行きで取り組まれると，「為にするオープンデータ」

にもなりかねない． 
 
４．千代田区におけるオープンデータの経緯 
(1) 地域 SNS とオープンデータ 

千代田区は，2005 年に総務省の「ICT 住民参画事

業」に取り組んだ．これは，地域でソーシャルメディ

アを活用し，官民が情報を共有して地域コミュニティ

参画，地方行政参画の推進を目指したものである．住

民と地域，区政が情報を共有し，地域コミュニティの

活性化等「新たな価値」の創造を目指そうという意味

では，オープンデータの指向と軌を一にする．この取

り組みでは，防災，安全・安心，グルメなどの情報を

地図に落とし込むというコミュニティの中で，官民で

データを作成し，整理し．可視化をしようとようとい

う動きがみられた．アプリケーションほど汎用性があ

る価値は生まれなかったが，当時の地域ソーシャルメ

ディアの研究者や実務家の一部が，現在オープンデー

タに関わっているのも偶然ではないと思われる． 
地域ソーシャルメディアに関わっていた研究者がオ

ープンデータの研究に取り組んでいることを知った発

表者は，2011 年特別区電算課長会において「自治体

とオープンデータ」というテーマで，国際大学の庄司



 

27 

 

昌彦氏を招き，講演を企画した．当時．「オープンデ

ータ」といわゆる「情報公開」との違いも十分認識さ

れないなか，欧米の具体的な事例を交えて紹介する庄

司氏の講演に，これからの自治体情報化の新たな視点

として，多くの課長が認識を新たにしたが，各区にお

ける具体的な取り組みにまでは至らなかった． 
 
(2) 情報化指針の検討とオープンデータ 
政府のオープンデータ戦略が策定された 2012 年，

発表者は千代田区 IT 推進課長に在職中で，区の「情

報化指針」見直しの準備をしていた．見直しにあたっ

て，「自治体の経営資源が限られる中で，いかに情報

を資源として活用していくが重要」という，元佐賀県

CIO 川島宏一氏（公共コミュニケーション代表取締役）

に共感し，総務省の地域情報化アドバイザーとして，

同氏を千代田区に招いた．これからの情報化を担う若

手・中堅の職員を対象に 2 回にわたり，講演・意見交

換を行った．これは，区の情報化計画などの策定を担

う情報化推進委員会（関係課長で構成）のもとに概ね

入庁 10 年以内の職員による作業部会を作成し，彼ら

の人材育成も念頭に実施したものである． 
我が国のオープンデータ研究・推進の先駆者である

川島氏の講演内容は，部会員にとって大変刺激的なも

のであり，オープンデータの可能性についての共感の

声が上がった．一方で．これまであまりかかわりのな

かった公共データの「二次利用」に関しては，若手の

彼らからも，二次利用による「第三者の権利利益侵害

の可能性」や，「二次利用情報の正確性の確保」など

に関して若干の違和感が示された． 
これらと並行して，部会員は日本マイクロソフト社

を訪れ，同社のクラウドプラットフォー”Windows 
Azure”のオープンデータへの活用などについてレクチ

ャーを受け，システム的な展開について学んだ． 
また、発表者は 2013 年２月のオープンデータデイ

Tokyo に参加した。千代田区のデータを囲んで、アイ

デアソンが実施され「子育て」や「地域の魅力」など

のアプリや wiki に関するアイデアが展開された．し

かし、これはイベントに特化したオープンデータであ

り，継続的なオープンデータとはなっていなかった． 
このように、作業部会での研究やイベント参加など

に取り組んできたが、千代田区のオープンデータ推進

の指針として形にすることができないまま，発表者は，

広報広聴課長に異動した． 
 
（3）広報とオープンデータ 

2013 年４月に広報部門に異動した発表者は，オー

プンデータと広報の親和性を感じていた．自治体広報

においても，媒体の基軸は，広報紙からウェブサイト

そして，アプリケーションへ動きつつあり，その中で

オープンデータによる展開が期待されている。具体的

には広報紙をオープンデータ化することにより，コン

テンツ配信の最適化や他の自治体コンテンツとのマッ

シュアップが想定される． 
また、オープンデータには市民と行政、市民と市民

がデータを創り，共有し，知恵を出して課題を可視化

したり、その解決に資する工夫を凝らしたりという面

もある．これは，広報に包含される「広聴」とも軌を

一にするものである． 
区議会においても，こうした視点から，「オープン

ガバメント」に向けたオープンデータの推進や，具体

的な取り組みとして千葉市における「ちばレポ」の研

究などを提案する質問が出されようになった． 
 
５．千代田区におけるオープンデータ推進の方

向性 
上記のような経緯を経て，現在，千代田区における

オープンデータ推進の方針を検討しているところであ

る，しかし，オープンデータの意義に関する各部の理

解を深め，データの実態を把握したうえで方針を策定

することには相当の時間がかかることから，当面は

「区公式ウェブサイトの利用規約の見直し」というア

プローチでオープンデータ推進を図ることとした． 

既に国各省庁ガイドラインに基づき，国省庁では，

オープンデータを踏まえ公式ウェブサイトの利用規約

の見直しを進めている．千代田区においても，オープ

ンデータの配信先としての公式ウェブサイトの利用規

約の見直しとコンテンツの洗い出しということから作

業を始め，平成27年から一部見直しを実施する予定で

ある．ただし，国省庁と異なり地方自治体においては，

単純に二次利用者の法的責任と割り切れない面もあり，

一部コンテンツについては，ライセンスの制限も検討

が必要ではないかという課題がある． 

こうした利用規約の見直しと並行して，データポー

タルやより二次利用しやすいデータ形式の推進などに

取り組んでいく．  

 
６．東京２３区連携による研究 
自治体におけるオープンデータは特定の自治体だけ

が推進しても，市がメリットを享受しにくい．自治体

間のデータ比較やマッシュアップによるアプリケーシ

ョンなどへの期待が大きい．また，オープンデータ実

施の技術的なことと，利活用が一体的に検討される必

要がある．そこで，東京２３区では，主にシステム部

門を所管する電算課長会と，主に広報広聴的な利活用

を所管する広報広聴課長会が合同で研究会を行ってい

る．これにより，自治体連携による推進とシステムと

利活用一体になった展開が期待されるところである． 
 
参考文献 

1) オープンデータ推進コンソーシアム（2014）：『オープ

ンデータガイド』． 
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   Abstract   熊本県菊池市では2014年10月10日よりオープンデータの公開を開始している。近年大きな注

目を集めるオープンデータだが、九州では取り組む自治体が少なく、熊本県では初めての取り組みと

なった。世界最先端IT国家創造宣言にも記載され、内閣に設置された自治体普及作業部会での検討が

進む中だが、一方で今後の先行きは不透明であり、意義を見出せない自治体も多い。本報告では菊池

市の事例を通して、「オープン」であることが単なる利便性を超え、地域経営上の各ステークホルダ

ーに対するメッセージとして、有効に機能する可能性を検討する。 
 
   キーワード オープンデータ, 地域経営, 菊池市, 地域おこし協力隊 

 
１．菊池市について 
 菊池市は、熊本県の北部に位置し、歴史的には南北

朝時代に南朝方を貫いた菊池一族の根拠地である。肥

沃な平野が広がり、古代より人々が住み着き豊後や筑

後と交流しながら発展して来た。一方で現代の菊池は、

農畜産業を主産業とする熊本県内随一の農業地域であ

る。また昭和２９年に掘削に成功した温泉により、県

内有数の温泉地ともなったが、他市の例に漏れず中心

市街地に見られた商業集積地の疲弊と温泉観光街の衰

退は著しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 菊池市の位置 

出所：筆者作成 

 そのような状況の中で、所謂「地域づくり」活動も

様々に展開されているが、最近では学校と地域の連携

による「域学連携」活動が盛んである。筆者は、社会

人大学院生として域学連携の活動等に関与する中で、

現在は「地域おこし協力隊」として菊池市に移住、勤

務している。 

 

１. オープンデータと地方自治体 
（1）政府レベルの動向 

 オープンデータとは一般に「行政などが保有するデー

タを、機械判読可能な形式で、二次利用を認めるライ

センスを付与して公開すること」と言える。欧州では、

2003年「PSI利活用に関する指令」に端を発し、アメリ

カでは2009年オバマ大統領が「Transparency and Open 

Government」と題する覚え書きに署名、オープンガバ

メントを推進する道具として大きな広がりを見せてい

る。国内では、2012年IT戦略本部により「電子行政オ

ープンデータ戦略」が策定され、2013年6月「世界最先

端IT国家創造宣言（以降、IT宣言）」が閣議決定、同

年同月G8サミットにて「オープンデータ憲章」に批准

している。より具体的には、2013年6月「電子行政オー

プンデータ推進のためのロードマップ」を定め、同年

10月「日本のオープンデータ憲章アクションプラン」

が定められた。 

（2）地方自治体レベルの動向 

 このような政府レベルの動きは、一方で先進的な地

方自治体の取り組みに触発されたものだった。鯖江市

や横浜市などの取り組みがそれにあたるが、現在オー

プンデータを公開する自治体は、平成26年12月19日現

在79自治体（県を含む）と、十分に普及しているとは

言い難い状況にある。また西日本、特に九州での取り

組みが低調と言える。 

 
図２ 日本のオープンデータ都市マップ 

出所：<http://fukuno.jig.jp/2014/opendatajp> 

 このような中で2014年6月IT宣言が改訂され、地方公

人口：50,588人 

世帯数：18,453世帯 

（平成26年4月末日）
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共団体の取り組みの促進が明記された。これを受け、

同年7月より自治体作業普及部会が開催、現在「自治体

オープンデータ推進ガイドライン」の策定が進んでい

る（2014年12月公開予定）。 

 

２. 菊池市における取り組み 
（1）協力隊でも始めることが出来たオープンデータ 

 菊池市における取り組みは、これまで当市の地域づ

くり活動に参加する中で、多様なステークホルダー間

の情報共有の難しさを感じていた筆者が、地域おこし

協力隊として勤務することに端を発している。平成26

年8月先進地の鯖江市を訪れ、情報統括官の牧田泰一氏、

jig.jpの福野泰介氏と出会う中で、そのスキームのシ

ンプルさ（データ＋CC BY=オープンデータ）、環境が

整備済みであること（LinkData等）、県内に先行する

自治体がないことを学び、帰庁後市長へ説明、取り組

みをスタートした。 

（2）庁内での検討とオープンデータの萌芽 

 具体的に庁内で検討を進めるにあたっては、情報統

計部門と協議を行った。鯖江市の取り組みを著名にし

た中に消火栓の位置データの公開がある。驚いたこと

に情報統計部門の職員T氏と話す中で、T氏が独自に一

部の消火栓の位置情報、写真をGoogleMaps上にマッピ

ングしていることが分かった。所属する消防団の点検

作業に利用する為とのことだったが、僅かな加工でオ

ープンデータとして利用可能なものだった。当市の場

合、T氏をはじめ幸いにも同部門の理解が得られたこと

により、以降業務の一環として取り組みが進められた。

結果、鯖江で示されたシンプルなスキームを念頭にし

たことに加え、同部門の努力によって市長説明から１

月半と極短期間での公開（10月10日）となった。 

（3）大学との連携と広報活動 

 前述したように当市では域学連携を推進している。

そこで、オープンデータの利用に関して、提携する熊

本学園大学の境章研究室に協力を持ち掛けたところ、

快く引き受けて頂くことになり、同研究室及び学生ボ

ランティアと当市で、オープンデータを利用したアプ

リケーション開発勉強会をスタートしている。オープ

ンデータの公開が県内初であったことや、大学との連

携という点も評価され、地元紙や地元経済紙などに取

り上げられている。 

（4）“オープン”さの波及への期待 

 公開から2ヶ月程度とまだまだ緒に就いたばかりでは

あるが、庁内での施策検討の際、作成されるデータを

オープンデータと出来ないのかとの話が出ることがあ

ると聞く。また地元NPOとの共同事業に際して、作成さ

れたデータをオープンデータとして公開しようという

検討も進んでおり、今後その“オープン”さが波及す

ることが期待される。 

 

３. メッセージとしてのオープンデータ 
 近年「地域経営」が重要視されているが、河井

(2007)は地域のガバナンスを「地域経営」と捉え、依

頼人としての市民と、代理人としての議会/行政、企業、

非営利集団との関係を整理した。その上で依頼人・代

理人間の情報の非対称生の問題に言及し、地域経営の

課題として情報の可視化と信頼の構築を挙げている。

本稿ではこの論に参考に、行政におけるオープンデー

タのメッセージ性について検討したい。その際、ここ

では以降必要となる「オープン」の定義を「市民（=依

頼人）に公開されること」とする。 

 電子行政オープンデータ戦略は、その意義として

「透明性・信頼性向上」「国民参加・官民共同推進」

「経済活性化・行政効率化」の3点を挙げる。この内3

点目はビッグデータの文脈でも語られるが、現状地方

自治体でその成果を実感出来たところは少ない。一方

前2点については一定の成果が伴いつつある。これは所

謂「ハッカソン」といった取り組みからも言えること

だが、筆者の実感として「オープン」であることが、

多様なステークホルダーの参加を促す際のメッセージ

として有効に機能するからである。この点は、当市の

取り組みにおいてコストの点を除けば即座に大筋の合

意を得ることが出来たことや、「オープン」であるこ

とを打ち出す中で各ステークホルダーとの連携が進ん

だことから来ている。しかし当市の例ばかりでは論拠

に弱く、仮説の域は出ない。だがその仮説で捉えれば、

データが市民に対して公開されて行くという前提が、

本来代理人として依頼人の利益に資するべき性格に働

き掛けていると考えることが出来る。 

 また、このことは今日まで行政においてオープンデ

ータの領域を担って来た情報公開、文書管理に対する

不信感の裏返しとも言えないか。つまり簡便なディス

クロージャーが行われず、資産とも言うべき文書が十

分に管理されて来なかった過去に対し「オープン」が

持つ透明性が、信頼感を産み、参加を促していると考

えられるのである。以上を整理すると図3となる。 

 
図３ オープンデータのメッセージ性 

出所：筆者作成 

４. 終わりに 
地方自治体、特に地方中小都市や町村ではスケール

メリットがなく、オープンデータの経済性や効率性は

感じ辛い。しかし一方で新たな参加、恊働の為の戦略

としては現状でも有効性が高く、話題性も含めて取り

組む価値は十分にある。その際重要なことは、シンプ

ルなスキームで、手早く行動することだと思われる。

“Keep it simple,stupid”という言葉があるが、今後

示されるガイドライン等に注目したい。 
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   Abstract   This paper shows drafting some case studies of OpenData activity for the public information paper 
of local government. OpenData activity is one of the important policies of the government. Above all, we 
think it is important for ‘Open Government’ and ‘e-Government’ of the local government to promote the 
OpenData activities. We study the method of creating OpenData for the public information papers more 
easily and effectively.  
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１．はじめに 
昨今，国や政府はオープンガバメントや市民参加型

行政を推進するため,オープンデータ政策を強化して

います。しかし，各自治体においてはそのメリットが

不明確で業務負担も少なくないことから，オープンデ

ータの取り組みに消極的な自治体が少なくありません。

一方，広報紙のオープンデータ化については，すでに

公開されオープンデータにする負担が小さいことから

一部の自治体で取り組みが始まっています。本研究に

おいては，広報紙をオープンデータ化し，「マイ広報

紙」として具体的なサービスを開発・提供することに

より，自治体や市民にどういうメリットがあるのか，

その業務はどういった手順で進めるのか，あらかじめ

留意しなければならないことは何か等，いくつかの自

治体での実証研究を通して得られた成果を事例として

発表します。 

 
２．オープンデータの意義と動向 
(1)意義と定義 
オープンデータの意義として，「電子行政オープン

データ戦略」（2012 年 7 月 4 日 高度情報通信ネット

ワーク社会推進戦略本部決定）において，「透明性・

信頼性の向上」，「国民参加・官民協働の推進」，

「経済の活性化・行政の効率化」の 3 点が挙げられて

います。中でも，自治体のオープンデータ推進の意義

としては，オープンデータを活用した官民協働による

公共サービスの向上と，それらサービス開発による地

域の経済発展に重点が置かれています。 
オープンデータとは一言で説明すると，「コンピュ

ータにおいて二次利用を可能にしたデータ」であり，

文書等で提供される行政開示情報や単にインターネッ

ト上で公開されたホームページ等の情報とは，その目

的や意義，形式を異にしています。一方，「電子行政

オープンデータ戦略」では，我が国における公共デー

タの活用の取組に当たり，①政府自ら積極的に公共デ

ータを公開すること，②機械判読可能な形式で公開す

ること，③営利目的，非営利目的を問わず活用を促進 
すること，④取組可能な公共データから速やかに公開

等の具体的な取組に着手し，成果を確実に蓄積してい

くこと，という４つの基本原則を掲げています。これ

を受けて作成された「電子行政オープンデータ推進の

ためのロードマップ」（2013 年 6 月 14 日 高度情報通

信ネットワーク社会推進戦略本部決定）では，「オー

プンデータ」について，「機械判読に適したデータ形

式のデータ」を「営利目的も含めた二次利用が可能な

利用ルールで公開」するとしています。 
 
(2)国と政府の主な動き 
日本政府においては，2012 年 7 月 4 日に高度情報

通信ネットワーク社会推進戦略本部で決定された「電

子行政オープンデータ戦略」を契機として，オープン

データに関する取組みが急速に進んでいます。2013
年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」や

「世界最先端 IT 国家創造宣言」においても，オープ

ンデータは重要な政策の一つとして取り上げられてい

ます。その後，内閣官房ＩＴ総合戦略本部を中心に，

総務省，経済産業省など各省庁において具体的な政策

化が開始しました。 
ＩＴ総合戦略本部では，2012 年 12 月より「電子行

政実務者会議」を開催し，オープンデータ利活用のル

ール・ライセンスに関する標準的な取り決めについて

検討した結果を，2014 年 4 月 1 日「政府標準利用規

約（第 1.0 版）」として発表しました。また，総務省

では，2014 年 7 月に「オープンデータガイド第 1 版」

を発表しました。 
 
(3)自治体での取り組み 
自治体においては，2012 年 7 月の「電子行政オー

プンデータ戦略」の決定前から，一部で先行的な取組

みが行われており，2014 年 8 月現在，9 県（全体の

19％）,35 市町（全体の 2％）において，保有する行

政データの一部をオープンデータとして公開していま

す。また，公開場所としては，その 8 割がホームペー

協 賛 
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ジを利用しています。 
しかしながら，多くの自治体においては未だオープン

データに対する理解不足や推進のための環境整備等が

整っているとは言えません。特に技術面での人材不足

により推進できない自治体が多くみられます。こうし

た背景から，総務省を中心に自治体におけるオープン

データ推進のためのガイドライン作りが始まっていま

す。 
 
３．広報紙オープンデータの期待効果 
(1)広報紙をより多くのチャネルへ同時に配信 
 広報紙は元来，紙媒体として配送等により市民に伝

えられる情報紙です。インターネットが普及した現代

においては，情報の入手手段はパソコンやスマートフ

ォン等が主流になりつつあります。広報紙もその作成

過程においては，電子データとしてデジタル化されて

おり，そのデータがインターネットを通じて様々な電

子媒体やメディアと共有できれば，広報としての配信

チャネルは格段に広がることが推測できます。また，

インターネットによる情報発信という手段は，紙面の

制約で伝えられなかった情報を伝えるということも同

時に実現しています。 
 
(2)パーソナル広報の実現 

広報紙は市民に等しく情報を伝えることが使命であ

る一方，読み手である市民の側からすると，個々に必

要のない情報も多々あり，結果として情報がすべてに

届いていない状況でもあります。こうした状況も広報

紙をオープンデータとして公開し，市民が必要な情報

のみを入手できる仕組みを介すことで，よりパーソナ

ルな情報発信が可能になります。本研究では，後述す

る「マイ広報紙」を開発し，個々の市民に必要な情報

のみを Web サイトのマイページやスマートフォンに発

信するサービスモデルの有用性について検証を行って

います。 
 
(3)広報紙データの二次利用の可能性 
広報紙データをオープンデータにする効果として，

そのデータの二次利用による広報紙の機能強化や付加

価値の創出が考えられます。例えば，広報紙のデータ

を翻訳アプリケーションに接続することで外国語対応

の広報が可能になったり，イベント情報をイベント管

理アプリケーションに送信することで，インターネッ

トによるイベント告知・来場者管理が可能となります。

こうした広報紙データの具体的な二次利用シーンは

様々考えられますが，問題はそのデータを利用したア

プリケーションを誰が作るか，その収益は誰がどうい

う名目で得るのか，と言ったビジネスモデルによると

ころが大きいと言えます。本研究においては，それら

のビジネスモデルを仮説化し，事業構築に必要な要素

を明確にしていきたいと考えています。 
 
４．「マイ広報紙」による実証研究 
(1)研究の概要 

平成 26 年 10 月より，自治体広報紙をオープンデー

タ化し，個人の属性等，事前に設定された情報をもと

に，その個人に特化した広報紙を WEB サイトやスマ

ートフォンに配信するインターネットサービス「マイ

広報紙」を試験的に開発し，東京都千代田区や神奈川

県厚木市等いくつかの自治体広報課の協力を得て検証

を行っています。本研究では，サービスの有用性だけ

でなく，事業モデルの検討やオープンデータを活用し

た広報業務のあり方等についても検証を行っています。 
 
(2)広報紙のオープンデータ化 
自治体広報紙の多くは PDF 形式等で公開されてい

ますが，オープンデータとして二次利用できるように

するには，EXCEL 形式や CSV 形式等標準フォーマッ

トが定義されたデータベースにする必要があります。

そこで本研究では，広報紙の PDF 原稿を各自治体の

広報担当者から入手し，各記事をその種別（イベント，

お知らせ，募集等）ごとに標準フォーマットを定義し，

同データベースに一旦登録した後に，世界的なオープ

ンデータサイト「CKAN」の日本版ポータル「Data 
For Japan」に公開するという作業を実施しています。 
 
(3)「マイ広報紙」への配信 
「マイ広報紙」の WEB サイトにおいて，ユーザは

個人の属性，例えば住んでいる地域，年代，性別，関

心のある分野等を事前に登録します。同属性をもとに，

オープンデータ化された広報紙記事データを抽出し，

その個人のマイページ或いは Twitter アカウントに表

示します。また，住んでいる地域以外の自治体広報紙

も入手が可能であり，例えば通勤地の自治体や旅行先

の地域の広報紙をも見ることができます。つまり，自

治体側からすると，そうした域外の人への情報発信も

可能となります。 
 
(4)広報効果の測定 
 「マイ広報紙」へのアクセス状況は，様々な効果測

定ツールを利用することで，どういう記事がどういう

属性の人にどれだけ読まれているか等，測定，分析が

可能となります。これらの分析結果は自治体広報のあ

り方を検証する上でもとても重要なデータと言えます。

つまり，これらの情報を広報業務にフィードバックし，

自治体広報効果の見える化や改善に寄与することが

「マイ広報紙」の重要な役割と言えます。 
 
(5)自治体への普及と事業化 
 「マイ広報紙」を持続可能なサービスとするために

は，将来的に事業化する必要があります。本研究では，

平成 27 年 3 月末までには約 30 以上の自治体での運用

検証を実施する予定であり，事業モデルについても併

行して検討しています。 
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１．はじめに 

日本広報学会では 2013 年 1 月、会員企業と専門家

との協働研究「新しいコーポレート・コミュニケーシ

ョンを考える会」(略称：新しいＣＣを考える会)を組

織し、2014 年 7 月から８月上旬にかけて主要企業 23

社を対象にしたインターナル・コミュニケーション

(IC)1 に関する企業ヒアリング調査を実施した。本稿

は調査内容及び第 1 次分析概要を説明する。また文献

調査を含む個別企業における取組事例に関しては、事

例交流・研究発表会当日に報告する。 

 

２．事例交流により抽出されたＩＣの潮流 

新しいＣＣを考える会では、2014 年 1 月～7 月まで

事例交流などにより次のような事実が紹介された。 

①グループ統合や経営計画、ＣＳＲなど経営に関わる

方針・情報の伝達のみならず、トップと従業員、従業

員相互の共感的連携や協働行動を促進する取組として

ＩＣが推進されている。 

②グループ法人対象の社内報やイントラネットの設定、

海外事業所との「グループ広報会議」の開催等を通じ

て、グローバルシナジーの基盤づくりも取り組まれて

いる。 

③企業内情報の電子化を通じたコミュニケーションの

効率化が図られる一方、職場のコミュニケーション環

境を考慮した仕組みの検討も行われている。 

④従業員をレピュテーション創造の主体と認識し、

「企業の外交官」としての役割が発揮できるような広

報部門がエンパワーメントを推進する企業もある。 

  

３．先行研究・報告書のレビューと調査 

次に調査チームでは、前項の事例交流から得られた

観察結果や経済広報センターの資料を含む参考文献、

さらに調査チームの業務知識をもとに調査項目の検討

を行うこととした。調査設計を行う際にとくに考慮し

たことは、従来の IC 調査の多くが広報部などの特定

部門が統括するメディア様式やその情報内容に偏って

おり、「広報部門」の「主として従業員」をターゲッ

トとした「印刷／電子メディア」調査であり、経営企

画、人事、総務、情報、ＣＳＲ、営業、海外事業、地

方(海外事業所)など各部門の IC 活動についてはほと

んど調査対象とされていないことであった。 

調査チームでは、ＩＣの担い手が複数のコーポレー

ト･スタッフによって担われていることは、世界経済

の「大変革」が進行する中でこれまでの市場競争パラ

要旨：日本広報学会調査チームが 2014 年 7～8 月に国内主要企業のインターナル・コミュニケーショ

ン(IC)の現状及び課題認識についてヒアリング調査した結果、社内報など伝統的なツールが共通して

採用されているものの、個別企業の経営課題に対応したな取組やツールの採用、情報表現の改善等で

あった。また事業のグローバル化に対応して、組織範囲の見直しや電子メディアを含むメディア活用

の再検討などであるが、今後マネジメントのグローバル化が進展するに伴い、伝統的な日本本社主導

型のＩＣ政策からどのように変容するのかが注目される。 
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ダイムが一新され、従来の日本型経営スタイルが大き

な転換を迫られているため(平野,2013)関係部門によ

る総力活動が展開されていることの反映であるとの仮

説を設定した。 

すなわちＭ＆Ａなどの事業リストラクチャリングや

グループ共通雇用政策への転換、またコンプライアン

スやＣＳＲへの取組強化など、グローバル経営の視点

に立った多様な政策が同時進行で行われている中、そ

れらがどの程度ＩＣ政策に反映されているのか、また

ＩＣ主管部門である広報部門長がどのような課題認識

を持っているのかについて調査することとした。 

対象企業は、グローバル経営を積極的に進めている

日本広報学会会員企業を中心に選択したが、業種バラ

ンスを考慮して一部非会員企業にも依頼した。調査方

法として当初は質問紙法も考慮したが、全社にわたる

ＩＣ領域をくまなくカバーするためには、莫大な調査

コストや調査対象企業の全社的支援を獲得しなくては

ならず、また問題把握もまだ十分にできていないとこ

から、広報部門を窓口にしつつ全社的なコミュニケー

ションがどのように行われているか、その「現状認識」

と「課題認識」をヒアリング調査を通じて捉えること

とした。 

 

４．企業ヒアリング調査概要 

□調査対象：グローバル経営を進めている国内主要企

業 30 社のうちヒアリングの了解が得られた 23 社を

対象とし、調査員が訪問して聴取した。 

□調査期間：2014 年 7 月 11 日～8 月 5 日(補足調査を

含めると 9月 1日まで実施) 

□質問項目の概要：現状把握①②③、課題把握④、今

後の方向性⑤ 

①広報部門等の業務 
－広報あるいは他部門で行っているＩＣ関連業務

の概要（広告、マーケティングを除く）、ＩＣ

のツール(メディア、場、その他)、ＩＣ関連業務

のランク付け 
②海外を含む広報担当部署とのコミュニケーション 

－グループ企業の発信メッセージの一貫性／多様

性を担保する制度、グループ企業の広報担当部

署との人事交流や統合研修等の内容 
③経営トップからの評価と関係性 
－トップのＩＣ活動に対する評価、経営トップとの

接触頻度／考え方の把握 
④現在広報部門が抱えるＩＣ上の課題 
－課題解決のための方策、過去の課題で解決した事

項とその解決方法・時期 
⑤今後ＩＣで必要になること(貴社に:限定せず)、今後

の IC を担う人材像                       

その他、必要に応じて「異文化、ダイバーシティ

の理解」「スタッフの語学力」「－ソーシャルメ

ディアへの現状の取り組み」「企業文化と広報の

関わり」「ブランド／レピュテーションと広報の

関わり」などを尋ねた。 
 
５．ヒアリング調査結果の概要 

5-1.ＩＣメディアの現状と課題 

企業がＩＣのツールとして認識しているメディアは、

以下のように多彩である。 

□印刷媒体 グループ報/社内報、技報、事業一覧表、

CSR レポート、理念冊子、社史など 

□電子媒体 イントラネット、メールマガジン、E メ

ール、社長ブログなど 

□映像媒体 ビデオ（配布）、デジタルサイネージ、

U-Stream、YouTube など 

□ＳＮＳ  フェイスブック、ツイッターなど 

□場の提供 トップ対話、各種イベント(企業スポー

ツ、スポーツ大会)、運動会、ＣＳＲダ

イアログ、社会貢献等ボランティア活動、

企業博物館など 

これらの多種多様なメディアは、企業全体の経営課

題との関係性が必ずしも明確ではない。今後、グロー

バル経営への転換が進行すると共に、事業に関わる時

間／空間軸の縮減が進行する 2 一方、事業主体の認

識・行動には時間／空間軸の拡大が要請されることか

ら、システム論の観点から整理したのが図表１である
3。 
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図表１ 企業グループの広報･コミュニケーション体系仮説 

時 間 戦略フレーム 主体例 ターゲット例 目的・目標例 経営手法/メディア例 

長 期 的 コ ミ ュ

ニケーション 

地球生態系 

｜ 

経済社会システム 

グループ

広報ＣＭ 

 

国際機関 

政府(政策) 

有識者･NGO

長期投資家 

社会的存在の継続確保 

未来ビジョンの共有 

連邦型経営、アライアンス経営、

オープンリソース 

理念の浸透 

将来目標への共感 

トップ対話、イメージ広告、博物

館･研修施設、ＣＳＲレポート 

中 期 的 コ ミ ュ

ニケーション 

市場システム 

｜ 

企業システム 

 

本社(統括

会社)ＣＭ 

マスコミ 

金融･株主 

取引先 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ社員 

企業理念の共有 

経営方針･実績の共有 

取引先連携会議、グループ広報

会議 

市場リスクの共有 

事実情報共有 

グループ広報メディア、資材調達

基準、統合レポート 

短 期 的 コ ミ ュ

ニケーション 

企業システム 

｜ 

個別経営システム 

 

部門長 

専門ＣＭ 

従業員 

消費者 

取引先 

地域住民 

行政(執行) 

競争優位性の確保 

安全･信頼の向上 

情報開示・顧客対話・営業販促、

商品広告・事業広報 

企業・事業情報の共有 

事業・商品の認知 

行動指針遵守 

商品広告･企業広報ツール、 

社内報･イントラネット、トップ対

話(ﾀｳﾝﾎｰﾙﾐｰﾃｨﾝｸﾞ) 

(注)ＧＫ：ゲートキーパー                                      清水正道作成 

 

各社ではグローバル化に対応して、日英中が主だが

多言語対応を行う企業もある。また在外拠点にはグル

ープ報の配布またはイントラネットの閲覧によって、

企業理念や経営方針、部門動向などの事業情報の共有

を図っているが、本社との情報格差はまだ大きい。言

語の制約というよりはグループ経営における在外拠点

の位置づけの違いによるものとも考えられるが、組織

間のネットワーク化により組織の境界が「内部と外部

を 画 然 と 分 節 す る 境 界 で は な く な る 」 ( 正

村,2008,p118)ために、情報整理・仕分けが困難になっ

ているためでもあろう。組織範囲をどのように設定す

べきか悩んでいるという回答も見られた。 

今後グローバル化がさらに進展する一方、ＣＳＲ等

への対応の強化等も要請されるなど、拡大する事業・

行動を効率的に進めていくためには、ＩＣの効果的な

統括･運用機能が求められると想定されるが、現段階

では経営企画､人事､総務､ＣＳＲなどコーポレート部

門との連携は一部企業に止まっている。 

また今回の調査では、一部企業を除いてＩＣツール

の情報内容に関する実態調査を行わなかったため、広

報メディアのコンテンツに関しては調査チームの見解

は提示できないが、コミュニケーション・メディアの

可視性と不可視性を考慮すべきであるという指摘は参

考にしたい(正村,2008,p164-165)。 

正村は、人間は相手の心の中にある情報についてお

互いに「わからない」以上、「個体的情報空間相互の

関係は不可知の領域をなしている」という理解を前提

として、「これまでコミュニケーションを情報の表

現・伝達・(能動的)理解のプロセスとして捉えてきた」

が、各メディアは「それぞれ特有の情報様式を備えて

おり、表現・伝達可能な情報と表現・伝達不能な情報

との構造的な篩い分けを行っている」と指摘している。

このことも踏まえて、組織間連携方策やメディア再編

策を検討すべきであろう。 

 

4-2.グループ間コミュニケーションの現状と課題 

多くの企業では社内・グループ内の事業動向や人材

把握のため「広報委員会」や「グループ広報会議」な

どの連絡･調整組織を設置しているが、その多くは

「連絡網」や「懇親会」の域を出ておらず、グループ

全体の広報・コミュニケーションの計画・調整を担う

ような「グローバル組織」を設置している企業はまだ

少ない。このため、現地法人の組織文化や経営情報ニ

ーズなどを踏まえた現地メディア発行企業も少なく、

多くが日本語版社内(グループ)報の一部情報の翻訳デ

ータを現地に送信して印刷するかイントラネットにア

GK

GK 
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ップするというレベルにある。 

ただし課題認識でグローバル化への対応が最も多く

提出されたことは改めて指摘しておきたい。異なる文

化・価値観を持つ海外従業員との関係において「経営

ビジョン・理念の浸透」｢情報の選択・加工｣「情報の

フィードバック・効果測定」などの多様な課題があげ

られており、ブランディングの観点からもこれらの課

題整理を行い、ＩＣ政策の方向性を統一することが求

められる。 

 

4-3.トップとの関係 

 トップとの関係を聴取したのは、経営課題とＩＣ活

動とのリンケージの度合いを推し量るためであった。

業務の面から見ても、ほとんどの企業がトップとは定

期協議を行う、あるいは直接コミュニケーションがで

きると回答している。また社内報やイントラネットな

どでトップ・メッセージを「定期的に発信する」とい

う方法を採用しているのが一般的である。  

また、一部の企業では、トップを「歩く企業シンボ

ル」として映像や記事で「報道する」ことや企業広告

にトップの人材像を掲載して企業ブランディングに取

り組んでいた。これは 1960 年代の高度成長期以来、

トップが広報資源として有力な存在であった歴史を反

映すると共に、企業情報環境が複雑化しているなかで

トップの発言・行動を企業メッセージの象徴として積

極的に露出する手法である(図表⒉)。 

その一方、ＩＣメディアへのトップの協力が後ろ向

きだという悩みも一部で聞かれたが、単にＩＣに対す

るトップの認識として捉えるべきだとは断定はできな

い。重要な課題の一つである〝挑戦と変革〟を継続的

に実施できる企業風土の醸成(産業編集センタ

ー,2011,p17)をどの部門に担わせるのかのトップの選

択結果でもあるからである。 

 

 

 

 

<図表２>企業広報活動の変遷 

 

<出典>一般財団法人経済広報センター「企業広報の基本」https://www.kkc.or.jp/plaza/basic/ 

 

一方、競争優位的な経営理念や中長期ビジョンを企

業が提示しても、それを一方的に伝達しただけでは従

業員は動かなくなっていることも確かである。このた

め、その理念やビジョンを社内に浸透させ、 組織の

モチベーションを向上させていくための関連部門との

協働計画やストーリーテリング(シェアリング)などの

新手法を検討していくことも必要であろう。 

 

4-4.ＩＣ人材像と能力要件 

 ＩＣ活動を担う人材イメージとして、「好奇心・情 

報感度」「幅広い知識」などの項目が多く、次いで
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「聴く力」や「人間としての魅力」など、抽象的な要

件があげられた。英語・中国語などの語学力をあげた

のは 1 社のみであった。この質問に対する回答はかな

り抽象的な表現が目立ち、能力要件という面で明確な

回答が得られとは言いがたい。 

これはそもそも、広報人材の能力要件が実務におい

ても学界においても十分に検討されてこなかったこと

がその背景にあると考えられる。2007 年から日本パ

ブリックリレーションズ協会によるＰＲプランナー資

格検定試験がスタートし、有資格者 1700 人を輩出し

たが、まだ十分な認知を得ているとは言えない。この

ことが企業内広報担当者のキャリア形成に確信をもた

らさないばかりでなく、企業が部門・グループの協働

行動を担う人材を得られていない可能性も示唆してい

る。 

 

4-5.電子メディア等の採用意向 

 ＩＣ担当者は「反応が確認できる」双方向コミュニ

ケーションは強い期待を持っており、ここ数年のソー

シャルメディアや情報機器としてのスマホの活用を検

討したいという意見は多い。しかし管理が難しいこと

などから、ほとんどの企業では外部向け情報発信のツ

ールとしては採用されつつあるものの、ＩＣツールの

活用はほとんどの企業が検討中の段階である。 

 ただし電子メディアは組織内外での利用障壁はない

ため、Facebook や YouTube で情報発信はＩＣツール

としても活用しうるため、一部の企業で利用されてい

る。 

 

５．今後の取組 

ここに記述したのは第 1 次調査結果の一部である。

日本広報学会では本調査結果を総括しつつ、引き続き

第 2 次調査研究に向けてテーマ設定から調査分析方法

までの検討を行っている。また本研究会は実践的な成

果を目指しているので、経営目的に対応したＩＣのあ

り方のみならず、企業ブランドやレピュテーション向

上に向けた新たなコーポレート・コミュニケーション

政策についても引き続き検討を行い、会員企業のみな

らず一般企業や行政組織等にもその成果を提供してい

くことにしている。また米国の関連学会での報告も予

定している。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
1 本稿では「PR・IR ミニ用語辞典」(日本ＰＲ協会,2014)を

参照し、インターナル・コミュニケーションを社内報の編

集・発行などの狭義の活動に限定せず、「職場の連帯感と相

互信頼」「社員への企業理念の浸透、共通認識と価値観の醸

成」「社員の活性化」「新しい体質と文化の創造」「社員の

声が経営トップに届くボトムアップ経営」などを含む広義の

活動として捉えている。 

 

2 アーリ『グローバルな複雑性』(法政大学出版局、2014)

及びスティンガー『新版グローバリゼーション』(岩波書店、

2010)を参照。 

 

3 松井一洋「インハウス広報(インターナル・コミュニケー

ション)の誤謬」広島経済大学研究論集,2009 年 3 月及び恩田

誠/清水正道「変容する経済･社会システムと環境コミュニケ

ーション」､「広報研究」2001 年 3 月を参照して作成。 
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事例発表及び研究発表 

【Ｂ１会場】 
 

 

13：10～14：50 
 

 

 

司会： 金井 茂樹 

 

 

 

 

 
9. 13:10～13:35 「自己ブランディングにおける「個」のコミュニケーションの可能性～   

@uyokyokusetu な人生とともに～」【事例】 
原田 紘子 -------------------------------------------------------------------------- 40 

10. 13:35～14:00 「子ども・若者の自己形成空間の再構築に関する研究－「ナラティヴ・カフ  
ェ」の実践からー」【研究】 
金子 満（鹿児島大学）・牟田 京子（鹿児島大学大学院）-----------------  42 

11. 14:00～14:25 「気候変動の地元学を通じたコミュニケーションの研究」【研究】 
    白井信雄（法政大学）                      --------------------------------------------  46 
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富田 誠（東海大学）                        ---------------------------------  50 
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自己ブランディングにおける「個」のコミュニケーションの可能性～

@uyokyokusetuな人生とともに～ 
Possibility of the Personal Communication inSelf Branding 

~With a Life @uyokyokyokusetu~ 
 
 

原田 紘子
 

Hiroko HARADA 
 
 

   Abstract 混沌としている情報社会の中で、あなたはどんな人なのか、私は何ができるのか、その

人を特徴づける「何か」、それがブランディングの源になります。今回はコミュニケーション

の社会背景をまず追いかけながら、私自身の事例を中心に「個」のコミュニケーションだから

できること、これからの可能性についてお話をいたします。 
 
   キーワード コミュニケーション, ブランディング, 印刷, SNS, 四半世紀少女 
 

 
１． はじめに 
1995年のWindows95の登場により、私達をとりまく

環境は大きく変化した。特に2000年前半からはブログ

の台頭、mixiからはじまったGREE、モバゲー、

Twitter、FacebookなどSNSコミュニティの乱立、そし

て今ではYoutuberなどに現れる、動画サービスの進化

など、「公共」という世界が限りなく広くなっている

ことを実感している。「個人」が情報発信ができる量

と質も様変わりし、複雑になっていることがよくわか

る。そんな複雑化している現代において、私は「個人」

による情報発信がブランディングを形成することに着

目し、過去に行ってきた企画【四半世紀少女】を事例

として紹介することで個のコミュニケーションのこれ

からの可能性について発表を行う。 

 
２．目的 
 企画【四半世紀少女】の活動結果から個のコミュニ

ケーションがもたらす成果を明らかにすること。 

 
３．内容 
 内容に入る前に、まずは簡単に自己紹介を済ませて

おきたい。発表する人となりがわからないことには、

私という「個人」がわからないからである。原田紘子、

1986年1月3日生まれ。神奈川県横須賀市出身、東海大

学文学部広報メディア学科卒業。大学卒業後は横浜の

総合印刷会社に営業で就職。アパレル、宝飾、美術系

の販促印刷物の営業およびプロデュースを行い、4年

で転職。現在はデジタルメディアマーケティング会社

にて営業およびプロデューサーとして修行している。 

 上記で話した内容は、なんの当たり障りのないただ

の自己紹介文である。今回、この場で話す内容はもう

少し深く切り込んだ内容になる。私は高校3年の頃に

「一期一会紆余曲折」という個人サイトを立ち上げた。

改めて見るととてつもなくダサいタイトルのサイト名

だが、当時は2003年で、まだ自分でHTMLを理解して

Webサイトを作成するという行為がメジャーではなく

マイノリティな人間だった。更新内容は自分が好きな

モノをコンテンツ化し、レビューするという本当によ

くあるサイトを運営していた。それも時が経ち、Web

サイトからブログへと自分のWeb上のホームは移行し、

さらには派生してTwitterではサイト名の紆余曲折を

拝借し「＠uyokyokusetu」というアカウントで今に至

るのである。 

 25歳の際、私は【四半世紀少女】という企画を行っ

た。企画を行った背景としては、25歳という年齢は歴

史的観点から見ても十分な社会的意義と価値があり、

それを公の場で発表することで「原田紘子」という存

在の証明を試みたのである。また、25歳より上の層の

方に対しては、自分が25歳の時は何をしていたのか振

り返るきっかけに。25歳より下の層の方に対しては、

歴史的価値のある25歳という年齢を大事にしてほしい

というインプットを行いたかった。あとは、単純に表

現をしたいという衝動を抑えきれなかったというのも

正直ある。 

具体的には、写真展の開催と写真集の作成を行った。

展示場所は個人に馴染みがある横浜。被写体は自分自

身。25歳の自分を一冊にまとめることで、どんな風に

見えるのかという写真集にした。 
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展示期間は社会人なので、年末の3日間を写真展の

日程にした。また、企画そのものを全体的に盛り上げ

るため、開催終了までTwitterアカウントの発行、運

営、Facebookページの運営、Togetterによるまとめな

ど、ひとりでも多くの人に【四半世紀少女】という単

語を印象づけるため、興味を持っていただくため、多

方面にタッチポイントを設けるよう試みた。 

開催するにあたり、人の協力は絶対だった。すべて

インターネット上で知り合った方々に協力いただいた。

自分の企画原案をブラッシュアップしてくれる人、コ

ピーライティングで彩りを添える人、レンズ越しに自

分の思いを写真に撮ってくれる人、写真集という印刷

物で体現をしてくれる人。それを受け取る人。自分を

基点とした様々なステークホルダーがオンライン、オ

フライン関係なく寄り集まった結果として3日間の開

催期間で来場者は92名。写真集は60冊売れた。個人の

企画にしてはある程度の来場があったと思う。 

 

  

４．成果 

企画を実施したことで得られた成果は主に２つにな

る。【個人というブランドの確立】と【公共の場で

「発信」することの責任】だ。 

私は、個人というブランドは自分の趣味・思考・出

身地などの育ってきた環境、関心、仕事に対するスキ

ルセットを寄り集めて形成されるものだと考える。こ

れらが組み合わさることにより、オリジナリティ溢れ

る「自分」が確立されるのである。私の場合「ソーシ

ャルメディア」「印刷」「紙」「メガネ」そしてなに

より四半世紀少女という考えをもった「思想」によっ

て、自分自身がどんな人間なのかを明確にすることが

できた。それは、企画として公共の場で発信し、第三

者に認識されることによって初めて明確にすることが

できた事実なのである。 

もうひとつは、公共の場で「発信」することの責任。

先にも上げたように写真展には100名弱の来場者があ

った。その場で様々な感想をいただいたが、開催して

2年経過した頃から、新しい変化が訪れた。第二の四

半世紀少女、四半世紀少年が現れたのである。 

当時20歳そこそこの後輩、年下の知り合いなどが実

際に25歳になった時、自ら「四半世紀少女（少年）」

を名乗り、活動するということがあった。ひとりは25

歳の1年間で撮りためた写真を1冊にすることで四半世

紀少女を名乗り、ひとりはWeb上で知り合った会いた

い25人と実際に会うことで四半世紀少年と名乗り始め

る。自分が想定していた枠組みを超えて、【四半世紀

少女】が進化をとげるその様は発信をしなければ絶対

にわからなかったことである。 

しかしその分、公共の場で発信するからには、誰か

の人生に影響を与えかねないという責任を持つべきな

のである。今回の例はいい方に転がった例ではあるが、

いつ何がきっかけで悪い方に転がるかはわからない。

だからこそ、発信物に対して恥ずかしくないものにす

るべきだと思うし、第三者に理解されるもの、価値を

与えるものでなければならないのである。 

 

５．おわりに 

今まで散々自分の事例に終始してしまったので、最

後に「個人」のこれからの可能性について話をしてお

きたい。 

 個というブランドは様々な要素の組み合わせの上で

成り立つが、個でコミュニケーションを行うのならば、

どこかしらのプラットフォームが必要だ。それはひと

つではなく、ふたつ、みっつと連携しながら広げてい

くべきだと考えている。今現在では、オンライン、オ

フライン含め様々な「場」が用意されており、本当に

多様な人間が多様なつながりを持つような時代になっ

た。その中で自分はここにいるという場を設けること

が、個のコミュニケーションをより深く、より面白く、

より発展的にしていくことができると私は信じて疑わ

ない。選ぶ基準は「自分にとって居心地がいいかどう

か」「自分に似ているような人はいるか」「特化した

スキルを伸ばしている場かどうか」の3点。「つなが

り」はこれからより複雑になるが、自分とつながる場

所はどこかをシンプルに整理することで、「個」とい

うブランドが確立され、未来につながるコミュニケー

ションができるのではないか。私はそう思うので、今

日もTwiterにFacebookにnoteにその他もろもろ、

@uyokyokusetuな人生を歩んでいる。 
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子ども・若者の自己形成空間の再構築に関する研究 
－「ナラティヴ・カフェ」の実践からー 

Study about reorganization in Children's and Young People's Self-Construction space 
 
 
 

金子 満
1
，牟田 京子

2 

Mitsuru KANEKO and Kyoko MUTA 
 

1 鹿児島大学 Kagoshima University 
2 鹿児島大学大学院 Graduate Schoo; of Education Kagoshima University 

 
   Abstract   “Children's and Young People's Self-Construction space” is changing at present. The 

"connection" in the community existed as the condition of Self-Construction space. But the system 
is paralyzed by a social change. It's said that they need the conversation which emphasized the 
“connection”. So "NARATIVU cafe" is advocated as a place by the new communication by this 
research. 

 
   キーワード 自己形成空間, ナラティヴカフェ, コミュニケーション 
 
１．はじめに 
 2014 年７月に長崎県佐世保で発生した「佐世保女子

高生殺害事件」は、日本のみならず世界各国に大きな

衝撃をもたらした。この事件に対し英国メディアは

「近年の日本で最も衝撃的な事件の一つ」と紹介して

おり、殺害方法の残忍性や動機の不可解さも相俟って

さまざまなメディアで大々的に取り上げられた。こう

した、子ども・若者が加害者として登場する事件がメ

ディアで取り上げられるたびに常に登場するのが、彼

らが自己を形成していくための社会的環境が悪化して

いるという指摘である。特に、近年におけるケイタイ

等に代表されるヴァーチャルネットワークの発達に伴

う若者コミュニケーションの変容や子育て世代におけ

る家庭の教育力の低下、ひいては地域共同体の弱体化

に伴う地域の教育力の低下など、子ども・若者を取り

巻く環境の悪化を問題視する「まなざし」は、より広

がりを見せているといってよい。こうした状況を教育

哲学者である高橋勝は、「子どもの『自己形成空間』

の衰弱化」という言葉で表現している。高橋によると

「自己形成空間」とは、「子どもが、さまざまな他

者・自然・事物と＜かかわりあう＞なかで徐々に形成

されてくる意味空間であり、相互に交流しあう舞台で

ある」とし、子どもの生活世界におけるさまざまな関

係性が寸断され教育的機能が「衰弱化」しているとし

た。こうした子どもが生活する場としての「自己形成

空間」の衰弱化により、子どもたち自身がより積極的

に異質なものをつなぎ合わせるための絶え間ない努力

と緊張をもたらしている点について、社会学者の土井

隆義が子どもたち同士における「優しい関係」という

言葉を用いて表現しており、自己認証や自己を肯定的

に捉えることが困難となった子どもたちの生きづらい

状況をさまざまな角度から分析している。 

これらの問題に対し、近年注目をあつめているのが

それぞれの生い立ちや人生経験を再ストーリー化し、

他者に語るというナラティヴ・アプローチである。本

研究では、このナラティヴ・アプローチを中心に据え

た子ども・若者のコミュニケーション空間の再構築に

関し、具体的な実践をとおしてその意義と可能性につ

いて明らかにする研究である。具体的な実践としては、

鹿児島市の市民活動団体である「モノづくり工房～響

～」が実施している「ナラティヴ・カフェ」に着目す

る。 

 

２． 子ども・若者変容論の展開 
教育社会学者である門脇厚司が 1995 年に出版した

「『異界』を生きる少年少女」（東洋館出版社）にお

いて、過去 20 年間における子ども・若者変容論を①ま

じめ志向から遊び志向へのシフト、②行動選択時にお

けるフィーリング重視、③電波メディアとの親和性、

④他者との接触や交流への回避、⑤自我や主体の確立

の未熟さの 5 つに集約できるとし、これらの言説が若

者を表層的にとらえるだけで、子らの変容が何に起因

するのか、人間形成の観点からいかなる課題があるの

かについての議論がなされていない点を指摘した。こ

れらの「まなざし」から、すでに 40 年以上が経過しよ

うとしている現在においても、いまだに存在している

ことがわかる。門脇は、現代における子ども・若者を

捉えるための視点として以下の3つを指摘した。 

①「生活世界」イメージの変質 

・生活における体験の変容から生じる共通感覚のズレ。 

②意味の拡散 

・記号である言葉に埋め込まれた意味の変容。 

③他者の喪失 

・他者の存在を認め、他者の個性を理解し、他者に感

情移入ができるような「他者」がいなくなった。 

すなわち、近年における子ども・若者を捉えるため
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には、世代や性別を超えた共有空間、共通空間の喪失
を前提とした研究的アプローチが必要となるのである。 
 
３．ナラティヴ・アプローチとは 
 ナラティヴとは、日本語で「物語」や「語り」を意

味する言葉として医療・看護、介護、ビジネス、社会

問題解決などさまざまな分野で使用されている語源で

あり、近年新たに生涯学習における成人学習理論とし

て注目を集めている。使用される領域においてこの言

葉の示す意味の違いが見られるが、荻野亮吾は、ナラ

ティヴを「語りや物語のことを指し、語る『行為』と、

語られた物語などの『行為の産物』の双方を同時に示

す概念」であるとした。その上で、生涯学習の分野に

おける新たな学習理論として、人々が議論や対話を行

ううえで語られる物語や語る行為そのものに、人々の

変化や成長に果たす役割があるとし、そのプロセスに

おけるアイデンティティ形成に着目している。本研究

においては、荻野亮吾や立田慶裕、末本誠によるナラ

ティヴ研究に学びながら、具体的な実践を分析するこ

とにする。特に、①語り手が自身の体験や経験を語る

際に起こる、物語の再構築のプロセスに着目し、②そ

の行為によって自らが学習するという変容的学習につ

いて明らかにし、③新たな子ども・若者の自己形成空

間への再構築の意義と可能性について考察を試みるこ

とにする。 
 

４．市民団体「モノづくり工房～響～」による
「ナラティヴ・カフェ」実践 
鹿児島市の市民活動団体である「モノづくり工房～

響～」は鹿児島市中央地区に、所在する社会教育施設

を軸として活動している。この団体は発表者である牟

田が2011年に設立し、対話を中心とした学びをベース

に置き、様々なまちづくり、地域づくり活動を実践し

ている。活動に関わる主な構成メンバーは青年期 （お

おむね18歳からおおむね30歳未満まで）の若者であり、

市民を巻き込んだ幅広い活動を展開している。この団

体では若者が主体となり、若者と地域の人々をつなぐ

架け橋となる「場づくり」を創出している。地域の

人々と若者が「教え・教えられる」という2分法的な関

係ではなく、年齢（世代）や肩書きを超え、フラット

な関係の中で対話をし、多様な価値観に気づき、相互

理解を深めるきっかけを創出するということが大切で

ある。この活動は、ゆっくりとではあるが、若者たち

の「優しい関係」を超え、自己省察や自己を肯定的に

捉えるきっかけを生み出している。実際の活動の内容

について触れてみたい。対話を創発するプログラムに

は手法が複数あるが、当該団体で採用しているワーク

ショップ手法を紹介する。①対話のプロセスを促進す

るワールドカフェ、②人々のコミットメントを引き出

し、主体的な話し合いを通して垣根を越えた問題解決

への取り組みを促すオープンスペーステクノロジー、

③テーマに対して拡散的にアイデアを出していくよう

なブレーンストーミング、④ブレーンストーミングな

どと組み合わせ発想を整序し、問題解決に結びつけて

いく ためのＫＪ法などは、まちづくり、教育、学びの

場など様々な場面で活用されている手法である。しか

し、『自己形成空間』に必要な自己省察や自己を肯定

的に捉えることは容易ではなく、個々の性格や今まで

のバックグラウンドによって変容までの期間が様々で

あり、『自己形成空間』としての場づくりとして、こ

れらの対話手法を用いるのは有効であっても、個々の

もつ基礎的能力にゆだねられている部分が多い。そこ

で、ワークショップをより効果的に行い『自己形成空

間』を生み出す新たな教育方法論として、ナラティ

ヴ・アプローチを採用したナラティヴ・カフェを考

案・提唱するものである。 

 
写真1.ワールドカフェの様子 

 
写真2. オープンスペーステクノロジーの様子 

 

写真3. ブレーンストーミング＋KJ法の様子 
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ナラティヴ・カフェの具体的取組として①1つのグルー

プを構成するメンバーは4～5名の少人数制である。②

その場で与えられたテーマに対し、3～5個で構成され

るライフヒストリーを章題として提示してもらう。③

グループ内で章題を1人7～10分で発表、対話し、フィ

ードバックを貰う。④グループ間で対話を経た後、自

己を見つめ直す時間を設ける。この①～④を1クールと

し、時間の許す範囲で、メンバーを入れ替えながら対

話し自己形成を生み出すきっかけとなる「省察」を生

み出すのである。この省察を生み出す仕掛けとして

「ナラティヴ・ファイル」という独自のコンテンツを

用いる。ナラティヴファイルは以下の3つの構成要素か

ら成る。 

①ライフヒストリーを語る語り手としての学び：自身

の体験や経験を整理・構築し、語ることで表現する。

テーマを持って３～５個のエピソードをあげ発表する

ことで、個人の中にあったバラバラな要素を再構成す

ることで、今まで見過ごされてきた過去を意識化する。 

 

②スキャホールディングの提供：ライフヒストリーの

聞き手から得られるフィードバック。自分のライフヒ

ストリーを発表後、参加者がお互いのアイデンティテ

ィ・経験をリソースとして、共有することで新たな気

づきや省察のチャンスを提供してもらう。 

 
③省察を可視化する：語りや共有を経た後、自分のラ

イフヒストリーに対する意味世界の変容や、気付きを

可視化することで改めて自身の立ち位置を理解するこ

とが出来る。 
このナラティヴ・ファイルは台紙式アルバムを活用し

たものであり、随所に対話したメンバーの顔写真や活

動風景を撮影した写真を納め、対話終了後は自宅へ持

ち帰ることができる。これにより、その場限りの省察

で終わるのではなく、視覚的に対話の場の雰囲気を再

度、想起できるのである。 

 

 

大学生Y君は、このような場を通し「こういった場（自

分の過去・現在・未来のことを話す場）を経験するこ

とで自分について改めての再認識をすることができま

した」と語りを通し、自分を見つめ直したことで捉え

られた自己について語り、大学生Ｋさんは対話を通し

「自分の今までを振り返り、考えてみると、自分の価

値観が狭かったことに気が付きました。」と、新たな

価値観を得たと語った。また、大学生Aさんは「心の底

では何か頑張ってみたい。何か人の役に立ちたい。と、

ずっと思っていました。参加したことで、自分を客観

的にみることができ、自分は人をサポートすることが

好きなのだ、と再認識することができました。今、努

力する中でぼんやりしていた考えが形になっていくと

共に、「自分」について知ることができました。」と、

より中核的な自己を見出していくことに繋がった。 

 
５． まとめ 
自己形成空間の変容を背景に、現代社会において子

ども・若者が自己の承認欲求を満たすことが困難にな

りつつある。彼らの自己の承認の手助けとなった国家

や地域社会、さらに同輩集団は、相対化されていく価

値観の中で島宇宙化してしまっており、それぞれが自

己責任のなかで自己を統一していかなければならない

という状況下にあるといってよい。先にも述べた子ど

も・若者に対する近年の「まなざし」にも明らかなよ

うに、大人たちは、彼らに対し、さまざまな「ズレ」

を感じながらも、教育という形で「揺らぎながら」導

かざるをえない状況にある。これらはいわば、自分を

ごく自然な形で客観化したり省察したりする「場」が
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にわかに消滅の危機にあることを示している。そして、

さまざまな社会への失望や違和感を意識・無意識の中

で感じた子どもや若者が自分たちが癒される「居場所」

探しを始める。今求められているのは、彼らが自身の

存在と自己の承認欲求を満たすことができる「場」の

再構築である。その際、重要になるのが自己のこれま

での生きざまやさまざまな思考を空間的に歴史的に統

合していくための実践の再構築であると考える。その

一つの手法として今回のナラティヴ・カフェに着目し

た。 

今回の実践では、ナラティヴ・カフェによって自己

の体験や考え方を対話という形で再ストーリー化する

ことによって、参加者たちの思考と行動様式にさまざ

まな変化が生じたことが明らかとなった。まさに自身

の体験や思考を語るという行為により、自分自身の考

えに変容をもたらすとともに、またその対話を聞いた

他者もまた自分の行動を変容させる様子が伺えた。今

後、ナラティヴ・カフェが自己形成空間の再構築を行

うための場として広がっていくことが望まれる。特に、

これらの方法は福祉やケアの場での登場だけでなく、

日常的な社会活動の場面において、まさに子ども・若

者が社会において豊かに「育ち、育つ」環境の醸成と

いう生涯学習の場において活用されていくべきである

と考える。 
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気候変動の地元学を通じたコミュニケーションの研究 

A Study of Communication through Gimoto-gaku of Cliamate Change 
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   Abstract   The educational program to share information of the regional impacts of climate change，and to 
discuss both mitigation and adaptation, was developed and conducted on trial. As a result, the 70 cases of 
regional impacts were collected. And the workshop improved residents' awareness of both mitigation and 
adaptation. It is expected that the educational program named “Gimoto-gaku of climate change” will be 
conducted in various areas in Japan. 
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１．はじめに 
気象庁（2012）1)が示しているように，世界の年平均

気温は100 年あたり0.68℃の割合で上昇し，日本の年平

均気温は100 年あたり1.15℃の割合で上昇している. 特

に日本では1980年代後半から急速に気温が上昇し，顕著

な高温を記録した年は1990年代以降に集中している．ま

た，日本の日降水量100mm 以上の大雨の年間日数，およ

び200mm 以上の大雨の年間日数は増加傾向が明瞭に現れ

ている．気象庁（2012）1)は，日本で高温となる年の頻

出は，数年あるいは数十年程度の時間規模で繰り返され

る自然変動があるとしても，二酸化炭素等の温室効果ガ

スの増加に伴う地球温暖化に起因することを記している．

このことは，豪雨についても同様である可能性が高い．

つまり，地球温暖化に起因する気候変動の影響は，将来

における地球規模の影響ではなく，現在の地域の足元で

発生している． 

これまで，地球温暖化は，地球規模で発生することか

ら，自らの居住する地域あるいは生活者自身の問題とし

て捉えにくい問題であった．廃棄物問題への取組みや身

近な環境保全等と比較して，地球温暖化は地域の取組課

題となりにくく，地域住民の主体的な取組みを引き出し

にくい面があった． 

しかし，気候変動の地域への影響を地域住民が実感し，

それと地球温暖化を結びつけることで，地球温暖化を自

ら被害を受ける問題，あるいは自らを守るために取り組

むべき課題として捉えることができ，地球温暖化に対す

る地域住民の主体的な意識・行動を引き出す可能性があ

る． 

また，地球温暖化に起因する気候変動への対策は，従来

より，温室効果ガスの排出削減を図る緩和を中心に進め

られてきた．しかし，環境省（2012）2）に記述されたよう

に，緩和を最大限に実施したとしても，気候変動の進行

は不可避であり，緩和の最大限の実行に加えて，安全・

安心の確保という観点から適応の導入が必要である．適

応とは，回避できない気候変動の影響（例えば，水災害

の深刻化，猛暑による農業被害，熱中症や感染症の増加，

自然生態系の変化等）に対する対策である．適応につい

ては，東京都や埼玉県，長野県等の先行地域が地域への

気候変動の影響を評価し，適応の基本方針等を検討して

いるが，政策的な位置付けや実践が十分に行われてきた

わけでない. 現在，2015年の夏に，適応の国家計画が閣

議決定される予定であり，それに合わせて，各省庁や地

域での取組みが離陸段階にある．こうした中，一般住民

においても行政による公助を待つだけでなく，自助や互

助による適応への取組みが期待されるところである．適

応の認知度が低い状況にあるなか，気候変動の影響実感

を高めることが，適応の普及を促すことも可能になると

考えられる． 

本研究では，気候変動の影響実感を入口とし，緩和と

適応の2つの取組みへの意識を高めるための気候変動学

習プログラムの開発と全国各地への普及を目的として，

地域主体と連携したプログラム開発と試行，効果測定ま

でを一貫して行うこととした． 

本研究で開発したプログラムは，気候変動の地域への

影響を住民が調べ，気候変動と地域あるいは自分との関

わりを学ぶ“気づき”を重視する．この点は水俣等で提

唱・実践されてきた“地元学”の方法と哲学に通じるこ

とから，本研究では一連の学習プログラムを「気候変動

の地元学」と呼ぶことにする． 
 
２．研究の視点と方法 
(1) 既存研究 
白井・馬場・田中（2014）3)は，長野県飯田市の住民

アンケート調査により，気候変動の影響実感の状況，気
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候変動の影響実感と緩和・適応に関する意識・行動の規
定関係，緩和優先タイプと適応優先タイプを分ける要因
を分析した．この結果，①飯田市の住民は，ここの 10
年間程度の変化として，気温（夏の高温化等），冬の降
雪の変化，夏の健康被害，局地的な豪雨・風水害等を強
く実感していること，②気候変動に関する認知・行動モ
デルを作成した結果，気候変動の影響実感は適応行動の
実施度を規定しているのみならず，危機認知等を高める
ことにより，間接的には緩和行動の実施度を規定してい
ること，等を明らかにした． 
この結果は，気候変動問題と地域住民の間には距離感

があるが，気候変動の影響は全国各地で進行しており，
そうした影響を住民が実感することで，より緩和・適応
行動を促すことができることを裏づけた点で重要である． 
さらに，気候変動の影響実感を入口とした気候変動の

学習・普及啓発については，浜田・陸（2011）4) が報告
している長野県環境保全研究所の市民参加型モニタリン
グが参考になる．市民参加型モニタリングは，サクラの
開花やセミの鳴き声，生息する生物等の気候変動の影響
を市民に報告してもらう仕組みである．同研究所の市民
参加型モニタリングでは，専門的な NPO と連携して影
響データを収集するコースと広く一般市民の参加を得て，
気候変動への意識を高めてもらう普及啓発コースが試行
されている．この普及啓発コースの市民参加型モニタリ
ングを単なる観察に終わらせずに，観察行為を通じて気
候変動の影響実感を高め，緩和・適応行動を高めるよう
な機会とするべく，学習啓発プログラムを開発すること
が考えられる． 
 
(2) 研究の方法 
環境先進地である長野県飯田市をフィールドとして，

飯田市の環境モデル都市推進課，公民館，地域ぐるみ環
境 ISO 研究会，特定非営利活動法人いいだ自然エネルギ
ーネット山法師，おひさま進歩エネルギー株式会社，長
野県環境保全研究所の担当者をメンバーとする研究会を
設置し，2013 年度の 1 年間をかけて，協働で「気候変動
の影響実感を入口とし，緩和と適応の 2 つの取組みへの
意識を高めるための気候変動学習プログラム」の検討を
行った．  
上記の結果を踏まえ，本研究は①気候変動の影響事例

アンケート調査の試行，②①の調査結果の報告とワーク
ショップの試行，③ワークショップまでの参加者に対す
る試行前後の意識調査による効果測定という 3 段階で実
施した．影響調べの方法を表 1 に，ワークショップの方
法を表 2，効果測定のための意識調査を表 3 に示す． 
 影響調べにおいては，取り上げた影響事例の１つひと
つについて，「影響事例のタイトル」を記入したうえで，
その「影響の概要」等と「記入者日」，「記入者氏名」，
「情報源」，を回答してもらった．この際，「影響の原
因となっている社会・経済面等の要因」については，特
に次のような説明を行った． 

「気候変動の影響は，気温や降水といった気候条件の変
化だけでなく，人間側の社会経済的な要因によっても発
生します．例えば，高齢者の熱中症患者が増えていると
いう指摘もありますが，これは高齢者単独で暮らす人が
増え，近隣関係が希薄になって，隣近所で見守らなくな
っていること，また高齢者の単独世帯に対する熱中症予

防対策が遅れていることが，社会経済的な要因として考
えられます．取り上げた気候変動の影響事例について，
気候変動以外の社会的経済的な要因として考えられるも
のを，具体的に記入してください．」 

気候変動の影響が，気候条件のみならず，社会経済的な要
因によって規定されるという点は，白井・田中ら（2014）5)

に示した考え方である．適応策を，気候変動の被害に対処
する対症療法的な短絡的な対策に留めずに，社会経済の弱
さを根本的に治療する社会変革的な対策として展開するう
えで，この社会経済的な要因に踏み込んだ学習が重要であ
る． 
 

表 1 影響事例調べの調査概要 

調査対象 飯田市内の環境リーダー層 
調査時期 2014 年 5 月～6 月 
調査方法 研究会メンバーを介した調査票の郵送あ

るいはインターネットによる配布・回収

回収数 66 名から 98 事例の回答 
調査項目 影響事例のタイトル，概要，影響の分

野，影響が現れ始めた時期，影響の発生

場所，影響の原因となっている気候の変

化，影響の原因となっている社会・経済

面等の要因，影響に対して，既にとられ

ている対策，さらにとるべき対策 
 
表 2 影響事例調べを基にしたワークショップ概要 

参加対象 影響事例調べの参加した方のうち希望者

実施時期 2014 年 7 月 29 日（火）14：00～17：00 
参加者数 26 名 
実施方法 1．影響事例調査の報告 

2．将来影響の予測データ等の紹介 
3．グループワーク（5 班） 
(1)影響事例の整理結果に追加したいこ

と（影響事例，社会経済的要因，対策

等） 
(2)特に重点的に取組むべき３つの対策

（適応策）（影響が深刻で，かつ実施

が不十分な対策） 
(3)適応策と緩和策に対する行政予算配

分の比率（例：●対●）とそのように

予算を配分する理由（3 つ） 
 

 表 3 試行結果の効果測定のための意識調査 

調査対象 ワークショップ参加者 
実施時期 影響事例の調査への回答前とワークショ

ップへの実施後の 2 時点 
回収数 12 名 
調査項目 基本属性（性別・年齢・居住地） 

1．地球温暖化に関する見方・考え方 
2．緩和策の必要性 
3．適応策の必要性 
4．緩和策及び適応策の実施意図 
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３．研究の結果 
(1) 影響事例調べの回答結果 

回答者一人当たりの回答事例は回答が得られた影響

事例98であり，同一の回答を統合すると影響事例数は

73であった．一人当たりの回答は1つあるいは2つであ

っても，比較的に重複した回答は少なく，共有するこ

とで多くの影響事例を抽出することができた．回答さ

れた影響事例について，原因となっている気候変化で

は，「夏の高温化・猛暑の増加」が46％ともっとも高

く，次いで「冬の気温上昇」17％，「降水量の増加・

豪雨の増加」18％，「冬の積雪の変化」5％という結

果であった． 

また，影響分野では，「農業」28％，「生活・暮ら

し」23％，「健康」16％，「水災害」14％，「自然生

態系」10％であった．多様な分野での影響が回答され

た． 
 
(2) 影響事例調べの結果の報告 

影響事例調べの結果は，地図と年表にまとめたほか，

影響分野毎に整理して，ワークショップで報告した．

地図と年表の結果は，気候変動の影響というネガティ

ブな情報が公表され，過剰な反応を得ることを避ける

ため，ここでは掲載しない．ワークショップにおいて

も，あくまで今回の調査結果であり，学習の材料であ

ること，今後さらに情報の信憑性についての精査が必

要であると説明し，スライド投影のみにより，説明を

行った． 

 分野別の影響事例の整理例を表3，表4に示す．この

表に示すように，気候変動の影響を顕在化させている

要因として，気候変化だけでなく，社会経済的な要因

の回答が得られている． 

 
(3) ワークショップの結果 
 5 つの班によって，個性的な結果が発表された．重

点的に取り組むべき適応策では，農業の収量の低下，

子供が暑さ慣れしていない事への対策，山崩れ等が共

通してあげられたが，自然に詳しい人材が多かった班

では，野生生物の変化や鳥獣害について，さらにモニ

タリングによる調査が必要という点が強調された．ま

た，住民の意識を高めることを強調する班もあれば，

リンゴの被害では品種を変え，魅力的な加工品づくり

も図り，地域の付加価値をあげていくというような戦

略な方向性を示す班もあった． 
 適応策と緩和策に対する行政予算配分の比率では，

「どちらも手が抜けない」，「両立が必要」，「当面

は適応であるが長期的には緩和で元を断つ」というよ

うに優劣をつけない考え方を発表する班があった．一

方，「適応 7：緩和 3」とした班では，「現在起きて

いる問題をまず解決する」や「適応策は検討段階が多

いので，お金がかかる」という理由が示さえた．「適

応 3：緩和 7」3 票，「適応 4：緩和 6」1 票，「適応

6：緩和 4」1 票というように，班の中での多数決を行

った結果を発表した班もあった． 

表 4 影響事例調べの整理結果例１（水災害分野） 

原

因
影響事例 社会経済的な要因 対策（適応策） 

降

水

量

の

増

加

・

豪

雨

の

増

加

道路側溝

の排水能

力が不足

し，排水

滞留 

●市街地化の進行，農地の

宅地化 
●土地利用計画のあいまい

さ 
●財源不足 

●排水路の改築 
●森林の保水力の強化 
●降雨量，排水能力量の調

査 
●からんだゴミの除去 
●土のうで対応 

河川が氾

濫し，道

路，農地

が崩落し

て，生活

に支障 
 
山間地の

豪雨によ

り道路が

寸断 

●高齢化，若者不足による

家，地域での日常的な点

検，修繕ができない 
●工事業者の人手不足等

による修理の遅延 
●交通インフラ老朽化 
●森林の手入れ不十分 
●行財政予算に余裕がな

く，新しい対策がとれない 
●農地，山林の開発による

雨水の貯留機能の低下 

●集落等での点検 
●地元業者の確保 
●予算の確保，公共事業へ

の投資 
●避難場所の設置又は周知

の徹底 
●河川等の設計に当たって雨

量強度の見直し 
●貯水施設の設置 
●住民への早期避難勧告の

実施 
●自治振興センターの防災無

線を傍受し，その指示に従っ

て行動 
 

表 5 影響事例調べの整理結果例２（農業分野） 

原

因
影響事例 社会経済的な要因 対策（適応策） 

夏

の

高

温

化

・

猛

暑

の

増

加

胴割れが

出来るよ

うになり

米の品質

低下 

●コメ農家が高齢化してお

り，収穫期の人手不足等で

品質が低下 

●出稲期を遅くするために田

植えを遅らせる 

●刈取，脱穀の時期を早める

●お米の品種改良 

リンゴの

着色の遅

れ・悪化

による価

格下落 

●花摘み時期が早くなり,負

担が大きくなっているが，

家族等の手伝いが難しい 

●農産物の品質向上が求

められている 

●猛暑だけでなく小雨で水

不足になり，水管理が徹底

されない 

●品種の変更，着色しやすい

品種の導入 

●着色促進の農薬散布 

●耕作地をより高いところに

移転 

●農作物に対する水，健康管

理の徹底 

●適期収穫 

 
(4)参加者の意識変化 
 影響事例調べの回答前とワークショップの実施後の

気候変動の影響及び緩和策と適応策に関する考え方の

回答の集計結果を図 1 に示す．回答は 6 段階の選択と

しており，各意識項目について，「全くその通りだ」

が 6，「全くその通りでない」が 1 という得点になっ

ている．この結果，ワークショップまでの実施によっ

て，将来の影響や緩和策及び適応策の実施必要性や自

分自身の実施意向が高まった．適応策の考え方は，本

ワークショップにおいて初めて学習機会を得たもので

あり，このプログラムが適応策の学習において有効で

あることを確認できた．そして，適応策を中心とした

ワークショップを行ったにも関わらず，適応策のみな

らず，緩和策についても同程度の学習効果があがって
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いることが重要である．気候変動の地域への影響を入

口として，緩和と適応の学習を一体的に行うことの有

効性を示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 実施前後の参加者の意識変化（平均値） 

 
なお，近年の気候変動の影響への意識については得

点の大きな増加は見られない．これは現在の地域の影

響について，影響事例の共有が不十分であったという

よりも，影響事例を共有したとしたとしてもその影響

が深刻ではないと解釈されたためだとも考えられる．

しかし，将来影響の程度については得点の大きな増加

がみられた．これは将来影響の予測データ等の紹介を

したことの効果が大きかったためとも考えられるが，

気候変動の現在の影響事例が多方面にわたることを共

有した結果，それぞれが将来深刻化するとした大変だ

と受けとめられた可能性がある．気候変動の現在の地

域への影響事例を共有することが将来の影響認識を高

めるうえで効果的である． 
 
４．まとめ 
 本研究では，気候変動の地域への影響事例を共有し，

緩和策と適応策の議論を行うという学習プログラムを

開発し，長野県飯田市において，その試行までを実施

した．この結果は次の通りである． 
(1)気候変動の影響事例は回答者一人当たりは 1～2 に

過ぎないが，共有すると 70 を超える影響事例とな

った．地域住民の認知する影響事例を集め，共有す

る作業は，影響事例の多面的な全体像を把握するう

えで有効である． 
(2)気候変動の影響を顕在化させる社会経済的要因を考え，

地域づくりに踏み込んだ適応策を具体化することが重要

であるが，影響調べにおいて社会経済的要因についても

回答を得ることができた．社会経済的要因に踏み込んで

適応策を捉えることで，工学的あるいは農学的な技術対

策に留まらない，適応策の幅や奥行きを得ることができ，

適応策の住民学習を促すうえで有効である． 
(3)気候変動の影響調べの結果をもとにワークショップを行

った結果，気候変動の将来影響の深刻さへの意識が高ま

り，適応策及び緩和策ともに必要性認知及び実施意図の

向上が確認できた．適応策という新しい取組についても

この方法での学習が可能であることを示したこと，さら

に適応策と緩和策を一体として学習することで従来の緩

和策についてもさらなる学習効果があることを示したこ

とに意義がある． 
 
おわりに 
 本研究における試行は，「気候変動の地元学」として構

想する学習プログラムの一部を，１つの地域で実施したも

のに過ぎない．また，今回の試行は，地域のリーダ層を中

心的な対象としたものである． 
今後は，全国各地の地球温暖化防止活動推進員の研修や

一般住民向けの学習においても活用可能なように，プログ

ラムの改良を図ることが課題となる．特に，「気候変動の

地元学」を地域をあげたイベントとして実施し，地域住民

の意識を高めるような学習的広報の仕掛けを具体化したい． 
 また，影響調べによって抽出された影響事例を，専門家

が精査し，さらに科学的な知見を付加することで，地域住

民が主導する適応の行動計画の策定や，地方自治体におけ

る適応計画の検討に活用していくことが考えられる． 
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   Abstract   This research aims development of a methods for real time documentation:RTD and Graphic 
Facilitaiton:GF using cloud services for non-exparts. I hold a two types workshop for non-expert. The first type 
is RTD using the way called “Issue Mapping”  The second type is GF using the way called “Mapping 
Template”. This paper compares the RTD and GF methods and revealed effects and problems. 
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１．はじめに 
 近年、大人数で対話や合意形成を目指すホールシス

テムアプローチや、オープンイノベーションなどのア

イディア協創の場が増えている。これらの対話のプロ

セスや協創の成果をその場で可視化し共有する一手法

としてリアルタイムドキュメンテーション（以下RTD）

やグラフィックファシリテーション（以下GF）がある。 

 原田(2009)らによるとRTDは「イベントやワークシ

ョップ（以下WS）などにおいて出来事をその場で記

録・表現しながら参加者にフィードバックし、その出

来事の終了とともに保存・公開用に編集されたメディ

アとして参加者に提供する情報デザイン活動である」
*1と述べられている。川角ら(2012)によるとGFとは、

「グループ討論作業においてホワイトボードや模造紙

等に参加者の発言や論点をグラフィカルに図解し、 

比較的短時間で効率的な議論を行う技法」と述べられ

ている。*2 

 本研究では、RTDは記録者は議論に参加せずに視覚

化のみおこない、GFは議論の参加者全員が視覚化に携

わるものとし、クラウドサービスを用いたRTDとGFの

手法の構築をおこない、WSを通して検証した効果と課

題を報告をする。 

１．会話のみの議論における課題 
本研究にあたり、視覚化を実施しない会話のみの議論

にはどのような課題が生じているかを明らかにするた

め、60 名程度の被験者にあるテーマに対して会話のみ

でディスカッションしてもらった。その後、どのよう

な課題が見られるかポストイットで書き出して整理し

たものが以下の図である。（図 1） 

コミュニケ

ーション 

話始めるのが難しい。個の意見の量に差があ

る。声の大きな人が話をしすぎる。話がコロコ

ロ変わる。みんなが意見を言いにくい。気遣い

の度合いがわからない。 

議論の展開 体系的に進められない。司会がいないと議論が

進められない。意見が偏り、展開が単純にな

る。主題から話が逸れすぎる。キーワードの広

がりがない。ありきたりな話に同意しすぎる。

話すタイミングが難しい 

理解と記憶 最初の方で議論されたことが記憶できていな

い。発言についていけない。人数が多いと伝え

づらい。他者の意見を聞いているうちに自分の

意見を忘れてしまう。 

図 1.発話のみの議論における課題 

 
２．クラウドサービスと親和図法を用いた RTD
手法-「イシューマッピング」の開発 
 このような課題を視覚化によって解決する手法が

1970 年代からアメリカの住民参加の WS や非営利組織

の会議などで試されてきた。Sibett によると、視覚化

の効果は「1.参加者意識を向上させられる。２.全体

の関係性が把握できる。３.記憶が共有化される、4.

属人性が消せる。」と述べられている。*3 

 筆者は学生との研究チームと政府の有識者会議にお

いて新しい視覚化の手法を半年間にわたって検討し、

クラウドサービスを用いた RTD の手法を構築した。こ

の手法は、Google Drive の Google Slide 等のクラウ

ドサービスを用い、オンライン接続された一つのノー

トに複数人の記録者がアクセスして同時編集するもの

である。 

 視覚化のプロセスは、1.発言の概要を短いセンテン

スにまとめ、それを繰り返す。2.発言のキーワードを

見つけ出す 3.キーワード間の関係性をマッピングし親

和図法的にセンテンスをレイアウトしなおす。以上の

三つの過程に分けられる。これを筆者はイシューマッ
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ピングと呼んでいる。イシューマッピングはテキスト

化とキーワード抽出・マッピングの担当を分けて実施

することが望ましい。 

3.イシューマッピングを用いた RTDWS 
 このイシューマッピングを

RTD を経験したことのない未

熟達者 15 名を対象に、WS 形

式で実施した。この WS はウ

ェブ上で公開されているラジ

オ番組の音声（3 者による約

30 分の会話）を聞きながら、

前述のイシューマッピングの

手法を用いて視覚化するもの

である。 

 実施後にヒアリングをおこ

ないメリットや課題について整理した。本手法を用い

ることで、未熟達者でも視覚化ができた反面、会話の

スピードについていくことが困難な人が多く、特にタ

イピングやクラウドサー

ビスに不慣れな人は視覚

化が困難であった。 

 以上のことから記録者

が即時に会話視覚化する

場合は、ある程度の訓練

を要する可能性が高いこ

とがわかった。 

 
メリッ

ト 

手書きに比べ発話内容のテキスト化が容易 

複数人が協力して視覚化するので客観性が担保できる 

後で編集が可能である 

PDF やパワーポイントなどのデータ化が容易 

課題 タイピングが不慣れだとテキスト化が間に合わない 

サービスや手法になれるための訓練が必要。 

WiFi や PC などのハードウェア環境を要する 

手書きによる図化が困難 

図 5 クラウドサービスを用いた RTD のメリット及び課題 

 

４．議論を誘発し体系化を促すためのグラフィ
ックファシリテーション手法- マッピングテンプ
レートの開発 
 次に、議論に参加する人が全員でクラウドサービス

を用いて記録・視覚化する手法について述べる。 

クラウドサービスは参加者全員が一つのデータにアク

セスできるために GF との相性が良いと考えられる。 

 視覚化の手法は、議論すべきことや決定すべき事項

を事前に記載したテンプレートや、様々な「問い」を

複数書き込んだテンプレートに、全員が書き込むこと

でおこなう。このようにすることで、議論を誘発しつ

つも体系化を期待できる。私たちはこれを“マッピン

グテンプレート”と呼んでいる。 

5.マッピングテンプレートを用いた GFWS 
 これらのテンプレートを用いある企業において 4 人

の小規模な WS を開催した。テーマは「受けてみたい

社内勉強会」とし、会話のみのアイディア会議をした

のちに、クラウドサービスを用いて議論を進めた。 

 ヒアリングの結果、アイディア創発や議論の体系化、

記録性に優れていることが評価された。また、企画会

議などの自由討議の場合は、本来議論すべき議題では

なく敢えて“逸脱”したテーマを複数仕込むことで、

より独創的な議論へと誘導できるというアイディアも

指摘された。 
 
6．まとめと今後の展開 

  

クラウドサービスを用いた RTD や GF は、イシュー

マッピングやマッピングパターンなどの手法を用いる

ことで、未熟達者でも実施しやすいことがわかった。 

 一方、RTD の場合は、会話のスピードに視覚化がつ

いていくことが難しいことが多く、タイピングやソフ

トウェアの慣れのための訓練を要することがわかった。 

 GF の場合は、言葉のみによる議論の課題を克服し、

マッピングテンプレートなどを用意することにより、

創発的でスムーズな議論を進められることがわかった。  

今後はワークショップなどを通したトレーニングの手

法の開発に加え、議論の内容に応じたマッピングテン

プレートの開発などをおこなっていきたい。 

 また、視覚化をおこなう者の学習効果についても、

特筆すべきだろう。峰本(2013)によるとグラフィック

ファシリテーションの学習効果が指摘されており*4、

筆者の実施した被験者 60 人に対する WS においても、

「視覚化することで内容の理解が深まったか」という

問いに対しては 73%が「深まった」もしくは「とても

深まった」と回答している。これらの効果を用いた新

たな学習方法の構築も期待される。 
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図 3 WS の様子。ペアで視

覚化する 

図 4 グループで作成された RTD

図 6 参加者全員でアイディアを同

時に書き出すテンプレート 

図 7 アイディア出しの際に用いる

テンプレート 
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公共コミュニケーション学会（PRAS）事例交流・研究発表大会 
危機管理広報事例研究会「公金不正流用」事例 

 
 

南條 隆彦
1 

 
1 公共コミュニケーション学会危機管理広報事例研究会 

 
 

 本事例研究では、組織における、より的確な危機管理広報活動に資するため、S県S市において実

際に発生した公金不正流用で職員が懲戒処分となった事例の経緯及び結果について、その組織内部

における諸活動からマスコミ対応までを分析し、課題点や解決策等を追究しようとするものである。 

 

キーワード 公共コミュニケーション, 論文集 , 日本語 , 危機管理広報 ,  事例研究   
 
１．事件の背景 
 事件の舞台となった S 市は、S 県中部の人口 10 万人

の地方自治体である。市南部に東名 IC、空港、西部に

は新東名 IC、中心部には国道 1 号線（東海道）が走り、

東西方向の交通の便は良い。一方、市中心を南北に流

れる一級河川上流には、アジアではじめて人気アニメ

キャラクタの実物大 SL を走らせる鉄道を擁するなど

観光資源の豊富な山間地域への南北ルートは、狭隘な

川の両岸道路のみであり、このルート整備が課題とな

っている。 
 この道路整備を促進するため、S 市をはじめ、周辺

の 6 市町は連絡道路整備促進期成同盟会（以下「同盟

会」）を結成、その事務局を S 市が受け持ち、当該職

員は経理を担当していたものである。 
 なお、S 市では、前年 5 月の市長選挙で、新市長が

就任。その 9 ヶ月後に事件が発生している。 
  
２．経緯 
(1)  事件の顛末 
 不正流用は、定期監査が行われることから発覚した。 
 1 月 30 日、直接の上司である課長補佐（兼係長）が、

年 1 回行われる定期監査のために、当該職員に同盟会

会計の通帳の提示を求めたところ、前年 5 月に 23 万円、

同年 9 月に 19 万円の計 42 万円を私的に流用したこと

を認めた。 
 手口は、同盟会から発送する通知文書に公印を押印

する際に、密かに通帳からの払戻請求書にも公印を押

印し引き出していたもの。 
 引き出した金は、別居している実父の生活費に充て

ていたという。 
 報告を受けた課長補佐は、数日後（この間対応策を

考慮していたとみられる）、上司の課長に報告。課長

は、報告を受けた日中に、上司の部長、副市長を通じ

て市長に報告している。 
 
(2) 市上層部の対応 
 報告を受け、市上層部は、2 月 7 日、副市長を委員

長とする懲戒処分等審査委員会を開催し、当該職員に

対し、懲戒免職処分を決定、市長に決裁を仰いでいる。 
 なお、所管部長は訓告、所管課長及び課長補佐は戒

告処分となっている。 
  
(3) 記者会見の設定 
 処分決定後、職員の処分を所管する総務部人事課か

ら企画部広報課に、副市長による記者会見を開催した

い旨連絡があり、協議した結果 2 月 14 日 11 時を開催

日時に設定、S 市記者クラブ加入の報道各社にプレス

リリースを行った。 
  
(4) 記者会見の内容 
〔出席者〕副市長、総務部長（人事担当）、所管部長

（上司）、所管課課長（上司） 
〔報道側〕記者クラブ所属社（地元紙 2 社、全国紙 3
社、地元テレビ 5 社）、クラブ所属外社 2 社 
〔次第〕副市長以下、深礼。副市長から概要説明と市

長コメント代読（市長は出張で不在）の形で陳謝（所

要 10 分）。記者側から質疑応答（30 分）。なお、閉

会後も、各社個別に、総務部長、上司の部課長に質問

があった（15 分）。 
〔質疑応答要旨〕 
Q. 処分は適正か。 
A. 人事院「懲戒処分の指針」に準じており適正と考え

る。 
Q. （総務部長に対して）掲示告訴しない理由は。 
A. 全額返済している。懲戒処分で、社会的制裁は十分

と考える。 
Q. （所管部長に対して）刑事告訴しないのは甘いので

は。 
A. 懲戒免職は重い処分。経済的にも苦しい状況となる

と思う（同情的なニュアンスで）。 
Q. （同情的なニュアンスを受けて）市民から見て、身

内に甘いと言われないか。 
A. 罰としては十分と考える。 
Q.通帳から簡単に引き出せるようになっているのか。 
A.通帳は当該職員、印鑑は課長の管理だったが、決裁

文書に押印すると見せかけて、払戻請求書に押印して
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引き出していた。 
Q.なぜ課長は気がつかなかったのか。 
A.（所管課長）決裁文書を見ただけで、実際に押印す

るところを見ていなかった。以後、気をつける。 
Q.なぜ、流用したのか。公務員なのに金に困っていた

のか。 
A.一人暮らしの実父が入院し、医療費、生活費を援助

する必要が出たが、当該職員は婿養子で生計の実権が

なく、自由に使える金がなかった。 
Q.最近借金しているとか、同僚や上司は気がつかなか

ったのか。 
A.（所管課長）借金はしていなかったようだ。してい

ても、そこまではわからなかったと思う。 
Q. 市長不在中の記者会見は、意図的ではないか。 
A. 処分決定後、速やかに発表した。市長出張とは無関

係である。 
Q. 2 月 7 日の審査会決定から日が開いている。速やか

とは言えないのではないか。 
A. 審議会決定後、市長決裁に時間がかかった。 
Q. 記者会見が、県の当初予算発表と重なった。意図的

ではないか。 
A. 処分決定後、速やかに発表した。県の記者会見とは

無関係である。 
 
(5) 記者会見以外の発表等 
 記者会見後、市公式サイトに事件の概要、お詫び、

防止策等について掲載した。 
 議会に対しては、直近の全員協議会において、総務

部長から、発生事実と再発防止について説明を行って

いる。 
 また、庁内に対しては、懲戒免職処分（市長コメン

ト）、発生事実、再発防止周知を文書（電子掲示板）

で通知している。 
  
３．発表後の市民、議員等からの反応 
 地元 2 紙には記者会見当日の夕刊に、他の紙には、

翌日の朝刊に掲載された。 
 テレビは、当日夕方のニュースで、アナウンサーの

原稿読みに会見の映像が流れる形で放映された。 
 報道後、市民から批判や苦情の電話は入っていない。 
 全員協議会での市議会議員からの追及も、市長の責

任を問うようなものはなく、今後の管理体制強化など

を求めるものであった。 
 

４． 記者会見者は、副市長でよかったのか 
 公金不正流用による懲戒免職は、S 市にとって近年

まれに見る不祥事であり、市民に対するアカウンタビ

リティの観点から、任命権者である市長が直接説明、

謝罪すべきではなかったか。広報課としては対応に疑

問が残る事件であった。 
 S 市には危機管理広報マニュアルがなく、これまで

最悪である職員の飲酒運転による自損事故で停職 6 ヶ

月というケースでも、慣例的に、プレスリリース（投

げ込み）による発表で、取材は人事所管である総務部

長が各社個別に対応してきた経緯がある。 
 市民に対しては、公金、しかも他市町からの負担金

を含む同盟会の運営費を不正流用したという背信行為

についての謝罪は、やはり最高責任者が直接すべき事

案ではないか。 
 また、他の多くの職員たちの信頼を得るためにも、

懲戒免職という重い処分を下した説明と思いは、まだ

組織内部にも十分顔のみえていない新任市長であるか

らこそ、自ら伝えられるべきではなかったのかと考え

るものである。 
 
５．市役所内部の評価の齟齬 
 今回の事件の広報対応についての市役所内部におけ

る評価は、記者会見が比較的平穏だったことや市民や

議員などからの非難が想定以下であったことなどから、

良好であった。 
 しかし、これらは、今回の事件では、被害金額が少

なく報道記者があまり大きな関心を示さなかったこと

や、S 市としては初の公金不正事件であったことなど

からであり、再発の場合や被害額が数千万円単位と大

きい場合であったならば、刑事告発や市長の謝罪・説

明を求められることになった可能性がある。さらには、

事件を誘発した管理体制の不備など、本人以外の職員

や組織そのものへの責任が追及されたかもしれない。 
 つまり、今回はたまたまこの対応で済んだというこ

とであり、危機管理広報として適当であったとの内部

評価は妥当ではない。 
 
６．今後の考察ポイント 
 以上、本研究会の初回の事例研究では、小規模な地

方自治体の不祥事による懲戒免職事件を取り上げ、考

察を試みたが、今後、より的確な危機管理広報活動に

資するべく、民間の事例など他の事例を取り上げてい

くなかでは、当面、以下のポイントについて着目して

考察していきたいと考える。 
(1) 危機管理広報方針やマニュアルの有用性 
 首長や組織幹部に戦略的な危機管理広報の必要性を

認識させるに足る基本方針やマニュアルとは何か。有

用性を提示することで、戦略的危機管理広報の導入を

後押しできるのではいか。 
(2) 各組織を取り巻く環境差異と広報効果の関係性 
 同レベルの危機であっても、都会と田舎ではマスコ

ミや住民の反応が異なるなど、それぞれの組織を取り

巻く諸環境（地域性等）の違いが、どのように広報効

果に関係するか。関係性の認識が広報力の向上に資す

るのではないか。 
(3) 行政と民間との差異 
 同類の危機であっても、行政と民間では、ステーク

ホルダとの関係性が異なることなどから、広報に対す

る反応も大きな差異があると思われる。これを理解す

ることで、それぞれの立場に最適化した広報に資する

ことができるのではないか。 
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自治体PRM-栃木県塩谷町での意思形成の取り組みより 
Designing &Practice of PRM(Policy Relationship Management) for 
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in Shioya town 

 
岩田崇1 2 
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   Abstract  自治体PRMは、特許に基づく新しい自治の手法である。広報公聴、ワークショップ、熟議や

討論型世論調査をはじめとする既存の方法では難しい、共通情報に基づく、大人数の継続的な政策意思

形成への参加を可能にする。最初のケースは塩谷町であり、人口減少に直面し、この仕組の準備段階に

おいて指定廃棄物の処分場候補地となっている町である。準備がほぼ終えた現段階で自治体PRMの２つの

ポテンシャルを確信できつつある 

1-自治体PRMには、地方議会の機能不全を補うポテンシャルがある 

2-自治体PRMには、既存のメディアとは異なる立ち位置から、国の政策の不備を明らかにし、不備を 

 改善するコミュニケーションを実現するポテンシャルがある。 

この２つのポテンシャルは、ポータブルガバナンス（携帯可能な携帯可能な共治・協治）に不可欠なも

のであり、自治体 PRM が、次世代の地方自治のコミュニケーションの要となると考えられる。 
   
   キーワード 公共コミュニケーション, 地方自治, 地域経営, 意思形成, ポータブルガバナンス 
 
１．はじめに 
栃木県塩谷町の構造的な人口減少による諸問題の解

消を目的に『塩谷町民全員会議』として導入された自

治体PRMは、7月末、町が環境省によって、放射性物

質を含む指定廃棄物の最終処分場候補地となったこと

で、町の問題だけなく、国の政策と向き合うことにも

なった。想定外の大きな課題の出現によって、『塩谷

町民全員会議』のスタートのタイミングは環境省への

事実確認なども行いつつ2015年の早い時期に実際に町

の意思形成の仕組みとして運用が始まることとなった。

これまでの取り組みから明らかになったことを含め、

自治体PRMの現在進行形を塩谷町の事例として報告す

る。 

 
２．PRMとは 
(1) PRM の考え方 

PRM は、Policy Relationship Management の頭文字で

ある。政治家と国民の「考え」と関連する情報を政策

ごとに統合管理し、政治と国民との長期的な関係性を

構築、継続的な利用を促すことで国民/住民主権の社

会運営、住民中心の都市、街の経営を図る、行政と民

主主義の新手法である。 

多くの政策、施策は、一度決まるとその後の変更、

調整が難しく、問題に顕在化によってようやく対処が

検討される。意識調査や世論調査によって、政策の評

価が行われているが、まず世論は、その基本的な性質

として、感情的な反応が回答として集約されることが

少なくない。また継続性がないため問題の背景となっ

ている事実に変化が生じることで調査の結果と事実が

異なることもあり得る。意識調査も同様であり回答結

果から解決策が見いだされることは殆ど無い。 

世論調査、意識調査によって見えるとされている民

意は常に移り変わるものであり、雲のようなものであ

る。そこにコミットメントはない。 

そのため、調査の結果に基づき政策、施策が変更され

ても国民、住民が支持するとは限らず、却って問題を

生じさせることさえある。世論調査、意識調査は、自

治体経営に必要な戦略的な意思決定を担うコミュニケ

ーションとは成り得ていないのが実情である。 

 PRM は、こうした現代社会におけるコミュニケーシ

ョンの不備を改善すべく研究開発され、『政治家と主

権者がオンラインによる設問回答を通じて、互いのマ

ッチングを把握できる仕組み』（政治家評価システム 

特許 4528691 号）として特許を取得している。 

 

PRM が実現するのは、 

「ひとりひとり」との、 

「継続的」かつ、 

「履歴を蓄積」し、 

「一方通行ではないサイクル」を備えた、 

「実効性」 

 を備えたコミュニケーションである。 

 

「ひとりひとり」とは、国民、住民ひとりひとりが政
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策形成に参加できることである。「継続的」とは、参

加が一回限りではなく、継続し、続くということであ

る。「履歴を蓄積」とは継続的に参加した結果が履歴

として残されるということである。 

「一方通行ではないサイクル」とは、パブリックコメ

ントのように、意見を集めながら必ずしも反映されな

い状況ではなく、回答がどのように政策形成に反映さ

れたかを参加者に知らせたり、新たな設問によって回

答参加者を PDCA サイクルの参加者にすることである。 

「実効性ある」とは、政治家の参加である。政治家が

参加することで、政策そのものに影響を与えることが

できる。 

政治家が自身の意見を発信し、自身がどのような年代

や性別から支持されているかを確認できれば、有益な

情報であり参加動機となり得る。 

 従来、政治と国民、住民を結ぶ役割はマスコミと呼

ばれる新聞社、テレビ局などが担うとされてきたが、

マスコミは、新しいこと（NEWS）を伝えることを追

求してきたため、前述した機能を持つことをほとんど

検討していない。 
 

(2) 自治体 PRM 
 自治体 PRM は、PRM を地方自治に応用したもので

ある。基本プロセスは以下の図のようになる。 

 

図 1：自治体 PRM の実施フロー 
 
まず、①の首長、行政のビジョンがあり、それ
に②自治体 PRM が客観分析を行う。次に③行政
組織との情報連携を行い、分析結果からビジョ
ンを精査する。 
①から③をもとに、④自治体 PRM が設問と参考
情報の開発を行う。⑤自治体の広報によって参
加促進を行う。 
⑥回答者の無作為抽出を行い、回答を受け付け
る。⑦全市民と議員からの回答を受け付ける。
（この時、無作為抽出の回答を参考に回答する
こともできる。） 
⑧回答は一定の期間を設け、回答状況の中間報
告を行う。（回答参加者は、この報告から回答
を変更することもできる。）⑨回答期間終了を
以って、回答結果をまとめ、新たな施策の方向
性を確立したり、これまで認識されていなかっ
た課題を見出すことができる。 

 
一連のプロセスのは専用ページ（ウェブサイト）
やフェイスブックなどを通じて、進捗状況や共
有すべき情報が公開される。回答結果からは、
利用者は、以下のことが把握できる。 
1-住民の考え 
（年代別、性別の回答分布状況、事務局の設定
により地域別の集計も可能） 
2-議員の考え 
（年代別、性別の回答分布状況、事務局の設定
により政党別、会派別の集計も可能） 
3-住民と議員の考えの一致状況 
（議員の回答状況及び自分と同じ考えの議員、
異なる議員） 
また、未回答の議員に対して利用者は、「回答
リクエスト」を送ることができ、その集計デー
タに基づき、「回答リクエストランキング」を
確認することができる。 
 
住民も議員も回答を何度でもやり直すことこと
ができるため、最終的に集計される回答は、熟
考を重ねたものとなる。 
最初の回答時に、メールアドレスの登録を基本
とするため、事務局から回答を促すメールを配
信することも可能である。 
これは、たとえるならば、地方議会の拡大オー
プン版と言える。通信技術の世界には、非同期
通信という技術がある。電話は同期通信であり
相手がリアルタイムで居ることが必要だが、メ
ールやチャットのような通信は、片方からの通
信が後から読まれ返信されることで成立する。
非同期型は、同期型よりも相手を拘束する必要
がないため柔軟な運用が可能である。つまり、
自治体 PRM は非同期型の拡大オープン型地方議
会として位置づけることもできる。 
 
３．塩谷町の現状 
 2014 年 12 月現在の人口は 1 万 2279 人。高齢化率は

同年 11 月時点で 31.4%であり、人口動態としては、16
年後の 2030 年の日本の姿である。 

高齢化と人口減少は、住民にも体感できる程であり、

問題視されているが、具体的な対策はほとんど行われ

てこなかった。このような状況に町長は、町民から意

見を集め解決策を探る取り組みをシンクタンク構想と

して打ち出し、2013 年度に町内の約 50 の集落で集会

を開いた。しかし、参加者は高齢者が多く、人口減少

を問題として捉えつつも、感覚的な問題認識にとどま

るため、具体策はほとんど見出されず、意見の多くは、

行政への要求、不満であり、シンクタンクとして行き

詰まりを見せていた。そうした状況に、塩谷町でかつ

て行政評価を行ったコンサルタントによって自治体

PRM が紹介され、「塩谷町民全員会議」が立ち上げら

れる事となった。 
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立ち上げの前段階で、町の状況を調査したところ、人

口減少とは中学校卒業後の若年層の流出であることが

明らかになった。（図 2） 

 
図 2：塩谷町のコーホート分析 

 
居住意向については、年代が上がるごと上がっ
ていることが明らかになっていた。（図 3）これ
には県下でも特に高い持ち家率約 90%が影響して
いると考えられた。また時系列のデータから全
年代で、居住意向の低下傾向も見られた。 

（図 3） 

 
図 3：塩谷町のコーホート分析 

 
更に、町の住民へのヒアリングから永年にわた
って下図のようなコミュニケーションが行わえ
てきたことが浮かび上がってきた。 

 

図４：繰り返される無難な選択 

 
各種統計による定量データ、ヒアリングなどに

よる定性データから、塩谷町の町政が高齢者に
よる高齢者のための町政となっており、次世代
を育成し、町が未来に向けて存続するための取
り組みがほぼ行われていない状況が見えてきた。 
 

４．塩谷町民全員会議のデザイン  
 塩谷町での自治体 PRM は『塩谷町民全員会議』と

名付け、スマートフォン、タブレット、PC での利用し

やすさを考慮し、アプリではなく、ブラウザベースで

利用できるようにした。 

画面設計は、シンプルであるが、いわゆるお役所のサ

イトとは色使いやアイコン、書体などで一線を画すこ

とを意識した。（図 5） 

 

図 5：スマホ、タブレットでの画面イメージ 
 

また、紙での回答を受け付けることも想定して
いる。機能として、各画面に下記のような機能
を持たせている。（図 6） 
①参加登録を行う。（対象は町の住民、職員、
議員） 
②回答テーマを選択 
③回答に応じて設問が変化。参考情報を表示。 
④回答から、テーマに対するタイプを判定。 
 タイプ解説文を読み、自分の見解と異なると 
 思った場合は、回答をやり直すことができる。 
⑤回答動向をグラフでリアルタイム表示。 
 グラフは性別、世代別、無作為抽出回答者、 
 議会別に表示する。 
 加えて、議員情報を表示。 
 回答者と同じ回答の議員、異なる回答の議員、 
 未回答の議員を表示。回答した議員のコメン  
 トも確認することができる。さらに、未回答 
 の議員には、（リクエスト）ボタンを設け、 
 回答者は議員に回答要請を送ることができる。 
 この結果を受けて、リクエストランキングが 
 表示される。 
⑥テーマに関連する情報を随時表示 
 回答後は、全体の回答の中で、自分のタイプ 
 が何％くらいかを確認しつつ、追加された参 
 加情報や、議員の回答情報を確認できる。 
 
運用面では、塩谷町在住の中学生に限定した回
答を大人に先行して行うことを検討している。 
次世代を担う若年層が、町の問題をどう捉える
かを示す機会はほとんどなかったため、この意
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義は大きい。加えて保護者層をはじめ大人への
口コミ効果を期待できる。 

 

図 6：『塩谷町民全員会議』スマホ版画面の遷移 
 

５．設問のデザインー町の戦略的意思形成 

 各種データ、ヒアリングから、塩谷町には図書館が

ないこと、家と学校以外に自習するスペースがないこ

と、夜の帰宅、塾の送り迎えに家族が運転する自家用

車が必要不可欠であり、保護者にとって負担になって

いること、競争相手が少なくいわゆる偏差値競争の面

からぬるま湯であること、そして栃木県北部一帯の傾

向として教育環境の選択肢が限られていること、これ

らの情報から教育に対する潜在的な需要に行政、学校

が充分に応えられていない状況があり、また事実とし

て、次世代を担う若年層に町のリソースを投入する施

策が行われていないことが明らかになった。 
 そこで、《次世代と塩谷町》と題して、町が次世代

を担う若者層に投資的な要素も含む施策を行うべきか

どうか？ 行うならどのような形式、規模感が望ましい

かを問う設問テーマを構想した。設問の参考情報と合

わせて形式や規模感まで問いかけることで、二者択一

式の設問で生じがちなミスリード、総論賛成各論反対

をある程度予防することができる。 
 町議会議員、役場の職員、住民にも若年層が直面し

ている状況は認識されていたが、情報をパッケージと

してまとめ、町として住民に諮るという行動までには

到っていなかった。それは、一般的な議会の機能は、

上程される事案のチェックが主であり、事案そのもの

を設定することは極めて稀であり、行政にとっても規

定業務の外にあることが背景にある。 
 しかし、自治体 PRM は、行政の既存業務の枠外に

あり、地方議会にとってもどちらかと言えば不得意な

課題解決につながる事案の検討を容易にする。 
 政治の本来の役割は、ルーティン・ワークで対応で

きない発想の飛躍をリードすることであるが、自治体

PRM は、この飛躍を情報編集と住民と議員を繋ぐとい

うコミュニケーションの面から強くサポートすること

ができる。 
 
６．国の政策の不備を補うメディアとして 

 2014 年 7 月末に環境省によって、塩谷町は、指定廃

棄物最終処分場候補地となった。町は町議会による反

対決議の他、候補地を含む一帯の保護条例を可決。住

民は反対運動を展開している。新聞、テレビなどのメ

ディアでは、栃木県内に 1 万 4 千トンの指定廃棄物が

存在し、それを 1 箇所に集約することを推進する環境

省と、反対する塩谷町という単純な構造で報じられて

いるが、実態はより複雑であり異なる。 
 環境省は、施設そのものの建築物としての安全性を

強調するのみであり、100 年以上に渡る運営管理につ

いては白紙、何かあった場合の責任の所在も不明瞭で

ある。（100 年前は、現在の政府は存在していない。）

また、その機能から山地に作る必要のない施設である

が、住民不安という理由、言い換えれば説明放棄を前

提に、塩谷町のアイデンティティとなっている湧水地

の近接地を候補地としている。つまり計画には町の継

続性が全く考慮されていない杜撰さ、乱暴さがある。

（図７） 

 
図７：環境省による処分場イメージ 

 本来、こうした状況に必要なのは、経済的、科学的

根拠をもとに、丁寧に最善策を検討することであるが、

現在の日本にはそうしたコミュニケーション回路は存

在していない。 
 そこで、『塩谷町民全員会議』は、《指定廃棄物処

分場と塩谷町》と題した設問テーマを準備している。 
 設問と参考情報の開発を通じて、賛成/反対の二項対

立ではなく、事実に基づき最善策を考えることができる。

環境省もこの設問開発に協力する意思を示しており、回

答データである住民の意思と向き合うことになる。 
 このようなコミュニケーションは、既存のマスメディ

アには対応できないことであり、自治体 PRM には、既

存のメディアとは異なる立ち位置から、国の政策の不備

を明らかにし、これを改善するコミュニケーションを実

現できる。 
 
７．ポータブルガバナンスの要となるPRM 

 自治体 PRM は、行政の業務、議員の活動、マスメ

ディアの機能の隙間を、従来手法では不可能であった、

住民-住民、住民-政治家間のコミュニケーションで繋

ぎ埋めることができる。 
 今後の成果が、自治体 PRM のポテンシャルを証明

していくが、オープンデータの活用、マイナンバーと

も連携することで自治体 PRM は、手元からの日常的

な政策参加、すなわちポータブルガバナンスを実現す

る要となると考えられる。 
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議会広報を素材として考える公共コミュニケーション研究の射程 
Considering the Range of the Public Communication Study Based on 

Assembly Public Relations 
 
 

本田 正美
1 

Masami HONDA 
 

1 東京大学大学院情報学環 The University of Tokyo 
 

   Abstract   A sentence with "public relations and the communication with the stakeholder in public 
administration, an assembly, a university, NPO, medical care, amd the social business" is found in the 
mission statement of the public relations association for social sectors. Concerning this sentence, it is 
indicated that "public communication" is prescribed by the main constituent of the communication. As 
expected, is the range of the public communication study a thing prescribed by the main constituent? In this 
study, it takes up assembly public relations and examines the range of the study of the public communication. 

 
   キーワード 公共コミュニケーション, 議会広報, 研究領域 
 

１．はじめに 
公共コミュニケーション学会のミッションステート

メントに、「行政・議会・大学・NPO・医療・ソーシ

ャルビジネスにおける広報やステークホルダーとのコ

ミュニケーション」との文章が見出される。この文章

を見ると、「公共コミュニケーション」の指し示すと

ころはコミュニケーションの主体によって規定される

ことが窺える。 

はたして、公共コミュニケーション研究の射程は、

それに関わる主体によって規定されるものなのか。本

研究では、議会広報を取り上げて、公共コミュニケー

ションの研究の射程について検討していきたい。 

 
２．議会広報の位置付け 
 本研究では議会広報に焦点を当てるが、特に地方議

会にまつわる広報に着目する。冒頭に引用した公共コ

ミュニケーション学会のミッションステートメントの

中にも「議会」があげられており、地方議会を取り上

げ、それを素材として公共コミュニケーション研究の

射程を考えること自体に異論はないだろう。 
 従来、議会における広報への関心は薄かったと言え

よう。公的な機関による広報としては、井手(1967)に
代表されるように、主に行政による広報が研究対象と

されてきた。しかし、本田(2009)や日本広報学会行政

コミュニケーション研究会(2012)のように、地方議会

による広報についても研究の広がりを見せているとこ

ろである。 
 2000 年の地方分権一括法施行によって、国の事務を

自治体に肩代わりさせる制度として存在していた機関

委任事務が廃止された。これに伴い、自治体の自立性

が高まり、地方議会の役割の重要性が増している。こ

のことにより、地方議会のステークホルダーである有

権者とのコミュニケーションのの重要性も強まってい

る。その結果として、議会と有権者を取り結ぶ、議会

による広報についても注目が集まっているのである。 
 2000 年代は、地方分権一括法の施行に代表される地

方分権の進展と同時に、インターネットに代表される

情報社会の進展も進んだ時期であった。この期間に、

広報のようなコミュニケーションにあって、利用可能

なメディアも多様化したのである。地方議会が利用す

る広報メディアについては、本田(2009)において日本

最大の基礎自治体である横浜市会と議会改革の推進で

知られる栗山町議会の対比を行っている。その研究で

は、自治体の規模が大きく違っても、いずれの議会に

おいても広報紙発行と Web サイトを通じた情報提供

が広報活動の主要な部分を占めていることが明らかに

された。 
 
３．議会広報の事例研究 
(1) 千葉県流山市議会への着目 
 本章では、特定の地方議会を取り上げて、その広報

の実践例を紹介していく。ここでは、本田(2013)を参

照したい。 
本田(2013)は、千葉県流山市議会の事例分析を行っ

た研究である。ここで流山市議会が取り上げられたの

は、流山市議会が議会改革の推進で注目されているか

らである。その注目度を推し量るものとして、例えば、

2012 年に日本経済新聞社産業地域研究所が全国 810 市

区議会を対象に行った議会改革度調査がある。この調

査において、流山市議会は全国 1 位を獲得しているの

である(日本経済新聞社産業地域研究所(2012))。流山

市議会は、とりわけ ICT の利活用に熱心であり、情報

社会の進展という社会的背景の変化にも即応した取り

組みを行っており、注目するに足る議会であると考え

られる。実際に、榎並(2013)は、流山市議会の ICT 利

活用と広報の関係について論じている。 
以下では、流山市議会における広報について、議

会・会派・議員に分けて広報のあり方を論じた本田

(2013)を再構成することにより、議会広報のあり方を

整理したい。 
 
(2) 議会としての広報 
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 流山市議会における議会総体としての広報活動の概

要は、流山市議会が開設している議会の Web サイト

から窺い知ることが出来る(流山市議会 Web サイト

<http://www.nagareyamagikai.jp/> 最終アクセス 2014 年

12 月 19 日 ※以下に参照する Web サイトについても

同様)。 
流山市議会として広報では、まず議会の Web サイ

トを介して必要な情報を周知することが行われている。

Web サイトのトップページには、「新着情報」の一覧

がある、続いて、その他に「本会議」「委員会」に関

する情報提供がなされている。加えて、その月の議会

の予定が書かれたカレンダーが掲示されている。これ

らのことから、Web サイトでは、議会において今まさ

に展開されている活動を広報することに力点が置かれ

ていることが窺える。さらに、トップページには、

「議会中継」「議会だより」「Facebook」「Twitter」
へのリンクが貼られており、ここから流山市議会の利

用している広報メディアを確認することが出来る。 
Web サイトの他に重要な広報の手段となっているの

が広報紙である。流山市議会の場合は、議会だよりが

広報紙に当たり、一年間に四回の発行が基本となって

いる。この回数は各定例会に合致しており、各号の内

容も各定例会の概要や一般質問、委員会の審議状況や

議員別表決結果一覧から構成されている。議会だより

については紙で発行され、配布されているが、Web サ

イト上では PDF での提供も行われている。 
議会中継は、本会議と委員会のオンライン中継を行

うものである。当初は Windows Media Player が利用さ

れていたが、現在は Adobe Flash Player を利用した

システムとなっており、オンラインでライブ中継と録

画映像を閲覧することが出来る。委員会については

USTREAM が利用されている。その他、議会報告会や

議員研修会、流山市議会への行政視察の様子も

USTREAM で公開されており、それらの映像は特に編

集されることはなく公開されている。 
Facebook(https://www.facebook.com/nagareyamashigikai)
においては、市議会の公式ページが開設されている。

そのタイムラインを見ると、議会の各種予定や議会中

継へのリンクが並んでいる。議会の各種予定に関する

エントリーでは、詳細を記した議会の Web サイトの

URL が掲げられており、Facebook を介して閲覧者を議

会 Web サイトへと誘導することも行われている。ま

た、2014 年 12 月議会から、Facebook や Web サイトを

介した議会で審議される各議案への意見聴取を行って

いる。具体的には、提案される議案の一部と請願・陳

情について、委員会審査がおこなわれる前に議会の

Web サイトと Facebook ページにおいて情報提供がな

され、意見を述べることが出来る。Facebook 上でもコ

メント可能であり、Facebook は広報と広聴の機能を果

たしている。 
議会の Twitter (https://twitter.com/nagareyamagikai)公

式アカウントでは、議会の各種予定の告知が行われて

いる。 
以上のような各種のメディアを利用した広報の他に、

現実の場での情報提供を主とする広報のあり方として

議会報告会の開催がある。議会報告会は、市内数カ所

で開催されるものであり、議会での議論や議決を会場

に集まった市民に説明し、議員と市民の意見交換を行

うものである。この取り組みは、議会改革の先進議会

として知られる北海道の栗山町議会が実施したことが

きっかけとなって、全国的に広まっているものである。

流山市議会の場合、2009 年に第 1 回の議会報告会が開

催され、その継続的に実施されている。2014 年は、四

つの常任委員会ごとの班分けが行われ、四会場での実

施となっている。 
発信されている情報から流山市議会としての広報を

見ると、広報が議会での議事を中心として組み立てら

れていることが分かる。つまり、Web サイトや広報紙

では、議会での議事内容が伝えることに重点が置かれ

ている。議会中継については、まさに議事が取り行わ

れる場面がそのまま映像配信されているのである。そ

して、Facebook や Twitter では特に速報性が旨とされ、

議会の日程を流すなど、議事への市民の関心を喚起さ

せるために使用されている。日本における自治制度で

は、首長と議員は別々の選挙によって選出される二元

代表制が採用されている。この二元代表制にあって、

議会は議事機関として位置付けられており、その広報

も議事機関としての役割が反映されたものになってい

るのである。 
 
(3) 会派としての広報 
 会派制が採用されている議会も少なくない。流山市

議会もその一つである。会派とは、主義主張や政策を

共にする議員の集合体であり、多くの場合、各議員が

所属する政党別に分かれる。ただし、流山市議会の場

合は、国政レベルの政党別に対応した分かれ方では必

ずしもない。 
2014 年 12 月現在、流山市議会には五つの会派があ

る。その最大会派は 6 名の議員を擁する誠和会である。

以下、5 名の流政会と市民クラブ、4 名の公明党と日

本共産党があり、2 名は会派に所属していない(定数 28
人、2014 年 12 月現在、欠員 2 人)。そのうちの一つで

ある流政会は、直近の 2011 年の市議会議員選挙後に

は 10 人が所属する最大会派であったが、その後にメ

ンバーの移動があり、現在の人数になっている。流政

会は、会派としての広報紙発行と Facebook ペーの開

設(https://ja-jp.facebook.com/nagareyamaryuseikai)を行っ

て い る 。 会 派 と し て の ブ ロ グ (http://nagareyama-
rs.jugem.jp/)も開設しており、所属する議員のプロフィ

ールを掲載し、いくつか議会の予定が紹介されている

が、2010 年以来、その更新は止まっている。 
会派として発行している広報紙「「流政会」だより」

は、2014 年 11 月発行のものが最新で、通巻第 28 号で

ある。会派の広報紙では、構成する議員の近況や定例

会での会派としての討論の内容などが掲載されている。

それゆえに、会派の広報紙も、ほぼ議会の定例会開催

に合わせて、その直後に発行されている。 
会派の Facebook ページでは、議会の予定や議会で

の会派としての議案への討論の内容が掲載されている。 
流政会という会派から発信される情報を見ると、会派
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の活動は主に議会内で完結しており、対外的にその活

動について広報を展開することが少ないことが確認さ

れる。これは、あくまで会派は議会での活動体であっ

て、会派への理解や関心を集める必要が必ずしもない

ことに起因しているものと考えられる。 
議会や議員の役割、議員と市民の関係を定めた流山

市議会基本条例では、その第 5 条において会派につい

て規定している。その条文には、「議員は、同一理念

を共有する他の議員と結成した政策集団として、議会

活動を行うための会派を結成することができる」とし

ているが、この条文で示されるところの会派としての

あり方に流政会の活動は沿うものであると言えよう。

ステークホルダーとの関係にという意味では、会派を

構成する各議員がその関係の構築に努めているのであ

る。 
 
(4) 議員個人としての広報 
 流山市議会の定数は 28 名であり、議員個人の広報

について概観するためには、所属する全議員について

事例を分析する必要がある。しかし、入手出来る資料

などの制約もあるため、本研究では、前回 2011 年の

選挙においてトップ当選を果たし、前節で事例分析を

行った流政会の一員でもある森亮二議員を代表例とし

て取り上げることとする。森議員の事例をもって議員

個人の広報一般について議論することは妥当ではない

が、森議員の活動から議員個人の広報の一端を窺い知

ることは出来るだろう。 
森議員が活用している広報メディアは、Web サイ

ト・ブログ・Facebook・Twitter・広報紙・街頭宣伝で

ある。Web サイト(http://www11.ocn.ne.jp/~ryoji612/)の
主なコンテンツは、政策・プロフィール・日記(ブロ

グ)・事務所へのアクセス・広報紙のデータである。

Web サイトでは、掲げる政策やプロフィールなど、議

員個人の基本的情報についての情報提供がなされてい

るのである。トップページには Twitter の表示もなさ

れている、 
森議員のブログ(http://ryoji612.blog137.fc2.com/)は、

月一回程度の更新頻度である。ブログの各エントリー

には、各定例会での各議案への対応状況・駅頭での街

頭宣伝の報告・自身の Twitter のまとめ・視察リポー

トなど、それぞれ一定のまとまった量の文章が掲載さ

れている。ブログは、速報のためではなく、一定の成

果の報告のために使用するという使い分けがなされて

いるようである。 
森 議 員 個 人 の Facebook の ア カ ウ ン ト 

(https://www.facebook.com/ryoji.mori.3)では、議会での

活動もさることながら、食事の様子など議員個人の日

常生活の様子なども投稿されている。Facebook におい

ては、写真も多用され、日々の活動を速報するために

使用されていると言えよう。 
より速報性を重視して、議員の活動のうち特に議会

の日程を告知するために利用されているのが、

Twitter(https://twitter.com/m_ryoji612)である。森議員の

場合、特に議会での活動に関する通知などについては、

Facebook と Twitter が連動させ、両方での発信がなさ

れている。 
森議員の発行する広報紙は、「月刊森りょうじリポ

ート」である。印刷されたものについては、街頭宣伝

における配布やポスティングがなされている。最新号

は通巻 72 号「2014 年号外版」である。広報紙に掲載

されているのは、直近に開催された定例会における森

議員の一般質問の内容紹介や森議員が行った講演の様

子などである。各号に掲載されている内容で共通して

いるのが、広報紙の一ページ目の半分が森議員の経歴

の紹介である。さらに、広報紙には、Web サイト・

Facebook・Twitter を森議員が利用していることが明記

されており、広報紙を読んだ市民をそれらに誘導する

ことも企図されている。広報紙を受け取った市民が

Web サイトや Facebook に 
街頭宣伝は、駅頭など人の集まるような場所での演

説や広報紙配布などから構成される活動である。森議

員も流山市内に所在する駅などで街頭宣伝を行ってい

る。そこでは、先に紹介した「月刊森りょうじリポー

ト」も配布されている。街頭宣伝では直接市民に接す

ることになり、意見交換なども行われている。 
森議員により選択された広報メディア及び発信され

る情報を見ると、Web サイトや広報紙の一ページ目に

自身に関する基本情報が掲載されるなど、森議員自身

の存在を市民に認知させるために力が注がれていると

言えよう。また、Web サイトや広報紙には連絡先が明

記され、Facebook ではコメント欄を活用して市民との

やりとりがなされるなど、あらゆるメディアを駆使し

て、市民とのコミュニケーションを図ろうとしている

姿勢が窺える。それらのことから、議員個人としては、

市民に議員としてその存在を認知され、市民の意見な

どを議会の議事に反映させるために働く役割を担おう

としていることが示唆される。 
 
(5) 小括 
以上の事例分析から、地方議会は議事の場としての

役割、会派は議会内での議員の集団としての活動を支

援する役割、議員は自らの主義主張を実現するととも

に、市民からの声を集めて議会の議事に反映させる役

割をそれぞれ担っていることが示唆される。それぞれ

の主体による広報の実践に関する事例を見ることで、

それぞれの主体に求められる役割を逆照射して浮かび

上がらせることが出来るのである。 
 
４．議会広報を素材として考える公共コミュニ

ケーション研究の射程 
 前章では、流山市議会の事例分析を行った。そこで

は、議会全体・会派・議員個人の三つの主体に分けて、

その広報の実践について整理し、広報の実践の状況か

ら各主体の役割を炙り出すことが出来た。かように、

コミュニケーションの主体による整理は、広報のあり

方を見通す上で有用な方法となるのであり、公共コミ

ュニケーション学会のミッションステートメントが

「行政・議会・大学・NPO・医療・ソーシャルビジネ

スにおける広報やステークホルダーとのコミュニケー

ション」と、主体に着目した書きぶりになっているの
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も合理的であると言えそうである。 

広報を行う主体に着目するのであれば、公共コミュ

ニケーション研究にあっては、その主体の公共性を問

うという方向に研究が向かっていくことになるものと

考えられる。しかし、ハーバマス(1994)を引くまでも

なく、コミュニケーション行為には公共性が付帯する

のであって、主体の公共性を問い始めると、そもそも

あらゆる主体のコミュニケーションについて研究する

ことが公共コミュニケーション研究ということになっ

てしまいかねない。そこで、行政や議会というのは、

あくまで例示の一部であって、あらゆる主体によるコ

ミュニケーションについて研究するのが公共コミュニ

ケーション研究であると措定してしまうことも可能で

あろう。 
 ただし、ここで改めて考える必要があるのが「受け

手」の側の認識である。前章で整理した議会の広報に

関して言えば、市民一般が「受け手」ということにな

る。彼らは、議会・会派・議員個人からの発信である

ことによって、そこに生起するコミュニケーションは

私的コミュニケーションではなく、公共コミュニケー

ションであると認識している可能性がある。ここで着

目したいのが、前章で見たところの森議員の広報のあ

り方である。とりわけ、森議員の Facebook アカウン

トは着目に値する。森議員の Facebook アカウントで

は、議会での公式の活動の情報から森議員の私的な生

活に関わる情報まで混在して発信されている。それを

受け取った市民の側は、時に気軽に、時には真面目に

コメントを寄せている。同一アカウント上のエントリ

でありながら、それぞれのエントリの内容に応じて、

市民は応答の仕方を変えていることが窺えるのである。

例えば、議会の公式 Facebook ページでの市民のコメ

ントはフォーマルな内容のものしか投稿されていない。

対議会(議会総体・会派・議員個人)とのコミュニケー

ションであっても、一方の側の市民にとっては、その

公共性に濃淡があるとも言えるだろう。 
 とすると、主体の公共性いかんにかかわらず、受け

手側がそのコミュニケーションについて、それが公共

コミュニケーションであるか私的コミュニケーション

であるかを判別している可能性を指摘する必要がある

だろう。そうであるなら、公共コミュニケーション研

究は、コミュニケーションに関わる主体の認識を問う

研究であると規定することも出来る。そして、そうで

あるならば、改めて公共コミュニケーション学会のミ

ッションステートメントにある「行政・議会・大学・

NPO・医療・ソーシャルビジネスにおける広報やステ

ークホルダーとのコミュニケーション」については、

その公共性を問うのが公共コミュニケーション研究で

あると言い換えられるものと考えられる。 

前章の事例分析においても、広報のあり方から逆照

射して、それぞれの主体の役割を再規定することが出

来た。翻って、公共性が高いと目される行政や議会、

NPO にまつわるコミュニケーションについても、受け

手側の認識を問うことによって、その公共性を問い直

すことも出来るのである。例えば、行政による広報で

あっても、それが受け手側から見た時には公共コミュ

ニケーションではない可能性もあり、そのコミュニケ

ーションの公共性の度合いの問うことが公共コミュニ

ケーション研究の射程に入って来ると結論付けられる。 

 

５．おわりにかえて 
 本研究では議会広報を素材として公共コミュニケー

ション研究の射程について議論した。公共コミュニケ

ーションを冠する学会が立ち上がり、その第一回の研

究発表大会において、その研究の射程を議論すること

自体、十分に研究上の意義を有するものと考えられる。 
 ただし、本研究には研究上の課題が存在する。まず

は、本研究の事例分析の対象の少なさである。本研究

では、議会広報の事例として流山市議会を取り上げた

が、流山市議会はいわば先駆的な取り組みを行ってい

る議会であって、地方議会一般の状況を表しているわ

けではない。この点、本研究は「議会広報を素材に」

と謳ってはいるものの、十分な検討が行えていないと

結論付けられる。他の議会の事例分析を行うことで、

違った結論が得られる可能性もあることを指摘してお

きたい。 
 また、本研究では、公共コミュニケーション研究の

射程として、その受け手の認識に関する分析が含まれ

ることを指摘した。これも、あくまで、その可能性を

指摘するに留まっている。例えば、本研究で取り上げ

た議会広報についても、ステークホルダーの認識に関

する調査などは行っておらず、特定の部分の事象を素

材として議論を進めているに過ぎない。今後は、その

欠けている部分の調査研究が必要とされるだろう。そ

して、その際には、情報行動論や社会心理学といった

分野における研究も参照する必要があるものと考えら

れる。単にコミュニケーションに関わる主体の属性だ

けではなく、コミュニケーションに関わる主体の認識

にまで迫る研究が求められているのである。 
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４階 スタジオプラス（小ホール） 
 

 

ポスター発表 
 

 

12:20~13:10 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

【プラスアート研究紹介】 

 

・ スマートフォンによるシティプロモーションプラン研究会 （主査：衣川洋佑） 

・ シティプロモーション事例分析研究会（主査：河井孝仁） 

・ 広報戦略プランと人材育成研究会（主査：秋山和久） 

・ 集団・対話型公共コミニケーション研究（金井茂樹）（主査：印出井一美） 

・ 「病院広報・コミュニケーション活動」研究会（主査：坂田顕一） 

 

 

【若手研究発表】 

 

・ プロ野球独立リーグが存続していくために必要な要因とは何か  

東海大学文学部広報メディア学科 河井ゼミ 

（夏目康平・小室あやか・高舘瑞季・竹内翼） 
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